


	
		×
		

	






    
        
            
                
                    
                        
                    
                

                
                    
                        
                            
                            
                        

                    

                

                
                    
                                                    Log in
                            Upload File
                                            

                

            


            	Most Popular
	Study
	Business
	Design
	Technology
	Travel
	Explore all categories


        

    





    
        
            
                
                    
                

                

                    
                        電力供給事業計画energy-indonesia.com/02electrcitylaw/0130808pln.pdfiii...

                    


                    
                        
                            	Home
	Documents
	電力供給事業計画energy-indonesia.com/02electrcitylaw/0130808pln.pdfiii 電力供給事業計画 2012-2021 インドネシア共和国 エネルギー鉱物資源大臣 PT PLN


                        

                    


                    




    
        
            
                
                    
                        

                        
                        
                    

                    
                        
						1

108
                        
                    

                    
                        
                        100%
Actual Size
Fit Width
Fit Height
Fit Page
Automatic


                        
                    

					
                

            


            
                
                    
                    
                    
                

                
                    

                    

                    
                        
                         Match case
                         Limit results 1 per page
                        

                        
                        

                    

                

            

            
									
    
        
        

        

        

        
        
            i 電力供給事業計画 2012-2021 PT PLN (PERSERO) 電力供給事業計画 2012-2021 
        

        
    






				            

        

    









                    
                        
							Upload: vukhue
                            Post on 10-Mar-2018

                            239 views

                        

                        
                            Category:
 Documents


                            5 download

                        

                    


                    
                        
                            Report
                        

                                                
                            	
                                    Download
                                


                        

                                            


                    
                        
                        
                            
                                    
Facebook

                        

                        
                        
                            
                                    
Twitter

                        

                        
                        
                            
                                    
E-Mail

                        

                        
                        
                            
                                    
LinkedIn

                        

                        
                        
                            
                                    
Pinterest

                        
                    


                    
                

                

                    
                    
                        Embed Size (px):
                            344 x 292
429 x 357
514 x 422
599 x 487


                        

                    

                    

                    

                    
                                        
                        TRANSCRIPT

                        Page 1
                        

i 電力供給事業計画 2012-2021
 PT PLN
 (PERSERO) 電力供給事業計画
 2012-2021

Page 2
                        

ii 電力供給事業計画 2012-2021
 電力供給事業計画 2012-2021

Page 3
                        

iii 電力供給事業計画 2012-2021
 インドネシア共和国
 エネルギー鉱物資源大臣
 PT PLN (PERSERO) 2012-2021 年 電力供給事業計画の承認
 に関する
 インドネシア共和国 エネルギー鉱物資源大臣決定 番号：3440 K/21/MEM/2012
 唯一神の恵みにより
 インドネシア共和国エネルギー鉱物資源大臣は、 以下を閲覧し：PT PLN (PERSERO) RUPTL 2012-2021 年の承認申請に関する 2012 年 12
 月 10 日付 PT PLN (PERSERO)代表取締役書簡 3560/101/DIRUT/2012 号 以下を考慮し：a. 電力部門において大きな変更が生じたことに伴い、2011 年 12 月 30 日
 付エネルギー鉱物資源大臣決定 3314 K/21/MEM/2011 で制定した PT PLN (PERSERO) 電力供給事業計画 2011-2020 年は、最新の状況に即
 して改訂の必要がある。 b. 上記 aの意図する検討事項、および電力供給事業活動に関する政令 2012
 年第 14 号 14 条（2）項に則り、PT PLN (PERSERO) 電力供給事業計
 画 2012-2021 年の承認に関するエネルギー鉱物資源大臣決定を制定す
 る必要がある。 以下に配慮し：１．電力に関する法律 2009 年第 30 号（インドネシア共和国官報 2009 年
 133 号、インドネシア共和国官報補遺 5052 号） ２．電力供給事業活動に関する政令 2012 年第 14 号（インドネシア共和国
 官報 2012 年 28 号、インドネシア共和国官報補遺 5281 号） ３．2011 年 10 月 18 日付大統領決定 2011 年 59/P 号 ４．エネルギー鉱物資源省の組織と事業手続きに関するエネルギー鉱物資
 源大臣規定 2010 年第 18 号（インドネシア共和国官報 2010 年 552 号） ５．国家電力総合計画に関する 2008 年 11 月 13 日付エネルギー鉱物資源大
 臣決定 2682 K/21/MEM/2008 号
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iv 電力供給事業計画 2012-2021
 以下を決定する：
 制定：PT PLN (PERSERO) 電力供給事業計画 2012-2021 年の承認に関するエネルギー鉱
 物資源大臣決定 第１：PT PLN (PERSERO) 電力供給事業計画 2012-2021 年、以下 RUPTL2012-2021 と
 する、を添付に記載されたとおり承認する。同添付は本大臣決定の一部として分離
 することはできない。 第２：PT PLN (PERSERO)は、第１項が意味する RUPTL2012-2021 の実施状況について、
 ６カ月ごとに報告書をエネルギー鉱物資源大臣に、写しを電力総局長に提出しなけ
 ればならない。 第３：本大臣決定の制定に伴い、2011 年 12 月 30 日付 PT PLN (PERSERO) 電力供給事
 業計画 2011-2020 年の承認に関するエネルギー鉱物資源大臣決定 3314 K/21/MEM/2011 は撤廃され、失効となる。
 第４：本大臣決定は制定日より有効となる。
 ジャカルタにて制定 2012 年 12 月 28 日
 インドネシア共和国 エネルギー鉱物資源大臣
 （署名）
 ジェロ・ワチック（JERO WACIK） 写し： １．内務大臣 ２．国家開発計画国務大臣／国家開発企画庁長官 ３．エネルギー鉱物資源省 総書記長 ４．エネルギー鉱物資源省 総監察長 ５．エネルギー鉱物資源省関係総局長
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v 電力供給事業計画 2012-2021
 ６．インドネシアの全州知事 ７．インドネシアの全県知事／市長 ８．PT PLN (Persero) 代表取締役
 原本と相違なし
 エネルギー鉱物資源省 法律・広報局長
 （署名）
 ススヤント（Susyanto）
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vi 電力供給事業計画 2012-2021
 PT PLN (PERSERO)
 PT PLN (PERSERO)電力供給事業計画（RUPTL）2012‐2021 年
 に関する PT PLN (PERSERO)取締役会決定
 番号：624.K/DIR/2012
 PT PLN (PERSERO)取締役会 以下を考慮し： a. PT PLN (PERSERO)電力供給事業計画（RUPTL）2011‐2020 年に関
 する PT PLN (PERSERO)取締役会決定 1483 K/DIR/2011 号は、2011年 12 月 20 日に発行され、PT PLN (PERSERO)電力供給事業計画
 （RUPTL）2011‐2020 年の承認に関するエネルギー鉱物資源大臣決
 定 3314.K/21/MEM/2011 号にて 2011 年 12 月 30 日に承認された。 b. 上記項目 a の意図する RUPTL に規定されたとおり、インドネシア社
 会への電力供給に対する政府の計画を支援するために、PT PLN （PERSERO）は、定期的に RUPTL の実施に対する評価、電力関連
 で生じた状況の変化に対応するための適応が必要とされる。 c. 現在の進展に応じた RUPTL の実施に対する評価結果が出たことから、
 PT PLN (PERSERO)RUPTL2011‐2020 年の補完が必要と考えられ
 る。 d. 上記項目 a、b、c が意図する検討事項に基づき、PT PLN (PERSERO)
 電力供給事業計画（RUPTL）2012‐2021 年に関する PT PLN (PERSERO)取締役会決定の制定が必要である。
 以下に配慮し：１．国有企業に関するインドネシア共和国法律 2003 年第 19 号 ２．株式会社に関するインドネシア共和国法律 2007 年第 40 号 ３．電力に関するインドネシア共和国法律 2009 年第 30 号 ４．国家電力公社（Perum）から株式会社（Persero）への移管に関するイ
 ンドネシア共和国政令 1994 年第 23 号 ５．国有企業の設立と運営、監視、解散に関するインドネシア共和国政令
 2005 年第 45 号 ６．電力供給事業に関するインドネシア共和国政令 2012 年第 14 号 ７．電力総合計画 2008‐2027 年に関するエネルギー鉱物資源大臣決定
 2682K/21/MEM/2008 号 ８．PT PLN (PERSERO)定款 ９．国家電力株式会社（Persero）役員の解任と任命に関する国有企業大臣
 決定 KEP-58/MBU/2008 号、同改正決定 KEP-252/MBU/2009、同
 KEP-224/MBU/2011 号 11．PT PLN (PERSERO)関連決定の採択制限に関する PT PLN
 (PERSERO)取締役会決定 304.K/DIR/2009 号、同改正決定
 1387.K/DIR/2011 号 12．PT PLN (PERSERO)の組織と事業手続きに関する PT PLN
 (PERSERO) 取締役会決定 023.K/DIR/2012 号
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vii 電力供給事業計画 2012-2021
 以下を決定する。 制定： PT PLN (PERSERO)電力供給事業計画（RUPTL）2012‐2021 年に関する
 PT PLN (PERSERO)取締役会決定 第１： PT PLN (PERSERO)電力供給事業計画（RUPTL）2012‐2021 年は、本決定書の
 添付に記載されたとおりである。 第２：本決定書の添付に記載された PT PLN (PERSERO) RUPTL2012‐2021 年は、PT
 PLN (PERSERO)の長期企業計画（RJPP）の策定と、事業計画と企業予算の作成の
 ための指針として用いられる。 第３：上記の第 1 項目の意図する PT PLN (PERSERO) RUPTL2012‐2021 年は、状況の
 変化に応じて毎年見直しが行われる。 第４：本決定の施行と同時に、PT PLN (PERSERO)電力供給事業計画（RUPTL）2011‐
 2020 年に関する PT PLN (PERSERO)役員会決定 1483.K/010/DIR/2011 は撤廃され、
 失効する。 本決定は制定日より有効となる。
 ジャカルタにて制定 2012 年 12 月 19 日
 代表取締役
 （署名）
 ヌル・パムジ（NUR PAMUDJI）
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viii 電力供給事業計画 2012-2021
 序詞 この電力供給事業計画（RUPTL）2012-2021 年は、電力の供給事業活動に関する政令 2012年第 14 号の指令により制定された。同政令は、「公共の利益のための電力供給事業は、電
 力総合計画および電力供給事業計画（RUPTL）に基づき実施する」と規定している。 この RUPTL はまた、国家電力総合計画 2008-2027 に関するエネルギー鉱物資源大臣決定
 2008 年第 2682.K/21/MEM/2008 号の諸条項、およびエネルギー鉱物資源省が策定した国
 家電力総合計画 2012-2031 草案も考慮している。 RUPTL 策定の目的は、全インドネシアにおける 2012‐2021 年の PT PLN (PERSERO)の電力インフラ開発の指針として策定され、企業の長期計画のひな形として、また年次事業
 計画や事業予算の策定にも利用される。 インドネシアの電力産業の発展と変化に伴い、電力開発計画がより実情に即したものにな
 るよう、この RUPTL は定期的に評価され、必要に応じて改訂される。 最後に、この RUPTL の完成に至るまでの、関係各位の貢献に深く感謝し、敬意を表した
 い。
 ジャカルタ, 2012 年 12 月
 代表取締役
 ヌル・パムジ（NUR PAMUDJI）
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ix 電力供給事業計画 2012-2021
 目次 エネルギー鉱業資源大臣決定 ⅲ PT PLN (PERSERO)取締役会決定 ⅵ 序詞 ⅷ 目次 ⅸ 図リスト ⅹⅱ 表リスト ⅹⅲ 添付資料目次 ⅹⅵ 略語と語彙 ⅹⅸ 第 1 章 はじめに 1 1.1 背景 2 1.2 法的根拠 3 1.3 企業ビジョンとミッション 3 1.4 RUPTL の目的と策定のターゲット 4 1.5 RUPTL の策定プロセスと責任 4 1.6 事業の範囲と地域 6 1.7 RUPTL の編集構成 9 第 2 章 設備開発の基本方針 10 2.1 電力需要の増加に対応するための電力供給方針 11 2.2 発電容量の開発方針 12 2.3 送電開発の方針 15 2.4 配電開発の方針 16 2.5 村落部電力開発の方針 17 2.6 新エネルギー、再生可能エネルギーの開発方針 17 2.7 気候変動の軽減に関する方針 18 第 3 章 現在の電力状況 20 3.1 電力販売 21
 3.1.1 利用者数 22 3.1.2 電化率 22 3.1.3 最大需要の増加 23
 3.2 電源系統の状況 23 3.2.1 インドネシア西部・東部の運営地域 23 3.2.2 ジャワ・バリ運営地域 25
 3.3 送電系統の状況 26 3.3.1 インドネシア西部・東部運営地域の送電系統 26 3.3.2 ジャワ・バリの送電系統 27
 3.4 配電系統の状況 28 3.4.1 配電損失 28 3.4.2 供給の信頼性 29
 3.5 緊急の課題 29
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x 電力供給事業計画 2012-2021
 3.5.1 短期的な対応策 30 3.5.2 インドネシア西部・東部運営地域の緊急的課題 31 3.5.3 ジャワ・バリ系統の緊急課題 33
 第 4 章 一次エネルギーの供給 34 4.1 石炭 35 4.2 天然ガス 36
 4.2.1 LNG とミニ LNG 39 4.2.2 CNG（圧縮天然ガス） 40 4.2.3 炭層メタン（CBM） 41
 4.3 地熱 41 4.4 水力 41 4.5 新エネルギーとその他の再生可能エネルギー 43 4.6 原子力 44 第 5 章 電力供給計画 2012-2021 45 5.1 計画の条件 46
 5.1.1 発電計画 46 5.1.2 送電計画 47 5.1.3 配電計画 48
 5.2 電力需要予測の基礎条件 50 5.2.1 経済成長 51 5.2.2 人口増加 52
 5.3 2012-2021 年の電力需要予測 52 5.4 発電所の開発計画 56
 5.4.1 候補となる発電所のカテゴリー 56 5.4.2 石炭燃料による発電所の迅速化プログラム（大統領令 2006 年
 第 71 号、改正 2009 年第 59 号） 57 5.4.3 第 2 次発電所加速化プログラム 59 5.4.4 大統領令 2005 年第 67 号、同改正令 2010 年第 13 号に基づく
 政府と民間の提携（KPS） 60 5.4.5 炭鉱口石炭火力発電所の開発計画 61 5.4.6 発電容量の増強計画（インドネシア全体） 62 5.4.7 インドネシア西部・東部運営地域における発電容量の増強 63 5.4.8 ジャワ･バリでの発電力増強 66 5.4.9 民間電力の参加 71
 5.5 エネルギー・バランスと燃料需要 76 5.5.1 電源構成の目標 76 5.5.2 ジャワ・バリ系統における電源構成の目標 77 5.5.3 インドネシア西部運営地域における電源構成の目標 79 5.5.4 インドネシア東部運営地域における電源構成の目標 80
 5.6 CO2の排出予測 81 5.7 カーボン資金調達プロジェクト 86 5.8 送電系統と変電所の開発 5.8.1 インドネシア西部運営地域の送電系統開発
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xi 電力供給事業計画 2012-2021
 5.8.2 インドネシア東部運営地域の送電系統開発 5.8.3 ジャワ・バリ系統の送電系統開発 5.9 配電系統の開発
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xii 電力供給事業計画 2012-2021
 図リスト 第１章 図 図 1.1 RUPTL の策定プロセス 5 図 1.2 PLN の事業地域図 8 第 5 章 図 図 5.1 2012 と 2021 年の PLN の電力販売量予測 55 図 5.2 2012-2021 年の PLN の電力販売予測 55 図 5.3 RUPTL と RUKN の電力販売予測の比較 56 図 5.4 インドネシア全体の燃料種類に基づく電力生産構成（GWh） 77 図 5.5 ジャワ・バリ系統における燃料別の電力エネルギー生産の構成
 （GWh） 78 図 5.6 インドネシア西部運営地域における燃料別の電力エネルギー
 生産構成（GWh） 80 図 5.7 インドネシア東部運営地域における燃料別の電力エネルギー
 生産構成（GWh） 81 図 5.8 燃料別の CO2排出（インドネシア全体） 82 図 5.9 ジャワ・バリ系統での燃料別の CO2排出量 83 図 5.10 インドネシア西部運営地域の燃料別の CO2排出量 84 図 5.11 インドネシア東部運営地域の燃料別の CO2排出量 85 第 6 章 図 図 6.1 インドネシアで PLN が必要な投資額予測（IPP は含まず） 図 6.2 ジャワ・バリ系統で PLN が必要な投資額 図 6.3 インドネシア西部運営地域で PLN が必要な投資額 図 6.4 インドネシア東部運営地域で PLN が必要な投資額 図 6.5 インドネシアで必要な投資総額 PLN＋IPP 第 7 章 図 図 7.1 RUPTL 実施のリスク分布
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xiii 電力供給事業計画 2012-2021
 表リスト 第 1 章 表 表 1.1 RUTPL 策定の責任分担 6 第 3 章 表 表 3.1 PLN の総電力販売量（TWh） 21 表 3.2 利用者数の推移（単位：1000 件） 22 表 3.3 電化率の推移（％） 22 表 3.4 ジャワ・バリ系統の 2006－2010 年の最大需要の推移 23 表 3.5 インドネシア西部・東部運営地域における 2011 年の
 発電所設備能力（MW） 24 表 3.6 2011 年のインドネシア西部・東部地域における
 発電所の借り受け状況（MW） 25 表 3.7 2011 年のジャワ・バリ系統における発電所の設備容量 26 表 3.8 インドネシア西部・東部運営地域における
 変電所変圧器容量の推移（MVA） 26 表 3.9 インドネシア西部・東部運営地域における送電線の推移（Kms ） 27 表 3.10 ジャワ・バリの変電所変圧器能力の推移 27 表 3.11 ジャワ・バリの送電線の推移 28 表 3.12 発電容量と IBT 変圧器の容量 28 表 3.13 配電損失率（％） 29 表 3.14 PLN の SAIDI と SAIFI 29 第 4 章 表 表 4.1 ジャワ・バリの PLN 発電所向けガス供給量予測 36 表 4.2 ジャワ・バリ以外の PLN 発電所向けガス供給量予測 38 表 4.3 水力発電開発のためのマスター・プランに基づく
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 第 1 章
 はじめに
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2
 1.1 背景 インドネシア電力株式会社（PT PLN、以下PLN）は電力会社として、長期にわたって準
 備を要するプロジェクトの計画と実行を手掛けており、そのためには当然のことながら、
 電力システム開発の長期計画が必要である 1
 。このように電力プロジェクトには長期の準備
 期間を要することを踏まえ、PLNでは長期的、つまり 10 年間の電力開発計画が必要とされ
 ている。
 長期的な電力システム開発計画の必要性は、効率的な投資計画を策定したいというPLNの
 要請によるものである。つまり、適切な計画に基づいていない電力プロジェクトを行わな
 いためである。長期的な有用性を視野に入れて 2
 、電力事業への投資を決定することが重要
 である。この目的のために、PLNは今後 10 年間の計画書を策定した。これがすなわち「電
 力供給事業計画（RUPTL）」である。
 RUPTL は、PLN の今後 10 年間の電力系統を開発するための最良の指針であり、政策と一
 定の計画基準に基づき、目標を達成するために策定された。こうして、企業の投資効率を
 損なう恐れのある RUPTL 以外の電力プロジェクトを回避することが可能になる。 RUPTL を備えるという PLN 内部からの要請のほかに、この計画書はまた、PLN が電力部
 門に関する現行の法規制を遵守するために策定された。RUPTL2012-2021 年の策定は、電
 力供給の事業活動に関する政令 2012 年第 14 号による指示と、PLN や独立系発電事業者
 （IPP）が手掛けるいくつかの発電所プロジェクト、特に地熱発電所と水力発電所、石炭火
 力発電所の進行が遅れているため、RUPTL2011-2020 の改正が必要となったことを受けた
 ものである。 続いて、2009 年第 30 号法律によって、州政府（および県・市政府）に対して地方電力総
 合計画（以下 RUKD）が義務付けられたことを受け、RUPTL2012-2021 では州ごとの電
 力システム計画が盛り込まれた。しかしながら割り当てられた資源を最大限に活用するた
 めに、計画の最適化プロセスは、相互連結に基づく既存の電力系統ごとに行なわれた。上
 記の州ごとの RUPTL は、PLN が各州でどのような計画を持っているのかを参照するのに
 有用であろう。 この RUPTL では、PLN 自身が実施を確約した発電プロジェクトと、民間部門から IPP と
 して実施を確約したプロジェクトが盛り込まれている。いまだに確約されていない発電容
 1 例えば、1,000MW 級の石炭火力発電所を実現するためには、初期計画段階から運営まで 8～9 年の期間
 が必要である。 2 石炭火力発電所は、25 年から 30 年間にわたって商業稼動ができるよう期待されている。
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3
 量の増強分については、PLN にも IPP にも割り当てられていないプロジェクトということ
 にする。 送電と配電プロジェクトは基本的に、PLN が手掛ける。しかし、IPP の発電所の最も近い
 ネットワークに接続するいくつかの送電区間については、特別に IPP の開発業者が建設す
 ることもあり得る。 現行の規定に応じて、RUPTL は常に、電力システム開発計画の策定の基礎となる重要な指
 標の変更に合わせた見直しが行なわれる。このように RUPTL では、常に最新の開発計画
 が提示され、電力プロジェクトの実施における指針となる。 1.2 法的根拠 １． 電力に関する法律 2009 年第 30 号 ２． 電力供給の事業活動に関する政令 2012 年第 14 号、特に以下の条項
 （１）第 8 条は、公共の利益のための電力供給事業は、電力総合計画と電力供給事業
 計画に基づき実施される、と規定。 （２）第 14 条 1 項は、電力供給事業計画は、電力総合計画に基づき策定される、と規
 定。 ３．国家電力総合計画に関する 2008 年 11 月 13 日付エネルギー鉱物資源大臣決定
 2682K/21/MEN/2008 号 1.3 企業ビジョンとミッション PLN の定款 2008 年第 3 条では、PLN の目的と事業分野について、公共の利益のために量、
 質ともに適切、かつ最大限に利益を上げる電力供給事業、および株式会社の原則を採用し
 ながら、開発を支える電力分野での政府の責務を全うすること、と定めている。 上記の PLN の事業目的と事業分野に基づき、PLN は以下のようなビジョンを掲げる。 「人類の可能性に挑戦し、世界級の発展を続ける最良かつ信頼性の高い企業」 このビジョンのほかに、PLN は現在、世界一流の企業に変貌を遂げ、補助金がなくても収
 益力があり、環境にやさしく、利用者に愛される企業になる、という理想を掲げている。 電力需要を満たすという政府の使命を遂行し、上記の企業ビジョンを遂行するために、PLNは次の事項を実行する。
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 ・顧客や企業メンバー、株主の満足度を志向した電力事業、およびその他の関連事業の実
 施 ・電力を社会生活の質向上につなげる媒体とすること ・電力を経済活動の促進役とするための努力 ・環境を視野に入れた活動 1.4 RUPTL の目的と策定のターゲット RUPTL 策定の目的は基本的に、事業地域における電力需要をより効率的、かつ計画的に満
 たすため、PLN の電力インフラ開発の指針と説明を提示することである。それにより、計
 画段階からの非効率性を避けることが狙いである。 RUPTL のターゲットは、今後 10 年にわたって全国レベルで電力エネルギーの需要を満た
 し、計画段階から電気系統の効率性と業績を向上させることである。主に以下の範囲に及
 ぶ。 ・いくつかの地域で生じている電力供給不足の解消 ・最小限のコストで、信頼性レベルを向上させ 3
 と 、各年の発電容量と電力の需要を満たすこ
 ・より適切な電源構成により、生産基本費用を縮小する。石油燃料の使用を削減し、2021年には電気エネルギー生産全体における石油燃料発電の割合を 1％以下にまで縮小する
 ことを目指す ・新・再生可能エネルギー、特に政府のプログラムに基づく地熱の利用。また水力などの
 その他の再生可能エネルギーも利用する。 ・国家電力総合計画（RUKN）に示された電化率の達成 ・電力の信頼性と質のさらなる向上 ・送電および配電網における損失率の改善達成 1.5 RUPTL の策定プロセスと責任 RUPTL2012-2021 の策定プロセスは、以下のとおりである。 ・国家電力総合計画（RUKN）2008-2027 と 2012-2031 草案を配慮事項として活用した。
 特に、電力計画や発電所における一次エネルギーの利用、環境保護策、設備予備率の向
 上に関する政策、経済成長予測、および電力需要予測に関する政策である。 ・PLN 本社が、RUKN とその他の政策、ますます大きくなる地熱発電所の開発などを考慮
 し、方針と前提条件を設定した。
 3 信頼性のレベルは、設備予備率に反映される。
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5
 ･「計画策定フォーラム」において、上記の基本前提と前期の RUPTL の実現に対して評価
 を行った。このフォーラムでは、PLN の各事業ユニットと本社との間で、電力需要成長
 の予測を決定するための指標について討議し、合意がなされた。 ・経済成長などの基本前提を考慮しながら、需要予測と発電所計画、送電・変電所計画、
 配電計画、独立電力系統の開発計画を策定した。この策定は、各事業ユニットと本社が
 それぞれの責任に応じて行った。需要予測と変電所計画および配電計画については PLN配電／支社が、送電計画は PLN 送電・需要管理センター（P3B）と送電設備を保有する
 PLN 支社がそれぞれ作成した。相互連結系統の大規模な発電計画については PLN 本社
 が作成した。 ・PLN支社／配電が作成した需要予測は、適切なモデルを作成するために、電力販売履歴、
 経済成長、接続力、利用者数を使った計量経済学の回帰モデルを用いて策定された。続
 いて、経済と人口の成長予測に配慮して、有効モデルを作成した 4
 ・PLNの各事業ユニットおよび本社が参加するワークショップが年 1回以上の会合を開き、
 それぞれの事業ユニットが作成した需要予測、容量バランス、変電所計画、送電計画、
 独立系統の発電計画について検証し、合意した。この「計画策定ワークショップ」では
 また、PLNおよびIPPによる発電所プロジェクトの商業稼働日（COD）
 。
 5
 ・PLN のすべての事業ユニットから上がってきた系統ごとの計画をとりまとめ、RUPTLの草案とし、PLN 本社にてエネルギー鉱物資源大臣の承認を得るために提出した。この
 RUPTL は今後、長期 5 ヵ年計画（RJPP）の参考となり、同時に PLN の作業計画と会
 社予算（RKAP）における年間投資を決定するための指針となる。
 のスケジュール
 や、LNG／CNGの供給予測、短期的な電力不足を解消するための発電所借り受けプログ
 ラムについて検証を行った。
 RUPTL の策定プロセスを図 1.1 に示す。
 図 1.1 RUPTL の策定プロセス
 4 今回の RUPTL2012-2021 では特に、需要予測についてはトップダウン方式で実施した。PLT が政府の
 ために用意したサービス・レベル合意書（SLA）2012-2016 草案に対応したためである。 5 COD または商業稼働日とは、電力プロジェクトが商業的に稼動した日のことである。
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6
 需要予測のワークショップでは、PLN本社とPLN配電／支社が各地域の需要予測を行うた
 めの前提条件を審議し、合意した。その後、需要予測を統合したが、これはまだ空間的 6
 に
 作成されたものではない。この需要予測ワークショップの作業結果を各PLN配電／支社が
 持ち帰り、容量バランスあるいは需要予測の具体化を空間的に策定し、各変電所の負荷増
 加分を予測し、変電器の増設や変電所の新設計画を策定した。その期限は 2 カ月とされた。
 これと並行して、PLN 本社は PLN P3B／支社とともに、相互接続系統と高圧送電の発電
 開発計画を策定した。 RUPTL 策定の責任分担を表 1.1 に示す。
 表 1.1 RUTPL 策定の責任分担
 主要活動 P3B 発電・送電 支社 発電 配電 本社
 一般方針と前提条件 U U U U U E
 需要予測 E E P
 発電計画 S S S S P, E*)
 送電計画 E E E P
 配電計画 E E P
 変電所計画 E E E E P
 独立系統発電計画
 統合 E
 注） E: 執行者；P: 育成者；U:使用者；S:支持者 *）大規模システム向け 1.6 事業の範囲と地域 PLN の電力供給に関する事業認可は、2011 年 9 月 30 日付のエネルギー鉱物資源大臣決定
 書 No.634-12/20/600.3/2011 にて決定された。同決定書において、PLN の事業地域はイン
 ドネシア共和国の全地域とされた。ただし、政府が定めた、国有企業や地方政府所有企業、
 民間企業、協同組合の事業地域は除外される。 RUPTL2012-2021 の範囲は、上記のエネルギー鉱物資源大臣決定書に定められた PLN の
 全事業地域となる。つまり、PT Pelayanan Listrik Nasional Batam（バタム国家電力サー
 6 空間的需要予測とは、地域の電力需要の増加率がどのようになるのかを示すものである。
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 ビス）と PT Playanan Listrik Nasional Trakan（タラカン国家電力サービス）の両社は
 PLN の子会社ではあるものの、事業地域には含まれない。 PLN の組織に合わせて、PLN の事業運営地域は 3 地域に分割されている。つまりインドネ
 シア西部地域、インドネシア東部地域、およびジャワ・バリである。このため RUPTL で
 は、上記の３つの事業運営地域の系統ごとに開発計画を説明している。そのほか RUPTLでは、州ごとのシステム開発計画も記載した。 現時点における PLN の事業地域に関する説明は、以下のとおりである。 インドネシア西部運営地域 インドネシア西部運営地域は、スマトラおよび西カリマンタン州から成る。 スマトラ スマトラ島とリアウ諸島、バンカ、ベリトン、ニアスなどの周辺諸島でサービスを提供す
 るのは、PLN アチェ支社、PLN 北スマトラ支社、PLN 西スマトラ支社、PLN リアウ・リ
 アウ諸島支社、PLN 南スマトラ・ジャンビ・ベンクル支社、PLN ランプン配電所、PLNバンカ･ブリトゥン支社、PLN スマトラ送電・需要管理センター。 スマトラ島の発電所は基本的に、PLN 北部スマトラ発電部門と PLN 南部スマトラ発電部
 門が管理している。例外は、PLN の各支社が遠隔地で運営する数カ所の小規模発電所であ
 る。バタム島では、PLN の子会社である PT Pelayanan Listrik Nasional Batam が事業を
 行っているため、PLN の RUPTL には盛り込まれていない。 西カリマンタン 西カリマンタン州では、PLN 西カリマンタン支社がサービスを提供している。 インドネシア東部運営地域 インドネシア東部運営地域は、西カリマンタン州を除くカリマンタン、スラウェシ、マル
 ク諸島、北マルク、パプア、ヌサトゥンガラから成る。タラカン島は PLN の子会社である
 PT Pelayanan Listrik Nasional Tarakan の事業地域であるため、PLN の RUPTL には盛
 り込まれていない。 カリマンタン カリマンタン地域でインドネシア東部運営地域に相当する地域は、PLN 南・中カリマンタ
 ン支社と PLN 東カリマンタン支社がサービスを提供する。
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 スラウェシ スラウェシ地域では、PLN 北・中スラウェシ・ゴロンタロ支社と PLN 南・南東・西スラ
 ウェシ支社がサービスを提供する。 ヌサトゥンガラ ヌサトゥンガラ諸島での電力サービスは、PLN 西ヌサトゥンガラと PLN 東ヌサトゥンガ
 ラの各支社が提供している。 マルク、北マルクおよびパプア マルク州と北マルクは PLN マルク＆北マルク支社が、パプア州と西パプア州では、PLNパプア支社がサービスを提供している。 ジャワ・バリ運営地域 ジャワ・バリ事業地域では、PLN 西ジャワ・バンテン配電、PLN ジャカルタラヤ＆タンゲ
 ラン配電、PLN 中部ジャワ＆ジョグジャカルタ特別州配電、PLN 東ジャワ配電、PLN バ
 リ配電がサービスを提供している。この地域にはまた、発電所の運営とメンテナンスのユ
 ニットがあり、これらは、PLN タンジュンジャティ B 発電所、PLN ロンタル発電所、PLNジャワ・バリ発電所である。その他に、PLN ジャワ・バリ送電・電力需要管理センターと、
 PLN の子会社で発電事業を行う PT Indonesia Power と民間の発電所数カ所がある。 PLN の事業地域を図 1.2 に示す。
 図 1.2 PLN の事業地域図
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 1.7 RUPTL の編集構成 RUPTL は、以下に示した構成に沿って編纂された。第Ⅰ章では、背景、法的根拠、企業の
 ビジョンとミッション、目的とターゲット、本書の構成について述べている。第Ⅱ章では、
 システム開発政策を含む設備開発の総合的な政策について解説する。第Ⅲ章では現在の電
 気事業について説明する。第Ⅳ章は、一次エネルギーの供給について述べる。第Ⅴ章では、
 計画の基準と方針、前提条件、電力需要予測、発電所と送電・配電の開発計画、エネルギ
 ー・バランス、燃料需要に関する電力供給計画について述べる。第Ⅵ章では、必要な投資
 について解説する。第Ⅶ章は、危険性の分析とその対応策についてである。第Ⅷ章で結論
 を述べる。 続いて、系統ごとの開発計画を添付資料として掲載し、州ごと、電力系統ごとに解説する。
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 第 2 章
 設備開発の基本方針
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 RUPTL2012-2021 における電力設備の開発計画は、RUKN2008-2027 と RUKN2012-2031草案、および販売成長や電源開発、送電・配電開発の計画に対する企業方針をふまえて策
 定された。第Ⅱ章では、これらの企業方針について説明する。 2.1 電力需要の増加に対応するための電力供給方針 2010 年 7 月 27 日にマタラムにおいて、インドネシア共和国大統領と PLN の会合が国会議
 員の参加の下で行われ、PLN はこの会合の場で停電がない状態を維持するよう要請を受け
 た。この方針にのっとり、PLN は短期的にも長期的にも継続的にインドネシア全域に十分
 な電力を供給するという使命を担うこととなった。このため PLN には、インドネシア全域
 に必要な電力を供給するという基本的な目的がある。 発電プロジェクトがまだすべて完工していないために、短期的にはPLNの発電容量にはま
 だ限界がある。この期間、PLNは暫定的な解決方法として、発電所の借り受けにより電力
 需要に応え続ける予定である。その後、発電容量や送電の増強が完了し 7
 、設備予備率が向
 上すれば、既存の発電所を最大限に利用することで販売も伸びるだろう。
 この RUPTL は、RUKN2008-2027 とエネルギー鉱物資源省が 2012 年に改訂した
 RUKN2012-2031 草案における電力需要予測に基づいて策定されている。 RUPTL の策定はまた、毎年増え続ける新規の家庭用電力消費者にアクセスし、待機リスト
 に入っている利用者へのサービスを通じて、電化率の向上を大幅に加速することも目的と
 する。RUPTL はまた、鉱物と石炭鉱業に関する法律 2009 年第 4 号の執行により、特定の
 地域で電力需要が高まっている点も考慮に入れている。 また、RUPTL2012-2021 のその他の方針として、需要予測の中では需要管理（DSM）プロ
 グラムとエネルギー効率化プログラムの影響を算入しない。この方針は、より安全な発電
 計画を策定するためと、上記の２つのプログラムは効果が表れるまでに長い時間を要する
 ことが理由である。 この RUPTL での電力需要増加率は、かなり高めに計画されているため、インドネシア経
 済開発加速拡大マスター・プラン（MP3EI）で計画されている各回廊の経済成長を十分に
 支援することができると予想される。
 7 第１、２次の発電所加速化プロジェクト、PLNおよびその他 IPP の発電所プロジェクト
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 2.2 発電容量の開発方針 発電容量の開発は、計画されている需要の増加分を満たすために進められ、いくつかの特
 定地域では電力供給不足の解消が優先される。発電容量の開発はまた、各地のエネルギー
 資源、特に再生可能エネルギーの利用を優先し、供給の信頼性を望ましい水準に引き上げ
 ることを目的としている。 発電容量の開発は、電力産業の信頼性を高いレベルで維持しながら最小のコストで電力を
 供給することを原則として、最大限に実施されなければならない。最小コストによる電力
 供給は、投資費用、燃料費用、運営費用、保守費用、提供されないエネルギーの費用 8など
 から成るすべての電力供給コストの純現在価格を最小化することで実現する。発電システ
 ムの信頼レベルは、停電確率（LOLP）と設備予備率 9
 で測定する。借り受け発電や余剰電
 力については、長期的な発電開発計画の策定段階では考慮に入れていないが、短期的には
 危機的状況を解消するための方法として算入している。
 しかしながら、より多くの再生可能エネルギーを開発し、その利用を増やすという政府の
 政策に沿って、地熱や水力についてはコスト最小化の条件を適用せずに、固定プラントと
 して扱われる 10
 一次エネルギーの主要産出地でありながら、長期にわたり電力供給が不足しているいくつ
 かの地域、つまりスマトラとカリマンタンでは、PLNは高い設備予備率の計画を認める方
 針である。この方針は、スマトラとカリマンタンでの発電プロジェクトがしばしば遅れて
 いること、既存の発電所の出力低下がかなり大きいこと、供給に比べて電力需要が急速に
 増加する可能性が確実になっていること、を考慮した上で決定された
 。ただし、地熱および水力の発電所計画では引き続き、需給バランスと過
 剰予備力、開発業者の準備状況に配慮する。
 11
 。
 予備率が非常に高く、供給過剰が発生している特定の電力系統の対策として、PLN は毎年、
 発電所プロジェクトの進行状況を監視している。発電所プロジェクトの物理的な進行が順
 調であれば、PLN は一定の緩和を行うことでバランスを取る。この緩和策の例としては、
 販売と供給が均衡するように積極的な販売政策を取ることや、その他の電力系統の相互接
 続を強化し、電力交換を行うこと、後継の発電所プロジェクトのスケジュールを延期する
 こと、などが挙げられる。
 8 提供されないエネルギー経費とは、停電により消費されなかった kWhごとの目的関数にかかわる経済的
 損失価値のこと。 9 停電確率と予備率については第Ⅳ章で論じる。 10 固定プラントとは、経済的な最適化のプロセスを経ずに、特定の時期に直接計画される発電所候補のこ
 とである。 11 PLN では、長い間停電に見舞われている地域の電力需要については、需要が抑えられている状態のた
 め、過去の履歴に基づいた回帰法だけでは予測はできないと確信している。
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 発電所建設地の選定は、対象地の一次エネルギー資源の備蓄や、一次エネルギー供給の容
 易さ、消費中心地との距離、域内バランスの原則、望ましい送電網の地形学、送電系統で
 の障害 12、技術的障害、環境や社会 13
 などの点に配慮して行われる。
 石油を燃料とする発電所はもはや、最大需要の対応用としては計画されない。PLN は今後、
 ガス（LNG、ミニ LNG、CNG）で稼動する発電所のみを最大需要用に計画する。可能で
 あれば、揚水式システムなどの水力発電や、貯水池を利用した水力発電を優先する。 ガス・パイプで燃料が供給されるガス火力発電所プロジェクトは、ガスの供給が確実にな
 った場合にのみ計画される。 ガスが供給されなかった場合、中位の需要を担うガス火力発電所は計画されないことにな
 る。その結果、ベース需要のための発電所である石炭火力発電所の一部が、負荷率の比較
 的低い中位の需要を担う発電所として稼働する。ただしこの機能のために、石炭火力発電
 所は、ランプレート 14
 が高いガス発電所などの他の種類の発電所から支援を受ける必要が
 ある。
 小規模な石炭火力発電所と石炭ガス化発電所の開発は、グリッドの延伸が短期的には見込
 めない独立した小規模系統において、既存の石油燃料発電所を代替するプログラムの一環
 となる。 ジャワ・バリ電力系統についてPLNは、より効率性が高く、CO2 の排出量も少ない超臨界
 ボイラー技術 15
 による 1,000MW級の石炭火力発電所を計画している。この規模の発電所を
 採用したのは、経済的なスケールを利用することや、ジャワ島では大規模発電所を建設す
 るための用地の収用がますます困難になっていることがその動機である。その他にも、ジ
 ャワ・バリ系統は 1,000MW級の発電所に適応するほど規模が大きくなっていることを考慮
 して採用された。
 発電所建設地の選定は一般的に、域内バランスの原則に即して行われる。域内バランスと
 は、特定の地域の電力需要の大部分をその該当地域にある発電所でカバーし、相互接続の
 ネットワークを経た他地域からの送電力に多くを依存しないということである。この原則
 12 過負荷や低電圧、高すぎる短絡電流、不安定など。 13 特に土壌の状態や水深測量、森林保護、住宅地が挙げられる。 14 ランプレートとは出力変更時の発電能力のことで、分単位の％や MW で示される。 15 超臨界ボイラー技術の火力発電所は、商業的に生産可能となるクリーン石炭技術（CCT）の一種である。
 つまり新たな石炭ガス化複合発電（IGCC）で、2024 年以降に商業生産が可能と予測される。
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 により、送電の必要性も少なくなる。 しかしながら、この地域バランスの方針は、PLNにとって特定地域での発電所開発や、送
 電網を通じた需要中心地への送電を妨げるものではなく、技術的かつ経済的に適切な場合
 は実施される。このことは、南スマトラで大規模に開発が行われている炭鉱口火力発電所
 の計画にも反映されており、同発電所の電力の大部分は高圧直流送電線（HVDC）16
 を通じ
 てジャワ島へと送られる。同様のことはスマトラ系統でも行われる。同系統のスマトラ南
 部地域ではエネルギー資源（石炭、地熱、ガス）が豊富であるため、石炭火力発電所や地
 熱発電所の開発が数多く計画され、その大部分の電力が超高圧送電系統を通じてスマトラ
 北部地域に送電される予定である。
 RUPTL で計画された発電プロジェクトの所有形態は、PLN の資金力に応じて決まる。電
 力部門での投資必要額が巨額に上ることを考慮すると、新たな発電所のすべてを PLN が単
 独で建設することは不可能である。そのため一部の発電所プロジェクトについては、民間
 が独立系電力事業者（IPP）として実施する予定である。 以下は、電力プロジェクトのオーナーシップの配分に関する PLN の方針である。 ‐PLN の発電所プロジェクトは、PLN が貸手からすでに資金を得ている場合や、すでに
 EPC 契約が締結されている／EPC 入札の落札者を指名している、政府から発電所プロジ
 ェクトの実施が指示されている場合である。 －IPP の発電所プロジェクトは、PLN がすでに電力売買契約／基本合意書に署名している、
 IPP により実施されるプロジェクトであることをすでに政府に提案している、または民間
 開発業者が政府からすでに電力供給事業認可（IUPTL）を取得している場合に計画され
 る。 －PLN のプロジェクトにも IPP のプロジェクトにもまだ計画されていない発電プロジェク
 トは、「未割当」のプロジェクトに分類される。 ‐地熱発電所：一般的には地熱分野での法規定に即して、該当地域の地方政府による入札
 を通じて鉱区（WKP）を取得した民間が、トータル・プロジェクトとして 17開発を進め
 ることが推奨される。一方、旧規定に基づきプルタミナが鉱区（WKP）を所有している
 場合は、プルタミナとPLNが共同で地熱発電所を開発する 18
 16 スマトラ～ジャワ間の相互接続プロジェクトは、スマトラ域内の電力需要が十分に満たされたことを条
 件に実施される。
 。インドネシア東部地域の
 いくつかの地域では、PLNが地熱発電の鉱区を所有しており、全面的にPLNのプロジェ
 クトとして進める。
 17 トータル・プロジェクトとは、川上・川下部門は開発業者が行い、PLNは電力売買契約により電力を
 購入するプロジェクトのこと。 18 つまり、プルタミナが川上部門の開発を行い、PLNが発電所を建設する。またはプルタミナがトータ
 ル・プロジェクトとして地熱発電所の開発を行い、PLN は電力を購入する。
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 2.3 送電開発の方針 送電網の開発は一般的に、一定の信頼基準を維持しながら、川上における発電容量と川下
 での需要力のバランスを効率的に達成することを目指している。そのほか送電網の開発で
 は、送電障害を解消し、提供する電圧と運営の柔軟性を向上させることも目指している。 送電プロジェクトは基本的にPLNが実施するが、例外として、電力売買契約に基づきIPPが所有する発電所に関する送電のいくつかは、IPP開発業者によって実施される。しかし、
 BLT19
 のような特定の事業スキームでは、送電プロジェクトを民間が実施する選択肢も開か
 れている。この選択肢は、PLNの投資資金力の限界と、民間企業が認可や用地収用でより
 柔軟に行う可能性がある場合、を考慮して開放される。
 一次エネルギー資源が豊富な地域から、一次エネルギー資源が不足している地域へ送電す
 る、という発電所の開発方針に歩調を合わせて、急速な成長を遂げているスマトラ系統で
 は現在、広域という地理的状況を考慮した主要相互接続網（バックボーン）が必要になっ
 ている。この方針を反映して RUPTL では、初期段階として西スマトラ回廊の 275kV 交流
 を、必要時に東スマトラ回廊の 500kV 交流に相互接続するネットワークの開発が計画され
 ている。 海峡を挟んだ遠距離間の 2地点を結ぶ大容量の相互接続開発では、高圧直流送電線（HVDC）
 の送電技術が必要となる。HVDCの送電圧の選択についてPLNは、他国で多く利用されて
 いる電圧、つまり 500kV直流と 250kV直流を採用する方針である 20
 。
 その他の主な方針は、今後 10 年間の需要の伸びを考慮に入れて、送電システムを開発する
 ことである。 首都に供給する送電網は、供給の信頼性を高めるために、運営分離形式のサブ・システム
 間のループ状を計画している。 N-1 基準を満たさない送電網に対しては、再構成と送電量の増大を行う。
 19 BLT スキームとは、用地の収用や ROW 認可も含めて民間が送電の建設と資金調達を行い、PLN が運
 営し、賃料を合意した金額に基づき支払う。一定期間の終了後に資産が譲渡され、PLN の所有となる。 20 国際的および国内の電圧基準を備えている高圧交流送電線（HVAC）と違い、高圧直流送電線（HVDC）には電圧基準がない。HVDC は、今後送電される発電力と、国際的に広く利用されている海底ケーブルに
 適合するものが選択される。例えば、500kVDC（インド、カナダ）や 250kVDC（日本、スウェーデン）
 である。
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 石油燃料のディーゼル発電所が使われている独立系統に接続するために、経済・技術的な
 側面を考慮しながら、既存グリッドからの送電網を拡張する。 変電所建設地の選定は、高圧送電系統設備の建設費用や土地収用費用、中圧配電系統設備
 の建設の各種費用の経済性を考慮に入れ、配電系統の管理ユニットや送電系統の管理ユニ
 ットと合意しなければならない。 送電塔の種類や、使用する柱、電線の種類（架空送電線、地中送電線、海底電線）、補助設
 備（遮断器、測定器、保安器具）などの技術の選定は、長期的な経済性や、インドネシア
 国家規格（SNI）や SPLN、現行の国際規格などにより、よりよいサービス品質水準に達す
 るかどうかを考慮して決定する。 送電開発に関するより詳細な方針は以下のとおり。 a. 変電所 1 カ所に設置される変圧器の数は、土地の広さや送電能力、変電所が持ち得る負
 荷シェディングによって制約を受ける。この条件では 1 カ所当たり変圧器 3 台以上とな
 る。隣接する変電所がこの制限により負荷の増加分を満たせない場合、新たな変電所が
 必要となる。 b. 変電所の新設はまた、中圧送電網の両端の電圧を適切にするために行われる。 c. 変圧器（TT/TM）は基本的に、60MVA 以内の容量で計画される。 d. 高圧変電所の IBT 変圧器（500/150kV 、275/150kV）は、変電所 1 カ所につき 4 台ま
 で設置できる。分離運用形式で、2 台をサブ・システムごとに設置する。 e. GIS 式高圧変電所 1 カ所につき IBT 変圧器 1 相の予備と、各州ごとに従来型の GIS 式高
 圧変電所用に 1 相の予備を用意しなければならない。 f. 長期的に電力需要の伸びが低いことが予測される地域の電化については、ミニマム設計
 の変電所を設置する。 高圧送電網が提供されていない各地の諸県において、サービスを向上させ、益々増大する
 電力需要に対処するために、今回の RUPTL ではいくつかの県に新規の変電所を建設する
 計画を盛り込んだ。この新規変電所の計画は、技術面および経済面で適性があるかどうか
 を考慮する。 2.4 配電開発の方針 配電システムに対する開発と投資は一般的に、以下の 4 点に集約される。つまり、提供電
 圧の改善、平均停電頻度と平均停電持続時間（SAIFI/SAIDI）の改善、配電損失の低減、
 および老朽化したネットワークの改善、である。これに続き、需要増に対応したサービス
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 とインフラ改善のために、配電網の拡大に向けての投資を進める。 電柱の種類（コンクリート、鉄鋼、あるいは木材）、電線の種類（架空送電線、地中送電線）、
 配電網システム（放射状、ループ状、紡錘状）、補助器具（遮断器を使用するか否か）、大
 口顧客に対する 70kV での配電、などの技術的な選択は、長期的な経済性や顧客サービスの
 向上につながるかどうかを分析、考慮した上で、事業体の経営陣が決定するが、現行のイ
 ンドネシア国家規格（SNI）や SPLN の性能を備えていなければならない。 2.5 村落部電力開発の方針 村落部での電力開発は、国家予算からの資金拠出により村落の電化を進めるために、政府
 が PLN に指示したものである。まずは、まだ電化率が低い州を優先する。電力総局（DJK）
 と PLN は、エネルギー鉱物資源省の 2010－2014 年中期開発計画（RPJM）に即して、村
 落部の電力開発について、2014 年までに電化率を 80％、電化村落を 98.9％に引き上げる
 方針を掲げている。その内容は以下の通り。 ・ 国家予算による新規の変電所や変電所の変圧器拡張プロジェクトからの送電を補助す
 るための配電網の敷設 ・ 国家予算による小規模火力発電所とマイクロ水力発電所からの送電を補助するための
 配電網の敷設 ・ PLN予算による小規模火力発電所からの送電を補助するための配電網の敷設。ただし、
 この配電網の PLN 予算（APLN）はまだ準備されていない。 ・ まだ電化されていない新旧の村落、特に遠隔地や国境付近の村落の電化。 ・ 中電圧網の信頼性改善のために負荷開閉器の設置や、系統開発のために 14 メートル電
 柱、240 ㎜ 2 のコンダクターを使用することも考えられる。 ・ PLNの送電系統に接続するハイブリッド式の太陽光発電所と風力発電所 21
 ・ 漁村や遠隔地を対象に安価な電力・節電プログラムを実施し、電化率向上を加速化する。
 の設置も考
 えられる。
 2.6 新エネルギー、再生可能エネルギーの開発方針 PLN に対して政府が再生可能エネルギーと石炭、ガスを利用した発電所開発の加速化を指
 示した大統領令 2010 年第 4 号、およびエネルギー鉱物資源大臣規定 2010 年第 2 号、同改
 正例 2010 年第 15 号、同改正令 2012 年第 1 号が意図するように、新エネルギーと再生可
 能エネルギーを最大限に利用する政策が打ち出されている。この方針に沿って PLN は、地
 熱と水力の開発を優先的に進める。この２つの新エネルギーは、準備ができればいつでも
 21 PLTS:太陽光発電所、PLTB:風力発電所
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 電力系統に組み入れられるが、需要上の必要性やその他の発電所計画にも配慮しなくては
 ならない。 この方針は、特定の目標を持つことで需要主導 22の原則を考慮することなく、ひとつの水
 力発電所プロジェクトを計画する裁量をPLNに与えるものである。しかしこれは、非常に
 限定的かつ選択的に実施される。この文脈においてPLNは、50MW容量 23
 のバリエム水力
 発電所を計画し、これまで全く電気がなかった山間部中腹にある高地の 7 県に新たに電力
 を供給する。このプロジェクトは、これら地域の天然資源を管理することで経済活動を促
 進することが期待されており、パプア・マルク回廊での経済開発加速化・拡充マスター・
 プラン（MP3EI)の目的にも適っている。
 これらの方針に基づき、PLN は RUPTL の中で、大規模な地熱発電所と小・中・大規模の
 水力発電所、各地での太陽光発電や風力、バイオマス、バイオ燃料、ガス化石炭（新エネ
 ルギー）による小規模な再生エネルギー発電の開発を計画している。そのほかにも、太陽
 熱発電や海流、海洋温度差発電（OTEC）、燃料電池の研究・開発も推進する。 特に太陽光発電については、大規模な集中式太陽光発電システムを開発する方針で、送電
 系統から離れた遠隔地や国境付近の島嶼部、さらに遠い島嶼部、特に東インドネシアの諸
 島部の電化を目指す。このような再生可能エネルギーの利用は経済性を常に求めるわけで
 はなく、遠隔地の住民に対して、より早期に電力へアクセスする機会を与えたいというPLNの熱意によるものである。集中式太陽光発電システムの場所は、現地までの燃料輸送費用
 などの技術・経済的な要因を検討した後に選定され、既存のディーゼル発電とのハイブリ
 ッド式太陽光発電を稼動させ、石油燃料の使用を削減する。このほかにもPLNは、現地で
 供給可能な一次エネルギー／再生可能エネルギーの代替と、現地で可能なサービスの提供
 レベル 24
 にも配慮する。
 2.7 気候変動の軽減に関する方針 PLN のミッションである「環境を視野に入れた活動」と、温室効果ガスの排出を削減する
 国家的な合意に即して、PLN はすべての電力活動から温室効果ガスの排出削減に向けて努
 力する。 気候変動の軽減に対する PLN の方針は以下のとおりである。
 22 需要主導とは十分な電力需要を保証することを条件として、適切な発電所プロジェクトを計画する方法
 である。 23 100MW にまで増強可能。 24 1 日のうちの点灯時間のこと。
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 １．再生可能エネルギー開発を優先 PLNは、準備ができればいつでも電力系統に組み入れるための水力発電所と地熱発電
 所を最大限に活用する 25
 。これは、地熱発電所と水力発電所の経済価値が、発電所候
 補の選定プロセスにおいては主要因とはならないことを意味する。この方針の結果、
 PLNでは投資費用が増加するため、カーボン資金調達による奨励金の利用がPLNにと
 って重要となる。
 PLN はすでに、気候変動枠組条約（UNFCCC）のスキームの内外で、カーボン・クレ
 ジットの収益を得るプロジェクトを開発した経験がある。そのため、気候変動の軽減
 に関して PLN は、低炭素プロジェクト、特に地熱発電所と水力発電所の経済的な適性
 を支援するためのカーボン資金調達の利用を継続する方針である。 ２．低炭素技術の導入 2021 年までの PLN の電力供給は、化石燃料、特に石炭による発電所が主流である。
 PLN は石炭の燃焼による温室効果ガスの排出がかなり大きいことを自覚しており、そ
 のために火力発電所から発生する温室効果ガスの排出を削減する努力が求められてい
 る。この件に関する PLN の方針は、ジャワ島で開発される石炭火力発電所に超臨界ボ
 イラーを導入することのみである。 ３．燃料の移行
 石油燃料の使用を削減するために、PLN は石油燃料から、ガス発電所やガス火力発電
 所、ミニ・ガス発電所（ガスエンジン）で利用するガスへの移行を計画している。燃
 料移行の歩みは、直接的に温室効果ガスの排出削減に直結する。ガスの排出要因は、
 石油燃料よりも低いためである。 ４．発電センターにおけるエネルギーの効率化
 老朽化とともに熱効率が低下した発電所は、電力生産 1 キロワット時当たりの燃料消
 費がより多くなる。PLN は発電所の熱効率を絶えず監視し、生産効率を向上させ、同
 時に温室効果ガスの排出を削減する。
 25 この方針は、需要上の必要性があることと、他の発電所計画への配慮に対する検討も同時に行う。
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 第 3 章
 現在の電力状況
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 3.1 電力販売 ここ 5 年間の電力販売量の増加率は、下記の表 3.1 に示したとおり、年平均 8.5％であった。
 表 3.1 PLN の総電力販売量（TWh） 地域 2007 2008 2009 2010 2011 平均
 インドネシア 120,0 127,6 133,1 145,7 158 成長率 (%) 7,6 6,4 9,4 10,7 8,5 8,5
 ジャワ‐バリ 95,6 100,8 104,1 113,4 120,8 % 7,4 5,4 3,3 8,9 6,5 6,3
 スマトラ 14,7 16,4 17,6 19,7 21,5 % 7,9 11,9 7,2 11,6 9,3 9,6
 カリマンタン 3,9 4,2 4,7 5,1 5,7 % 7,6 8,2 9,6 10,3 10,1 9,2
 スラウェシ 3,9 4,2 4,6 5,1 5,6 % 10,2 7,3 8,8 10,7 11,0 9,6
 マルク、パプア、ヌサトゥンガラ 1,8 2,0 2,2 2,4 2,7 % 12,3 8,3 9,9 10,7 13,0 10,8
 表 3.1 からは、ジャワ・バリでの販売量の増加率（年 6.3％）が、スマトラ、カリマンタン、
 スラウェシ、マルク、パプア、ヌサトゥンガラに比べて比較的低いことがわかる。 ジャワ・バリで 2007 年の増加率が低かった理由は、この年の発電容量に限界があり、販売
 に支障が生じたためである 26
 。その後、2008 年には世界的な金融危機が発生し、2009 年末
 まで続いたことで、2009 年の販売量の増加率はわずか 3.3％にとどまった。ジャワの増加
 率が世界的金融危機の影響から再び回復したのは 2010 年以降である。
 スマトラでの販売量の増加率はより高く、年平均 9.6％となっている。この増加率は、年平
 均 5.2％しか増えていない発電容量とのバランスを欠いている。その結果、多くの地域で
 2009 年までに慢性的な供給力危機が生じたが、2010 年の発電所の借り受けにより解消した。 カリマンタンの電力販売量の伸びは年平均 9.2％である。一方、発電容量はわずか年１％の
 増加にとどまった。このため、多くの地域で電力危機が生じ、販売にも限界があった。 スラウェシでの電力販売量の伸びは年平均 9.6％であるが、発電容量の伸びは年平均わずか
 2.7％である。このため、2009 年には特に南スラウェシで、かなり深刻な電力危機に陥った
 が、2010 年には発電所の借り受けにより解消された。 同様のことは、マルクやパプア、ヌサトゥンガラといったその他のインドネシア東部地域
 26 2006 年には新規の発電所の稼働がなかった。
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 でも生じている。 スマトラやカリマンタン、スラウェシ、インドネシア東部地域における電力販売量は、ま
 だ増加する可能性がある。供給不足や電化率の低さから、利用希望者の待機リストが膨ら
 んでいるためである。 3.1.1 利用者数 2007－2011 年の利用者数は、3720 万件から 4560 万件に増え、年平均 168 万件の増加と
 なった。最も増加が多かった部門は依然として一般家庭で、年平均 160 万件増加しており、
 続いて商業部門が同 8 万 7 千件、公共部門は同 4 万 5 千件、工業部門は同 700 件、それぞ
 れ増加した。表 3.2 は、過去 5 年間の PLN の利用者数の推移を部門別に示したものである。
 表 3.2 利用者数の推移（単位：1000 件） 利用者区分 2007 2008 2009 2010 2011
 一般家庭 34.508,1 35.835,1 36.897 39.108,5 42.348,312 商業 1.585,1 1.687,3 1.770,4 1.877,6 2.019,03
 公共 988,8 1.052,2 1.164,7 1.147,8 1.213,69 工業 46,6 46,3 47,6 48,4 50,027
 合計 37.128,6 38.620,9 39.879,7 42.182,4 45.631,059
 3.1.2 電化率 電化率は、全世帯数をすでに電化されている世帯数で除して算出する。電化率の推移は、
 全国レベルで毎年上昇を続けており、2007 年の 60.8％から 2011 年は 71.2％に達した。 同期間におけるジャワ・バリとスマトラ、カリマンタン、スラウェシ、その他地域の電化
 率を表 3.3 に示す。 表 3.3 電化率の推移（％）
 地域 2007 2008 2009 2010 2011 インドネシア 60,8 62,3 65 67,5 71,23
 ジャワ‐バリ 66,3 68 69,8 71,4 72,325 スマトラ 56,8 60,2 60,9 67,1 69,38
 カリマンタン 54,5 53,9 55,1 62,3 64,25 スラウェシ 53,6 54,1 54,4 62,7 66,63
 インドネシア東部地域 30,6 30,6 31,8 35,7 44,24
 *PLN 以外の利用者数も含む 上記の表によると、電化率の上昇は地域ごとにばらつきがある。詳細は以下のとおり、 ・スマトラ：最も電化率の伸びが高く、年平均 2.5％の上昇である。
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 ・スラウェシ：電化率の伸びは年平均 2.6％である。2010 年に借り受け発電所が導入され
 たことで、電化率が急速に高まった。 ・ジャワ・バリ：電化率は年平均 1.2％上昇している。 ・カリマンタン：2009 年以降は電化率が大きく上昇した。借り受け発電所の導入による問
 題解消によるものである。 ・インドネシア東部地域：電化率の伸びは年平均 2.7％だった。主な問題点は、発電能力の
 限界や、広範囲に及ぶ地勢状況である。 3.1.3 最大需要の増加 ジャワ・バリ系統におけるここ 5 年間の最大需要の推移を表 3.4 に示した。この表から明ら
 かなことは、負荷率の上昇傾向とともに最大需要の伸びは比較的低く、年平均 5.2％増であ
 った。これは電力販売量が年平均 8.5％増と、比較的高い伸び率であることも反映している
 （表 3.1 参照）。負荷率の改善は、最大需要時の大口顧客に対する電力消費の制限や、新規
 顧客を管理するための料金体系の多様化などの諸策によるものである 27
 。
 表 3.4 ジャワ・バリ系統の 2006－2010 年の最大需要の推移 内容 単位 2007 2008 2009 2010 2011
 発電所容量 MW 22.236 22.296 22.906 23.206 26.664 発電力 MW 20.309 20.369 21.784 21.596 23.865
 総最大需要 MW 16.840 16.892 17.835 18.756 20.439 準最大需要 MW 16.251 16.301 17.211 18.100 19.739
 成長率 % 5,6 0,3 5,6 5,2 9,05 負荷率 % 76 78,7 77,7 79,5 77,76
 ジャワ・バリ以外については、最大需要に関する過去 5 年の情報を上記のような形で提供
 することはできない。これら地域の電力系統では、最大需要が同時に発生しない、いくつ
 かのサブシステムで構成されているためである。 3.2 電源系統の状況 2011 年の設備容量は、インドネシア全体で PLN と IPP を合わせて 34,329MW であった。
 内訳は、ジャワ・バリが 26,664MW、インドネシア西部地域と東部地域で 7,665MW であ
 る。借り受け発電所は上記の数値には含まれていない。 3.2.1 インドネシア西部・東部の運営地域 27 最大需要時の制限政策は、TDL2010 の施行により撤回された。
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 インドネシア西部・東部地域に設置された発電所の設備容量は、PLNとIPPを合わせて現在
 7,611MWである。その詳細を表 3.5 に示した。この容量には、IPPによる 1,007MWが含ま
 れている。既存発電所の設備容量は 7,611MWであるが、純発電力はこの数字よりも低い。
 これは、多くのディーゼル発電所の使用年数が 10 年を超え、出力が悪化しているためであ
 る 28
 。
 表 3.5 インドネシア西部・東部運営地域における 2011 年の発電所設備能力（MW）29
 州
 PLN (MW) PLN
 合計
 IPP (MW) IPP
 合計 合計
 ディーゼル
 発電所
 ガス発
 電所
 ガス火力
 発電所
 火力発
 電所
 水力/マイク
 ロ水力発電所
 地熱発
 電所
 ディーゼル
 発電所
 ガス発
 電所
 ガス火力
 発電所
 火力発電所 水力/マイク
 ロ水力発電所
 地熱発
 電所
 アチェ 217,5 0,0 0,0 0,0 1,8 0,0 219,0 0,0 219,0
 北スマトラ 37,6 203,5 203,5 0,0 490,0 140,0 871,0 183,0 11,0 1.065,0
 西スマトラ 32,8 54,0 817,9 200,0 254,2 0,0 1.359,0 0,0 1.359,0
 リアウ 86,7 59,7 59,7 0,0 0,0 114,0 260,0 260,0
 リアウ諸島 81,6 0,0 0,0 0,0 0,0 0,0 82,0 82,0
 ベンクル 21,6 0,0 0,0 0,0 0,0 233,9 256,0 256,0
 南スマトラ 30,9 175,5 175,5 40,0 285,0 0,0 531,0 230,0 227,0 988,0
 ジャンビ 49,4 78,0 78,0 0,0 0,0 0,0 127,0 127,0
 バンカ・ベリトゥン 91,8 0,0 0,0 0,0 0,0 0,0 92,0 92,0
 ランプン 65,8 18,0 18,0 0,0 200,0 119,6 403,0 403,0
 西カリマンタン 194,8 34,0 34,0 0,0 0,0 1,6 230,0 230,0
 南カリマンタン 125,8 21,0 21,0 0,0 130,0 30,0 307,0 307,0
 中部カリマンタン 78,1 0,0 0,0 0,0 0,0 0,0 78,0 11,0 11,0 89,0
 東カリマンタン 223,9 38,4 38,4 60,0 0,0 0,0 322,0 45,0 45,0 367,0
 北スラウェシ 73,3 0,0 0,0 0,0 10,0 55,4 199,0 3,0 3,0 202,0
 ゴロンタロ 31,7 0,0 0,0 0,0 0,0 1,5 33,0 0,0 33,0
 中部スラウェシ 110,2 0,0 0,0 0,0 30,0 8,6 149,0 27,0 3,0 30,0 179,0
 南スラウェシ 72,7 122,7
 122,7 0,0 12,5 151,1 359,0 60,0 60,0 135,0 12,0 267,0 626,0
 西スラウェシ 6,5 0,0 0,0 0,0 0,0 0,0 6,0 6,0
 東南スラウェシ 89,7
 0,0 0,0 0,0 0,0 1,6 91,0 91,0
 マルク 134,6 0,0 0,0 0,0 0,0 0,0 135,0 135,0
 北マルク 62,0 0,0 0,0 0,0 0,0 0,0 62,0 62,0
 パプア 89,6 0,0 0,0 0,0 0,0 2,0 92,0 92,0
 西パプア 53,7 0,0 0,0 0,0 2,0 0,0 56,0 0,0 56,0
 西ヌサトゥンガラ 144,8 0,0 0,0 0,0 0,9 0,0 146,0 0,0 146,0
 東ヌサトゥンガラ 137,5 0,0 0,0 0,0 1,1 0,0 139,0 0,0 139,0
 合計 2.344,5 804,9 917,9 1.357,
 1.119,2 60,0 6.604,0 60,0 365,0 310,0 201,0 11,0 1.007,0 7.611,0
 インドネシア西部・東部地域における最大需要は、2011 年には 6,620MW に達した。この
 最大需要と現状の発電容量を比較すると、設備予備率を約 40％とした場合、約 2,000MW
 28 発電所の発電容量は、設備能力の約 75％と予測される。 29 出所：PLN 発電所要領については PLN 統計 2011 年、IPP については PLN財務報告 2011 年より。
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 の不足が生じると予測される。 上記の発電力不足を解消するために、インドネシア西部・東部の PLN のほぼすべての事業
 ユニットでは、民間から発電所を借り受けている。インドネシア西部・東部運営地域での
 発電所の借り受けは、表 3.6 に示したとおり、2011 年には 3,031MW に達した。 表 3.6 2011 年のインドネシア西部・東部地域における発電所の借り受け状況（MW）
 No PLN 地域 ディーゼル発電所 ガス発電所 ミニ・ガス発電所 容量 (MW)
 1 アチェ 194 194
 2 北スマトラ 12 12
 3 西スマトラ 29 29
 4 リアウ・リアウ諸島 113 113
 5 バンカ・ベリトゥン 77 77
 6 南スマトラ・ジャンビ・ベンクル 22 22
 7 南部スマトラ発電部門 135 424 51 610
 8 北部スマトラ発電部門 407 46 453
 9 西カリマンタン 235 235
 10 南・中部カリマンタン 205 205
 11 東カリマンタン 138 20 13 171
 12 南・東南・西スラウェシ 352 352
 13 北・中・ゴロンタロ・スラウェシ 184 184
 14 マルク 80 80
 15 パプア 90 90
 16 西ヌサトゥンガラ 147 147
 17 東ヌサトゥンガラ 59 59
 合計 2.477 490 64 3.031
 3.2.2 ジャワ・バリ運営地域 2011 年にジャワ・バリ地域で新たに組み入れられた発電所は、インドラマユ火力発電所ユ
 ニット 1-3（3×300MW）、スララヤ火力発電所ユニット 8（625MW）、タンジュンジャテ
 ィ B 火力発電所ユニット 3（660MW）、ペサンガラン BOT ディーゼル発電所（50MW）、
 チカラン・リストリンド・ガス発電所（150MW）で、増強された容量は合計 2,385MW だ
 った。発電所の供給力が増加したことで、ジャワ・バリ系統への供給能力は総計 26,664MWとなった。 ジャワ・バリ系統の発電所の種類別の発電容量の詳細を、表 3.7 に示す。
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 表 3.7 2011 年のジャワ・バリ系統における発電所の設備容量 30
 No
 発電所種類 PLN IPP 合計
 MW %
 1 水力発電所 2.392 150 2.542 10%
 2 火力発電所 107 3.012 137 51%
 3 ガス発電所 2.035 300 2.335 9%
 4 ガス火力発電所 6.916 0 6.916 26%
 5 地熱発電所 375 685 1.060 4%
 5 ディーゼル発電所 105 0 105 0%
 合計 22.517 4.147 26.664 100%
 3.3 送電系統の状況 3.3.1 インドネシア西部・東部運営地域の送電系統 インドネシア西部、東部の運営地域における送電系統は、この 5 年間で大きな進展をみせ
 た。特にスマトラ、カリマンタン、スラウェシの各系統では、いくつかの送電プロジェク
 トが完工した。一方、その他の東ヌサトゥンガラやマルク、パプア系統では送電網がまだ
 整備されていない。 変電所の建設は、2007-2011 年の間に年平均 6.5％の割合で増加しており、変電所の設備能
 力は 2007 年の 7,916MVA から、2011 年には 10,502MVA に増加した。 表 3.8 は、インドネシア西部・東部地域における、過去 5 年間の変電所の変圧器容量の発展
 状況を示している。 表 3.8 インドネシア西部・東部運営地域における変電所変圧器容量の推移（MVA）31
 地域
 2007 2008 2009 2010 2011
 スマトラ
 275 kV 160 160 160 160 410
 150 kV 4.474 4.804 5.170 5.920 6215
 70 kV 360 360 350 335 395
 カリマンタン
 150 kV 1.174 1.174 1.383 1.453 1.553
 70 kV 157 157 153 187 148
 スラウェシ
 150 kV 1.045 1.074 1.064 1.064 1.267
 30 出所：PT PLN 統計 2011 年 31 出所：PLN の発電容量については、PT PLT 統計 2011 年より。
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 70 kV 546 606 546 560 514
 合計 275 kV 160 160 160 160 410
 150 kV 6.693 7.052 7.617 8.437 9.035
 70 kV 1.063 1.123 1.049 1.082 1.057
 表 3.9 インドネシア西部・東部運営地域における送電線の推移（Kms）32
 地域
 2007 2008 2009 2010 2011
 スマトラ
 275 kV 781 781 1.011 1.011 1.028
 150 kV 7.739 8.423 8.221 8.224 8.439
 70 kV 334 334 334 331 332
 カリマンタン
 150 kV 1.305 1.429 1.429 1.567 1.680
 70 kV 123 123 123 123 123
 スラウェシ
 150 kV 1.839 1.957 1.957 2.304 2.988
 70 kV 505 505 519 528 528
 合計
 275 kV 781 781 1.011 1.011 1.028
 150 kV 1.0883 1.1809 11.607 12.095 13.107
 70 kV 962 962 976 982 983
 表 3.9 は、送電設備が 2007- 2011 年の間に、年平均 3.9％の割合で増加していることを示
 している。送電線の全長は 2007 年の 12,626 キロメートルから、2011 年には 15,118 キロ
 メートルに伸長した。 3.3.2 ジャワ・バリの送電系統 ジャワ・バリにおける変電所の変圧器容量と送電設備の過去 5 年間の推移を、表 3.10 と 3.11に示す。
 表 3.10 ジャワ・バリの変電所変圧器能力の推移 33
 電圧レベル
 単位 2007 2008 2009 2010 2011
 150/20 kV MVA 26.070 26.150 27.080 28.440 33.720
 70/20 kV MVA 2.800 2.750 2.740 2.750 2.727
 合計 MVA 28.870 28.900 29.820 31.190 36.447
 32 出所：PLN の発電容量については、PT PLT 統計 2011 年より。 33 出所：PLN の発電容量については、PT PLT 統計 2011 年より。
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 最大需要 MW 16.260 16.310 17.210 18.100 19.739
 表 3.11 ジャワ・バリの送電線の推移 34
 電圧レベル
 単位 2007 2008 2009 2010 2011
 500 kV kms 5.050 5.090 5.110 5.050 5.052
 150 kV kms 11.610 11.850 11.970 12.370 12.906
 70 kV kms 3.580 3.610 3.610 3.610 3.474
 表 3.11 からは、70kV の送電線が伸びておらず、わずかながら減少していることがわかる。
 これは、大容量化や信頼性の向上、消費者向けサービスの向上のために 150kV に引き上げ
 たことによる。 発電容量と IBT 変圧器および変電所変圧器の過去 5 年間の容量の推移を、500kV、150kV、
 70kV の各電圧レベル別に、表 3.12 に示した。
 表 3.12 発電容量とIBT変圧器の容量 35
 電圧レベル
 単位 2007 2008 2009 2010 2011
 発電系統 500 kV MW 12.970 12.970 12.970 12.970 14.221
 変圧器 500/150 kV MVA 17.000 17.000 17.500 19.500 24.000
 発電系統 150 kV MW 8.990 9.010 10.110 10.410 11.480
 変圧器 150/70 kV MVA 3.580 3.580 3.820 3.820 3.820
 発電系統 70 kV MW 270 270 270 270 270
 変圧器 150/20 kV MVA 26.070 26.150 26.330 28.440 29.660
 変圧器 70/20 kV MVA 2.800 2.750 2.740 2.750 2.750
 3.4 配電系統の状況 次に、ここ 5 年間で配電損失の改善と配電系統の信頼性が向上したことを示す。 3.4.1 配電損失 PLN の配電網における損失率は、損失を抑える数々の取り組みに伴い、表 3.13 にみられる
 34 出所：PLN の発電容量については、PT PLT 統計 2011 年より。 35 出所：P3B ジャワ・バリの年次運営評価報告 2011 年。
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 ように 2007 年から低減傾向にある。
 表 3.13 配電損失率（％） 年 2007 2008 2009 2010 2011
 配電損失 8,84 8,29 7,93 7,09 7,34
 3.4.2 供給の信頼性 顧客に対する電力供給の信頼度は、SAIDIとSAIFI36
 の指数によって示される。表 3.14 は
 PLNの過去 5 年間の状況を示している。
 表 3.14 PLN の SAIDI と SAIFI 年 2007 2008 2009 2010 2011
 SAIDI (時間/利用者/年) 28,94 80,90 16,70 7,00 4,71
 SAIFI (回/利用者/年) 12,77 13,33 10,78 6,85 4,90
 電力状況の現時点でのより詳細なデータについては、添付資料 A、B、C に掲載された州ご
 との電力状況を参照のこと。 3.5 緊急の課題 PLN が現在直面している緊急課題はとりわけ、電力供給が不足している地域への対応と、
 石油燃料を用いる発電所を非石油系燃料の発電所に転換すること、まだ電力供給を受けて
 いない地域の電化である。これらの地域には国境付近や遠隔地域が含まれ、短期的あるい
 は長期的な対応が必要である。 スマトラ系統では 2011 年は基本的に、供給力不足が生じた。北スマトラ系統では通年にわ
 たり、運営予備力の不足と度重なる電力不足、石油燃料による発電所の稼動（60％以上）
 に見舞われた。南スマトラ系統でも同様の問題が生じており、通年にわたって運営予備力
 が不十分で、年間の約 4 カ月間は電力不足の状態だった。ガスや石炭、水力はすでに、南
 スマトラの発電所では大きな役割を担っている。 西カリマンタンでは現在、ほぼ 100％の発電を石油燃料が担っている。発電予備力もまだ不
 安定なために、供給予備力や信頼性は比較的まだ低い。西カリマンタンとサラワクの国境
 付近における村落地域での電力需要も、まだ満たされていない。 36 SAIDI は平均停電持続時間、SAIFIは平均停電頻度を表す。
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 インドネシア東部運営地域における電力系統の多くは、2011 年の時点でも依然として危機
 的な状況である。これには州都に提供する系統も含まれ、カリマンタンのバリトとマハカ
 ムの両系統、スラウェシの南スラウェシやケンダリ、ミナハサ‐ゴロンタロ、パルの各系
 統、ロンボク、アンボン、テルナテ、ジャヤプラの各系統が該当する。これらの系統は、
 予備力が不十分な状況で運営されているため、ひとつの発電所で障害が起きると停電が発
 生する。 同様に、県都に提供される小規模な系統のいくつかも、危機的な状況であり、一部には供
 給不足からしばしば停電が発生している。 ジャワ・バリ電力系統の運営は、2011 年は平常で安定して状態だった。しかし最大需要時
 に電力不足が発生した回数は 165 回に上り、負荷削減を実施した。また、運営予備力が不
 足する状態が 104 回発生した。チタルム貯水池のカスケードは、2011 年はカテゴリー「乾
 燥」の状態で、計画に対して 75％の生産にとどまった。東部／中部地域から西部地域への
 送電は、損失熱も上限基準以内で安定していた。500kV超高圧変電所の一部は、基準を下回
 る電圧となり 37
 、150kV変電所でも同様だった。しかしながら、特に中部ジャワと東ジャ
 ワでは、150kV送電区間の多くでN-１信頼性基準を満たさなかった。IBT500/150kV変圧器
 の大部分の負荷はかなり大きくなっており、80-100％に近づいている。150/20kVの変圧器
 でも同様の状況が生じている。
 3.5.1 短期的な対応策 インドネシア西部・東部運営地域 インドネシア西部および東部地域における供給不足は基本的に、発電所プロジェクトの完
 工の遅れによるもので、これには PLN と IPP の両方が含まれる。 短期的に解決すべき状況は、供給不足を補い、すでに効率面で問題のある既存の石油燃料
 系の発電所を転換し、電化に取り残されている地域の電化率を早急に引き上げることであ
 る。 上記の問題に対して、PLN はすでにいくつか対応策を行っている。これらは発電所の借り
 受けや、小規模な IPP からの電力購入、地方政府との協力による発電所運営、余剰電力の
 買い取り、大統領令 2006 年第 71 号による石炭火力発電所開発の早期化、送電網の敷設、
 37 ブカシの高圧変電所は 439kV にまで低下したことがある。
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 一次エネルギーの継続的な安定供給の確保、さらに限定的ではあるが、集中式太陽光発電
 所やソーラーホームシステムの設置、などである。 電力供給問題の解決を支援するために、PLN は既存の余剰電力をすべて購入したが、その
 量は必要量を満たすにはまだ十分ではない。そのために、表 3.6 で示したとおり、借り受け
 発電所による増強が必要である。 この発電所の借り受けは、以下の諸点を満たすために行われている。（i）非石油燃料の発電
 所が稼働するまでの暫定的な措置として、電力の供給不足を早急に解消する。(ⅱ)効率性が
 悪い既存の石油燃料の発電所を、より燃料消費率（sfc）のよいディーゼル発電所に転換す
 る。（ⅲ）電化から取り残されている地域や、再生可能エネルギーが供給できない地域の電
 化率を早急に引き上げる。借り受け発電所には、MFO／HSD ディーゼル発電所、ガス発電
 所、ミニ・ガス（ガス・エンジン）発電所、ガス化発電所がある。 ジャワ・バリ運営地域 ジャワ・バリで PLN が行っている短期的な対応策は、150／20kV変圧器と IBT500／150kV変圧器の早期導入や、バリの発電容量の増強、ジャワ‐バリ間の海底ケーブル 150 kV 第 3、4 回路の早期敷設、ジャカルタ系統の電圧改善のためのキャパシターの設置、である。 3.5.2 インドネシア西部・東部運営地域の緊急的課題 インドネシア西部・東部地域が抱える緊急の課題は、以下の点である。 発電所 ・石炭火力発電所 10,000MW の第一次加速化プロジェクトの完工を早急に実現する。 ・PLN所有のその他の発電所プロジェクトの開発を早急に進める。これらはアサハン水力
 発電所Ⅲ174MW、ペウサンガン水力発電所 88MW、パンカランスス火力発電所＃3,4 2×200MW、カルティム・ピーキング・ガス発電所 2×50MW、バンカナイ・ガス／ミニ・
 ガス発電所 4×70MW、プナガヤ火力発電所 2×100MW38
 ・その他、添付資料 A1.2 と A2.2、B1.2、B2.2 の設備予備力の項目に記載されている発電
 所プロジェクトの開発を早急に進める。
 、マカッサル・ガス／ミニ・
 ガス発電所 150MW、ミナハサ・ガス／ミニ・ガス発電所 50MW 、ロンボク・ガス／ミ
 ニ・ガス発電所 60MW、各地の小規模な石炭火力発電所とガス化発電所である。
 ・特に以下のプロジェクトは、電力系統の需要を満たすためのピーカー発電所と呼ばれて
 38 以前の名称はタカラル火力発電所。
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 いる。ⅰ）アルン・ガス／ミニ・ガス発電所 200MW とパンカランブランダン・ガス／
 ミニ・ガス発電所 200MW。この２つはアルンの再ガス化した LNG の供給により稼動す
 る計画。ⅱ）セイゲラム・ミニ・ガス発電所 104MW は、セイゲラムから CNG4.5bbtudの供給を受ける。ⅲ）ジャカバリン・ガス／ミニ・ガス発電所 50MW は、ジャカバリン
 から CNG3bbtud の供給を受ける。ⅳ）リアウ・ガス／ミニ・ガス発電所 200MW は、
 ジャンビメランからガス 10bbtud の供給を受け、CNG として貯蔵する。ⅴ）ジャンビ・
 ガス／ミニ・ガス発電所 100MW は、ジャンビメランからガスの供給を受け、CNG とし
 て貯蔵することが期待されている。ⅵ）ランプン・ガス／ミニ・ガス発電所 100MW は、
 いくつかのガス田からガス供給を受け、CNGとして貯蔵することが期待されている。ⅶ）
 バンカライ・ガス／ミニ・ガス発電所 280MW は、バンカライからガス 20bbtud の供給
 を受けて稼動し、CNG 施設を建設する。ⅷ）マカッサル・ガス／ミニ・ガス発電所 150MWと、ミナハサ・ガス／ミニ・ガス発電所 50MW は、ミニ LNG から供給を受けることが
 計画されている。ⅸ）ロンボク・ガス／ミニ・ガス発電所 60MW は海洋 CNG の供給を
 受ける計画である。 送電と変電所 ・スマトラ西回路（ラハット～ルブックリンガウ～バンコ～ムアラバンコ～キリランジャ
 オ）の 275kV 送電系統での変電所と IBT275/150kV の建設を早期に進める。 ・キリランジャオ～パヤクンブ～パダンシデンプアン間、およびパヤクンブ～ガルーダサ
 クティ間の 275kV 送電網敷設を早期化する。 ・シマンコック～ガラン間の 275 kV 送電網敷設と、ガランの IBT275/150kV 建設を早期に
 完工させる。 ・パンカランスス火力発電所～ビンジャイ間の 275 kV 送電網敷設と、ビンジャイの
 IBT275/150kV 建設を、2014 年のパンカランスス火力発電所の稼働予定に合わせて早期
 に完工させる。 ・スマトラ東回路のベトゥンから新アウルドゥリ間 275 kV 送電網の敷設を早期化する。 ・西カリマンタンとサラワク間を 275kV 送電網で結ぶ相互接続を早め、2014 年末に稼働を
 開始するようにする。西カリマンタン系統の需要への対応と供給不確実性の低減、生産
 費用の引き下げが目的である。 ・バタムとビンタン間を 150 kV の海底ケーブルで結ぶ相互接続を、早期に実施する。ビン
 タン系統の需要に対応すると同時に、ビンタン島での生産費用の削減が可能になる。 ・スマトラ～バンカ間を 150 kV の海底ケーブルで結ぶ相互接続を、早期に実施する。相互
 接続の目的は、バンカ島では火力発電所プロジェクトの完工が不確実になっているため、
 電力需要に対応する必要があることと、生産費用の削減、バンカ島の電力系統の信頼性
 向上のためである。海底ケーブルによる相互接続は、2015 年の稼働が期待されている。 ・南・中部カリマンタン～東カリマンタン間と、北スラウェシ～ゴロンタロ間の 150kV 送
 電網による相互接続工事を早期に終わらせる。
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 ・ポソ水力発電所～パル間の 150kV 送電網、アンボンとエンデ、クパン、ジャヤプラの各
 系統の 70kV 送電網の建設を早急に完工すること。およびタンジュンブンガ～ボントアラ
 間の地中ケーブル 150kV の完工を早める。 ・バンカナイ～ムアラテウェ～ブントック～タンジュン間の 150kV 送電網の建設を早期化
 する。 3.5.3 ジャワ・バリ系統の緊急課題 ジャワ・バリ系統で緊急に完了しなければならない問題は、以下のとおりである。 ・ジャカルタの供給強化には、以下のプログラムが挙げられる。
 ‐新規の高圧変電所と IBT を 2 カ所で増設する。これらは、ドゥリコサンビ 2×500MVA（2015）とムアラタワル 2×500MVA（2015）。 ‐新規の超高圧送電線の敷設は、タンジュンジャティ～Tx ウンガラン間、スララヤバル
 ～バララジャ間、バララジャ～ケンバンガン間（2015）、ケンバンガン～ドゥリコサン
 ビ間（2015）。 ‐ムアラタワル～チビノン～ブカシ～チャワン間の超高圧送電線の再構成（2013）。
 ・その他の供給力強化のプログラムには以下がある。
 ‐IBT500／150kV 1×500MVA を 8 カ所に増設する。これらは、チレゴン IBT-3、バ
 ララジャ IBT-4、チャワン（GIS）IBT-3、タシクマラヤ IBT-2、クリアン IBT-4、ンギ
 ンバン IBT-2、クディリ IBT-3。 ‐新規の高圧変電所を 4 カ所で増設する（3,000 MVA）。これらはウジュンブルン 1×
 500MVA（2013）、ラワロ／ケスギハン 1×500MVA（2014）。また南スラバヤ 2×500MVA（2013）の稼働を早期化する。
 ‐グラティ～南スラバヤ間の超高圧送電線の完工を早期化する（2013）。 ・バリ・サブシステムでの供給強化のプログラムは、以下のとおり。
 ‐ジャワ～バリ間の海底ケーブル 150kV 第 3，4 回路の敷設（2013 年） ‐パイトン火力発電所からカパルへのジャワ・バリ間横断送電線 500kV の建設（2015）。 ‐IPP のチェルカンバワン火力発電所 1×130MW と 2×125MW の建設早期化（2014）。
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 第 4 章
 一次エネルギーの供給
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 4.1 石炭 エネルギー鉱物資源省地学庁の 2010 年の報告によると、インドネシアの石炭資源は 1048億トンで、カリマンタン（519 億トン）やスマトラ（525 億トン）に広がっているが、埋蔵
 量はわずか 211 億トン（カリマンタンが 99 億トン、スマトラが 112 億トン）と報告されて
 いる。 インドネシア産石炭の約 22％は発熱量が 5100kcal/kg以下の低位品質だが、大部分（66％）
 は中位品質（5100～6100kcal/kg）である。高位品質（6100～7100kcal/kg）はわずか 12％にしかすぎない。この数値は灰乾基準（ads）に基づく 39。インドネシアの石炭埋蔵量はそ
 れほど大量とはいえないが、石炭の生産レベルは非常に高く、2011 年には 3 億 7000 万ト
 ンに達した 40。生産された石炭の一部は中国やインド、日本、韓国、台湾やその他の国に
 輸出されている 41
 。国内需要の増加や国際市場での引き合いの強さから、今後の生産力も
 増加が予測される。年間の生産量が 4 億トンに達すれば、インドネシア国内の 211 億トン
 以上の石炭埋蔵量は、新たな開発が行われない限り 50 年で消費されることになる。増え続
 ける国内需要への供給を保証するために、政府は国内市場義務（DMO）政策を打ち出し、
 石炭生産者に対して生産の一部を国内向けとするよう義務付けた。
 PLN は現在、必要量と品質の両面で十分な石炭供給を受けている。石炭の国際価格は、国
 際的な石炭需要の低迷により、2012 年は低下傾向にあり、国内市場の石炭備蓄も増加して
 いる。 RUPTL2012-2021 では、スマトラの炭鉱口に開発する火力発電所数カ所の計画が盛り込ま
 れた。ここで使われている炭鉱口火力発電所の定義とは、低位品質石炭を産出する炭鉱の
 近くにある火力発電所のことで、この炭鉱には大規模な輸送インフラが整備されていない
 ため市場へ大量輸送することが困難なことから、ここで産出される石炭は基本的に取引が
 不可能である。このような定義により、石炭価格は原価プラス手数料で設定されることが
 望ましい。 石炭火力発電所は、その他の化石燃料に比べて石炭の価格が比較的低いことから、ベース
 需要を担う発電所として計画される。しかし石炭の燃焼は、地球温暖化効果のある二酸化
 39 PLN が火力発電所の設計で用いるカロリー価値は、到着ベース（GAR）基準を使用している。灰乾基
 準（ads）と GAR の違いは、水分量に応じて換算が可能だが、平均的には GAR の数値は ads に比べ 1000～1300 少ない。 40 Indonesia Finance Today, 2012 年 2 月 7 日付、インドネシア石炭鉱業協会 41 Indoanalisis のウェブサイト 2012 年 6 月 9 日付
 http://www.indoanalisis.com/2012/06/tren-ekspor-batubara-semakin-tinggi-dan sulit-di-stop/
 http://www.indoanalisis.com/2012/06/tren-ekspor-batubara-semakin-tinggi-dan%20sulit-di-stop/�
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 炭素や、大気汚染や地元の環境に悪影響を及ぼす化学物質も排出する。そのため、石炭を
 燃料とする発電所の開発は、環境への影響に注意する必要がある。火力発電所での超臨界
 ボイラー技術の導入については、PLN はジャワ島での大規模な火力発電所の計画に関心を
 寄せている。また、その他のクリーンな石炭技術、例えば石炭ガス化複合発電（IGCC）や
 炭素の回収・貯蔵（CCS）などについては、この RUPTL ではまだ計画されていない。技
 術と商業面での問題がまだ克服されていないためである。 4.2 天然ガス 国際的な基準からみれば、インドネシアは世界最大規模の天然ガス埋蔵量を有するとはい
 えないものの、国内の天然ガス埋蔵量は 164.99Tscf とかなり多い。特にナトゥナ諸島（53.06 Tscf）、南スマトラ（26.68Tscf）、東カリマンタン（21.49Tscf）に広がっているほか、イリ
 アンジャヤのタングーでは、ナトゥナと同規模の埋蔵量があると推定されている。 しかし実際は、発電所で利用する天然ガスの需要は十分とはいえない。PLN では国内にあ
 るガス燃料の発電所のほぼすべてで、ガス供給量の問題を抱えている。PLN の発電所向け
 のガス供給量はここ数年減少しており、安定していない。さらに表 4.1 と 4.2 に示したとお
 り、近年は供給の減少が顕著である。ガス田の枯渇が続いていることのほか、PLN は大規
 模な天然ガス資源からの調達が困難という問題がある。これら大規模ガス田は一般的に、
 海外の購入者との長期契約により制約を受けていることが多いためである。しかし PLN は
 引き続き、これらガス田からの供給に向けて努力を続けており、結果も出始めている。例
 えば PLN はすでに、ムアラカランとプリオクに供給するジャカルタの浮体式生産貯蔵設備
 （FSRU）のために、タングーからの LNG 供給を獲得した。また、PLN はアルンへの輸送
 のためにタングーから LNG の供給を受ける兆候も得ている。
 表 4.1 ジャワ・バリの PLN 発電所向けガス供給量予測
 No 発電所 供給者 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021
 1 ムアラカラン
 ＆プリオク
 PHE ONWJ (GSA) 100 100 80 50 41
 PHE ONWJ (余剰能力) 20
 PGN - Priok (GSA-IP) 27
 FSRU PT NR (proses GSA) 100 167 167 167 133 133 133 133 133 133
 合計 247 267 247 217 174 133 133 133 133 133
 2 ムアラタワル
 PERTAMINA - P Tengah (GSA) 25 25 25 25 25
 PGN (GSA) 79 79 79 79 79 79
 MEDCO Eks Keramasan 20 20 20
 PLN Jambi Merang*)との旧契約 33 25 7 7 7 7 7
 PHE ONWJ 15 15 15 15
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 合計 157 149 131 126 126 101 22 0 0 0
 3 チレゴン
 CNOOC (GSA) 80 80 80 80 80 80 80 80 80 80
 PGN (GSA) 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30
 合計 110 110 110 110 110 110 110 110 110 110
 4 タンバックロ
 ロック
 Petronas (GSA 認可) 111 116 116 116 116 116 116 116
 SPP (GSA-IP) 25 50 50 50 50 50 50 50 50
 合計 0 25 161 166 166 166 166 166 166 166
 5 グレシク
 Kodeco (GSA)* 110 110
 Hess (GSA) 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50
 KEI (GSA) 110 130 130 60 60 60 60 60 60 60
 MKS (GSA) 22 22
 WNE (GSA)
 Petronas-Bukit Tua (可能性-PJB)
 Ext Kodeco 100 100 100 100 100 100 100 100
 合計 292 312 280 210 210 210 210 210 210 210
 6 グラティ
 Santos Oyong (GSA-IP) 30 30 30 30
 Santos Wortel (GSA-IP) 30 30 30 30 30 30 20 20 20 20
 Sampang Mandiri Perkasa
 (GSA-IP)
 17 17 17 17 17 17 17
 Pasuruan Migas (GSA-IP) 3 3 3 3 3 3 3
 合計 80 80 80 80 50 50 40 20 20 20
 ジャワのガス供給 合計 886 943 1.009 909 836 770 681 639 639 639
 以下は、ジャワ・バリ系統の PLN の主要発電所に対するガス供給の状況である。 ムアラカランとプリオク 前年の RUPLT に比べると、RUPTL2012-2021 ではムアラカランとプリオクへのガス供給
 が減少し、以下のような状況になった。
 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020
 RUPTL 2011-2020 295 295 295 240 140 140 140 140
 RUPTL 2012-2021 267 247 217 174 133 133 133 133
 ムアラカランとプリオクは、ジャカルタへの供給という非常に重要な戦略的役割があるこ
 とと、この役割はジャカルタ地域外の他の発電所に代替できないということを考慮すると、
 両発電所は 2021 年まで、高い出力（マストラン的性質）で稼動を継続しなければならない。
 この２つの発電所を運営するために、表 4.1 に示されているよりもはるかに大量のガス供給
 が必要となる。このガス供給不足については、添付資料 C1.4 のエネルギー・バランスの項
 目でさらに詳しく説明する。
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 ムアラタワル 今回の RUPTL では、ムアラタワルへのガス供給を前年の RUPTL よりも高く予測してい
 る。既存の契約が延長されたことで、ガス供給量の増量が期待できるためである。このム
 アラタワル発電所も高い生産力で稼動するマストランの性質を備えているため、添付資料
 C1.4 で説明されているように、ガスの供給不足が予想される。 タンバックロロック タンバックロロックへは、2013年にはグンディ・ガス田から 50bbtudのガスが供給される。
 PLN はケポダン・ガス田（116bbtud）からの供給量の増加を非常に期待している。ケポダ
 ンでは、民間企業によるタンバックロロックへのガス輸送パイプの建設が待たれている。
 表 4.2 ジャワ・バリ以外の PLN 発電所向けガス供給量予測 No 発電所 ガス供給者 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021
 1 東アチェ Medco Blok A - - 15,0 15,0 15,0 15,0 15,0 15,0 15,0 15,0
 2
 ベラワン、パシール島 Kambuna 13,0 5,0 - - - - - - - -
 ブランダン島 FSRU LNG Tangguh - - 110,0 110,0
 110,0 110,0 110,0 110,0 110,0
 アルン Anggor (可能性) 40,0 40,0 40,0 40,0 40,0 40,0 40,0 40,0
 3 テルックランブン Kalila 9,0 30,0 30,0 30,0 30,0 30,0 30,0 30,0 30,0 30,0
 4 借り受けガス発電所 Bentu Kalila Bentu (可能性) 3,0 3,0 3,0 3,0 3,0 3,0
 5 メリブル・ガス発電所（借） Kondur (可能性) 0,6 0,6 0,6 0,6
 6 ジャブン・ガス発電所（借） Petro China (可能性) 30,0 30,0 30,0 30,0 30,0 30,0
 7
 スンガイゲラム EMP Sungai Gelam 2,0 2,0 2,0 2,0 2,0 2,0 2,0 - - -
 PEP - TAC Sungai Gelam 2,5 2,5 2,5 2,5 2,5 2,5 - - - -
 8 シンパントゥアン Perusda Jambi 3,0 3,0 3,0 3,0 3,0 3,0
 9
 パヨセリンチャ Energasindo 18,0 18,0 18,0 18,0 18,0 18,0 18,0 - - -
 Jambi Merang 25,0 25,0 25,0 25,0 25,0 25,0 25,0 25,0 - -
 10 ジャカバリン (CNG) PDPDE Sumsel 3,0 3,0 3,0 3,0 3,0 3,0 3,0 3,0 - -
 11 インドララヤ Medco E&P Indonesia 24,0 - - - - - - - - -
 12 タランドゥク PGN 8,0 8,0 8,0 8,0 8,0 8,0 8,0 - - -
 13 ボラン Medco E&P Indonesia 15,0 15,0 - - - - - - - -
 14
 ケラマサン Medco E&P Indonesia 22,0 22,0 - - - - - - - -
 Pertamina EP 15,0 15,0 15,0 15,0 - - - - - -
 15
 ドゥリ・ミニガス発電所
 ドゥリ・ガス発電所 再配置
 Jambi Merang - 25,0 25,0 25,0 25,0 25,0 25,0 25,0 - -
 Jambi Merang 10,0 10,0 10,0 10,0 10,0 10,0 10,0 10,0
 16 レンガット Jambi Merang 5,0 5,0 5,0 5,0 5,0 5,0 5,0 5,0 - -
 17 バンカ・ピーカー PLN Batam (mini LNG) 5,0 5,0 5,0 5,0 5,0 5,0 5,0 5,0 - -
 18 西カリマンタン PLN Batam (mini LNG) - - - - - 2,0 2,0 2,0 2,0 2,0
 19 西カリマンタン PLN Batam (mini LNG) - - - - - 5,0 5,0 5,0 5,0 5,0
 20 タンジュンバトゥ TAC Semco 7,0 7,0 7,0 7,0 - - - - - -
 21 サンベラ TAC Semco - - - - - - - - - -
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 22 タラカン Lap Bangkudulis (可能性) 18,0 18,0 18,0 18,0 18,0 18,0
 23 ヌヌカン Medco 2,5 2,5 2,5 2,5 2,5 2,5 2,5 2,5
 24 CBM サンガタ VICO 0,5 0,5 0,5 0,5
 25 コロネダレ・ガス発電所 Job PTM-Medco Tiaka (可能性) 2,0 2,0 2,0 2,0 2,0 2,0 2,0 2,0 2,0
 26 センカン EEES 39,0 54,0 54,0 54,0 54,0 54,0 54,0 54,0 54,0 54,0
 27 バンカナイ Salamander 20,0 20,0 20,0 20,0 20,0 20,0 20,0 20,0
 28 ルウック Job PTM-Medco Senoro (可能性) 5,0 5,0 5,0 5,0 5,0 5,0
 29 各地のガス Pertamina EP Matindok (可能性) 20,0 20,0 20,0 20,0 20,0 20,0
 30 インドネシア東部各地 Bontang (可能性) 41,5 41,5 41,5 41,5 41,5 41,5 41,5 41,5 41,5
 31 マカッサル・ピーカー Sengkang (Wasambo) 8,0 8,0 8,0 8,0 8,0 8,0 8,0
 32 ミナハサ・ピーカー Senoro (可能性) 3,0 3,0 3,0 3,0 3,0 3,0 3,0
 合計 277,1 352,6 500,6 511,6 508,5 510,5 462,0 431,0 350,5 350,5
 表 4.1 と 4.2 は、ジャワ・バリおよびジャワ・バリ以外への発電所向けガス供給の予測量を
 示したものである。 ムアラカランとプリオクに供給するための FSRU が、2012 年にジャカルタで稼動する。ベ
 ラワンの FSRU の計画は政府がすでに中止を決め、その代わりに政府は、アルンの LNG設備を貯蔵用に再修復し、LNG の再ガス化を行なう。ジャカルタの FSRU のための LNGガスは、現時点ではボンタンから運ばれ、アルンへの LNG はタングーから供給する計画で
 ある。国営ガス会社がランプンに FURU を建設する計画もあるが、PLN はこの計画につい
 ての十分な情報をまだ得ていない。 PLN は最大需要用発電所で使用する石油燃料を削減し、CNG や LNG／ミニ LNG に移行
 するように努める。この点は下記でさらに詳しく説明する。 4.2.1 LNG とミニ LNG LNG からのガス価格が非常に高いことを考慮すると、このガスはピーキング用の発電所で
 利用することが経済的である。PLN はジャワ・バリとスマトラの電力系統で、マストラン
 の性質を持つ最大需要のための発電所に LNG を利用する計画だ。一方、インドネシア東
 部・西部地域では、最大需要用にミニ LNG を利用する。インドネシア西部地域で LNG を
 利用した発電所プロジェクトは以下のとおり。 ・アルン：政府が計画しているアルンの再修復に伴い、貯蔵および LNG のガス化設備を準
 備する。PLN はアルンからのガスを、アルンのピーカー発電所 200MW とパンカランブ
 ランダン発電所 200MW に利用する意向である。アルンからのガスはまた、パイプを通
 じてベラワンにまで輸送され、既存のベラワン・ガス火力発電所やパヤパシルにあるい
 くつかのガス発電所で利用する。ガス需要はアルンが 12.5bbtud、パンカランブランダン
 12.5bbtud、ベラワンが 75 bbtud、パヤパシルが 10 bbtud で、合計 110bbtud のガスが
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 必要となる。 ・ガス・ジャブン（ジャンビ）：ジャブン・ガス田は今後 7 年間で 20-30bbtud のガス産出
 潜在力がある。PLN はこのガスをミニ LNG に転換し、2015 年にはスマトラ南部各地で
 最大需要 500MW の発電需要に充てたいと考えている。 インドネシア東部地域にも以下のとおり、LNG／ミニ LNG の利用計画がある。 ・シメンガリス：PLN はシメンガリスからのガスを LNG にし、東カリマンタンのピーカ
 ー発電所、つまりタンジュンバトゥやサンベラ、バタカンの発電所に供給する。 ・その他のインドネシア東部地域のピーカー・ガス発電所の需要のために、PLN はセンカ
 ン（ワサンボ）またはパゲルンガン、KEI（カンゲアン）のガス田からミニ LNG の形態
 で、マカッサル 150MW、マナド 50MW、ペサンガランバリ 250MW のピーキング発電
 所に供給する。 4.2.2 CNG（圧縮天然ガス） CNG は当初は、産出量が比較的小さい、あるいは辺境地のガス産出地で利用する意向だっ
 たが、その後 PLN はジャワの発電所に CNG を大量に利用することを決定した。インドネ
 シア西部、インドネシア東部、およびジャワでのピーキング発電所のために CNG を利用す
 る構想を描いている。 南スマトラでは現在、ガス供給者が CNG 貯蔵設備を建設しており、このガスは、2012 年
 末に稼動が期待されているジャカバリンのピーカー発電所（50MW）で利用する。 インドネシア西部地域でのその他の CNG 利用計画は次のとおり。ⅰ）スンガイゲラム容量
 4.5bbtud の CNG は、ピーカー発電所 104MW で利用する。ⅱ）ジャンビメランの
 CNG15bbtud は、ドゥリのピーカー発電所 312MW に割り当てられる。ⅲ）ジャンビのピ
 ーカー発電所に CNG を利用する。容量は 100MW。ⅳ）ランプンのピーカー発電所 200MWで CNG を利用する。 インドネシア東部地域での CNG の利用計画は、中部カリマンタン・バンカナイのピーカー
 発電所（定常 CNG）とロンボク（海洋 CNG）のピーカー発電所である。 ジャワ島での CNG のガス需要は、以下のとおり。ⅰ）グラティの 30btud は、グラティ・
 ピーキング・ガス発電所に利用。ⅱ）タンバックロロックの 16bbtud は一部をピーキング
 発電としてのガス火力発電所に利用する。ⅲ）グレシクの 20bbtud はピーキング発電所の
 稼動に利用し、一部の CNG はロンボクに送られる。ⅳ）ムアラタワルの 30bbtud はピー
 キング運営の需要を満たすために利用する。
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 4.2.3 炭層メタン（CBM） CBM の埋蔵量は従来型ガスの埋蔵量に比べて大量であると予想されており、特に南スマト
 ラ盆地（183Tcf）とクタイ盆地に多い。PLN は、この非従来型ガスが供給量が十分であれ
 ば利用したいと考えている。PLN がエクソン・モービルと共同で行なった、南カリマンタ
 ンの CBM をインドネシアの発電事業用に開発するための調査は、CBM ガスの経済性に関
 する理解を深めた。 4.3 地熱 インドネシアの地熱資源と備蓄量についての調査報告はいくつかあるが、それぞれ違う数
 字を提示している。そのうちのひとつは West JEC が 2007 年に実施した「インドネシア共
 和国の地熱開発に関するマスター・プラン調査」の報告書である。この報告書によると、
 インドネシアで開発の可能性がある地熱発電は 50 カ所 9,000MW で、潜在力は最低でも
 12,000MW に上る。 このRUPTLでは、特にスマトラやジャワで数多くの、また北スラウェシ、ヌサトゥンガラ、
 マルクでもいくつかの地熱発電所プロジェクトの開発計画が盛り込まれた。政府は大統領
 令 2010 年第 4 号、およびエネルギー鉱物資源大臣規定 2010 年第 2 号、同改正令 2010 年
 第 15 号、同改正令 2012 年第 1 号 42
 において、PLNに対して石炭と再生可能エネルギーを
 燃料とした発電所の開発を要請しており、この中には約 4,000MWの地熱発電所プロジェク
 トが盛り込まれている。実際のところ、さまざまな要因から当初の計画どおりには進んで
 いない。PLNはこれら地熱開発の諸問題が早急に解決されることを望んでいる。
 4.4 水力 1983 年の水力潜在性調査（HPPS）では、水力の潜在性は 75,000MWとされたが、1993年の水力一覧調査によってこの数字が再検証された。しかし日本工営が 2011 年に実施した
 「インドネシアにおける水力発電開発のためのマスター・プラン調査」で、より詳細なス
 クリーニング 43
 を行った結果、水力潜在性は 26,321MWとされている。この内訳は、すで
 に稼働済み（4,338MW）、すでに計画済みで建設中（5,956MW）、新規の潜在性（16,027MW）
 となっている。この 2011 年の調査報告では、水力発電の潜在力を難易度に応じて、それほ
 ど困難でないものから非常に困難までの 4 つのグループに分類している。この調査に基づ
 き、インドネシアが選択した現実的に推奨できるシナリオを表 4.3 に示す。
 42 第 2 次発電所開発加速化プログラム（FTP2）という名称で知られている。 43 スクリーニングは森林の状態（自然保護林）や社会（移住）、貯水池の広さの各面から検討した。
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 表 4.3 水力発電開発のためのマスター・プランに基づく水力発電所プロジェクトの可能性 NO 名称 型 州 容量. (MW) 稼動年 PLN/ IPP
 1 ペウサンガン 1-2 ROR アチェ 86 2015 PLN
 2 ジャンボパペウン-3 ROR アチェ 25 2019 PLN
 3 クルット-1 ROR アチェ 41 2019 PLN
 4 メウラボ-5 ROR アチェ 43 2019 PLN
 5 ペウサンガン-4 ROR アチェ 31 2019 PLN
 6 クルット-3 ROR アチェ 24 2021 PLN
 7 シブブン-1 ROR アチェ 32 2021 PLN
 8 セウナンガン-3 ROR アチェ 31 2021 PLN
 9 テウノム-1 RES アチェ 24 2023 PLN
 10 ウォイラ-2 RES アチェ 242 2024 PLN
 11 ラマサン-1 RES アチェ 119 2024 PLN
 12 テリパ-4 RES アチェ 185 2024 PLN
 13 テウノム-3 RES アチェ 102 2024 PLN
 14 タンプル-1 RES アチェ 330 2025 PLN
 15 テウノム-2 RES アチェ 230 2026 PLN
 16 パダングチ-2 ROR ベンクル 21 2020 PLN
 17 ワルサムソン RES イリアンジャヤ 49 2019 PLN
 18 ジャティグデ RES 西ジャワ 175 2014 PLN
 19 チソカン上流-PS PST 西ジャワ 1.000 2015 PLN
 20 マテンゲン PST 西ジャワ 887 2020 PLN
 21 メランギン-2 ROR ジャンビ 350 2016 PLN
 22 メランギン-5 RES ジャンビ 24 2024 PLN
 23 マウン RES 中部ジャワ 360 2028 PLN
 24 カリコント-2 0 東ジャワ 62 2016 PLN
 25 カランカテス Ext. RES 東ジャワ 100 2018 PLN
 26 グリンドゥル-PS-3 PST 東ジャワ 1.000 2021 PLN
 27 K. コント-PS PST 東ジャワ 1.000 2027 PLN
 28 ピノ RES 西カリマンタン 198 2020 PLN
 29 ケライ-2 RES 東カリマンタン 168 2020 PLN
 30 ベサイ-2 ROR ランプン 44 2020 PLN
 31 セムン-3 ROR ランプン 21 2020 PLN
 32 イサル-2 RES マルク 60 2019 PLN
 33 ティナ ROR マルク 12 2020 PLN
 34 タラ RES マルク 54 2021 PLN
 35 ワイランチャン ROR 東ヌサトゥンガラ 11 2020 PLN
 36 バカル (2nd) ROR 南スラウェシ 126 2016 PLN
 37 ポコ RES 南スラウェシ 233 2020 PLN
 38 マスニ RES 南スラウェシ 400 2023 PLN
 39 モン RES 南スラウェシ 256 2024 PLN
 40 バトゥ RES 南スラウェシ 271 2027 PLN
 41 ポソ-2 ROR 中部スラウェシ 133 2018 PLN
 42 ラリアン-6 RES 中部スラウェシ 209 2024 PLN
 43 コナウェハ-3 RES 中部スラウェシ 24 2026 PLN
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 44 ラソロ-4 RES 中部スラウェシ 100 2026 PLN
 45 ワトゥノフ-1 ROR 東南スラウェシ 57 2020 PLN
 46 タンボリ ROR 東南スラウェシ 26 2020 PLN
 47 サワンガン ROR 北スラウェシ 16 2014 PLN
 48 ポイガル-3 ROR 北スラウェシ 14 2018 PLN
 49 マサン-2 ROR 西スマトラ 40 2018 PLN
 50 シナマル-2 ROR 西スマトラ 26 2020 PLN
 51 シナマル-1 ROR 西スマトラ 37 2020 PLN
 52 アナイ-1 ROR 西スマトラ 19 2020 PLN
 53 バタンハリ-4 RES 西スマトラ 216 2027 PLN
 54 クアンタン-2 RES 西スマトラ 272 2028 PLN
 55 エンディカット-2 ROR 南スマトラ 22 2019 PLN
 56 アサハン 3 ROR 北スマトラ 174 2015 PLN
 57 アサハン 4-5 RES 北スマトラ 60 2017 PLN
 58 シマンゴ-2 ROR 北スマトラ 59 2018 PLN
 59 クンビ-3 ROR 北スマトラ 42 2019 PLN
 60 シブンドン-4 ROR 北スマトラ 32 2019 PLN
 61 ビラ-2 ROR 北スマトラ 42 2019 PLN
 62 ライサン-1 ROR 北スマトラ 26 2020 PLN
 63 トル-2 ROR 北スマトラ 34 2020 PLN
 64 オルディ-5 ROR 北スマトラ 27 2020 PLN
 65 オルディ-3 ROR 北スマトラ 18 2020 PLN
 66 シリア ROR 北スマトラ 17 2020 PLN
 67 トバ湖 PST 北スマトラ 400 2020 PLN
 68 トル-3 RES 北スマトラ 228 2026 PLN
 69 ラウェママス ROR アチェ 50 2016 IPP
 70 シンパンアウル ROR ベンクル 29 2014 IPP
 71 ラジャマンダラ ROR 西ジャワ 58 2014 IPP
 72 チバレノ-1 ROR 西ジャワ 18 2020 IPP
 73 マラ-2 ROR マルク 30 2020 IPP
 74 マレア ROR 南スラウェシ 182 2017 IPP
 75 ボントバトゥ ROR 南スラウェシ 100 2017 IPP
 76 カラマ-1 RES 南スラウェシ 800 2022 IPP
 77 ポソ-1 ROR 中部スラウェシ 204 2011 IPP
 78 グマンティ-1 ROR 西スマトラ 16 2020 IPP
 79 ワンプ ROR 北スマトラ 84 2016 IPP
 表 4.3 の中の稼動年は、マスター・プラン上の稼動年のことで、必要度に応じて変更する可
 能性がある。 PLN は上記の水力の潜在性があるプロジェクトの大部分を、PLN のプロジェクトとして開
 発する意向である。 4.5 新エネルギーとその他の再生可能エネルギー
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 インドネシアで可能なその他の再生可能エネルギーには、バイオマスや太陽光エネルギー、
 海洋エネルギーがある。再生可能エネルギーの潜在力の大きさやその利用については、表
 4.4 を参照のこと。
 表 4.4 新エネルギーおよび再生可能エネルギーの潜在性と利用
 No 再生可能エネルギー 資源量 設備容量 率
 1 2 3 4 = 3/2
 1 ミニ/マイクロ水力 500 MWe 86,1 MWe 17,22
 2 バイオマス 49.810 Mwe 445,0 MWe 0,89
 3 太陽光 4,80 kWh/m2/日 12,1 MWe -
 4 風力 9.290 MWe 1,1 MWe 0,01
 5 海洋 240 GWe 1,1 MWe 0,01
 出所：国家エネルギー政策（KEN）2010-2050 草案 4.6 原子力 このRUPTLには電力用の原子力の開発プログラムは盛り込んでいない。これは、
 RUKN2008-2027 およびRUKN2012-2031 草案の中で、インドネシアでは原子力発電所の
 開発計画を示していないためである。また、PLNが策定した発電システム開発計画では、
 原子力発電所はベース需要用のその他の種類の発電所、つまり 1,000MW容量の超臨界石炭
 火力発電所に比べて、経済的な競争力がないことを示している 44
 。
 原子力発電所計画の最も大きな問題は、資本費用や使用済み核燃料の処分に関する運営と
 保守の費用、原子力の責任に関する費用が不透明であるという点である 45
 。例えば資本費
 用について、PLNが 2006 年に海外の電力会社と合同で行った調査によると、原子力発電所
 の建設コストは 1kW当たり 1,700 米ドル（設計調達建設のみ）、あるいは同 2,300 米ドル（建
 設中の借入利子を含む）であった。この金額は現在は低すぎるとみられている。最新のさ
 まざまな報告では、いくつかの国における原子力発電所の開発費用は、さらに高い金額に
 なっている。
 石油価格の上昇や、それに続いてその他の化石エネルギーも高騰していること、石炭やそ
 の他の化石エネルギーの燃焼による二酸化炭素の排出が地球温暖化に及ぼす問題が明らか
 になってきたことで、実際に原子力発電は将来的な電力需要を満たすための非常に有望な
 電源のひとつになるであろう。ただし、プロジェクト費用や使用済み核燃料の処分に関す
 44 経済的最適化のプロセスでは、石炭発電からの外部性は算入していない。 45 2011 年 3 月の福島第 1 原子力発電所の事故で、原子力の責任に関する費用の見積もりの重要性が明ら
 かになった。
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 る運営と保守の費用、廃炉費用などが明らかになることが条件である。 原子力発電所の建設についての決定には、経済性や収益性だけではなく、政治面やエネル
 ギー政策、核の安全性、社会の受容、文化、気候変動、環境保護などの側面にも配慮すべ
 きことを自覚している。このような多面的な側面を備えているため、原子力発電所の建設
 計画の決定を下すことができるのは、政府のみである。
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 第 5 章
 電力供給計画 2012-2021
 第 5 章
 電力供給計画 2012-2021
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 5.1 計画の条件 5.1.1 発電計画 相互接続システム 発電計画の目的は、一定の期間内に最低価格で電力を供給する総コストから正味現在価値
 （NVP）を生み出し、一定の信頼度を満たす発電計画を策定することである。最低価格の
 設定は、資本コスト、燃料経費、運営経費、保守経費、提供されないエネルギーの経費か
 ら算出された NVP の目的関数を最適化する過程で得られる。そのほか、調査時の年度末に
 おける発電所の見積残存価額も算出する。WASP（Wien Automatic System Planning）と
 いわれるモデルを用いて、最適化とシュミレーションを行う。 信頼度については、停電確率（LOLP）が 0.274％以下であることを指標とする 1
 。これは、
 最大需要が供給電力を上回る可能性が 0.274％未満であることを意味する。
 LOLPを用いた発電容量の算出から、発電所のユニットの規模、発電所ごとの供給レベルや
 発電所の数、種類によって、それぞれの設備予備率が導かれる 2
 。
 ジャワ・バリ系統におけるLOLP＜0.274％の基準は、純供給力 3を基礎とした設備予備率
 25～30％以上と同等の水準である。設備能力で表示すると、必要な設備予備率は約 35％と
 なる 4
 。
 一方、インドネシア東部および西部の運営地域では、設備予備率を 40％に設定した。最大
 需要に比べて発電所の数がより少ないこと、ユニットの規模が比較的大きいこと、ディレ
 ーティング率がより大きいこと、成長率がジャワ・バリに比べて大きいためである。 再生可能エネルギー発電、特に地熱や水力のプロジェクトは、最適化のプロセスではプロ
 ジェクトの準備期間に応じて、（系統へ強制される／組み入まれる）固定システムとして実
 施される。 1 LOLP0.274％は、既存の発電システムの確実な容量では需要ピークを満たすことができない時間が１年
 に１日の発生可能と同レベルである。 2 季節変動によって出力に影響を受ける水力発電所には、LOLP とエネルギー充足率に影響を及ぼす相当
 利用度率（EAF）の数値がある。 3 設備予備率（RM）は、発電容量（G）を需要ピーク（D）で除したものと定義づけられる。RM=(G/D-1)×100％。 4 ディレーティング率を約５％と想定する。
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 発電容量の開発計画は、すでに開始しているプロジェクトや確約済みのプロジェクト 5
 続いて、基本需要を担う発電容量の増強を優先する。これには石炭燃料や再生可能エネル
 ギー資源（地熱や特定の水力）を利用した発電所である。
 を考
 慮に入れて策定された。これにはPLNによるものと、IPPによるものが含まれる。しかし、
 借り受け発電所および余剰電力は算入されていない。このほか、すでに老朽化し、効率性
 が低い石油燃料の発電所で、石炭火力発電所に代替が可能なものは、廃止されるか、稼働
 はしないがメンテナンスは続ける待機発電所とすることが想定される。
 長期的な生産基本費用の予測を確実に計算するために、実現が確実でないと思われる発電
 プロジェクトを除外した修正済みの設備予備力を用いて、生産のシュミレーションが行わ
 れる。 小規模／独立の相互接続しない系統 規模が小さく、相互接続していない（分離状態の）発電所の開発計画については、推定方
 式も経済最適化方式も用いず、決定論方式を採用する。この方式では、N-2 基準、つまり最
 低予備力を最大のユニットと 2 番目のユニットより大きくするという条件を用いる。ここ
 でいう予備力の定義とは、既存の発電所の能力と最大需要の差異をいう。 既存の発電所の延命化と復旧 発電所は、技術的・経済的耐久年（ライフタイム）の期間中は、経済的に稼動するよう設
 計されている。発電所のユニットは、容量や効率性を維持し、性質に応じた準備や機器の
 信頼度を確保するために、途中で改修が行われ、部品や一部機器を交換する。その後、ラ
 イフタイムの最終期に、特定の部品に修復や改修を施すことで、延命が可能となる。 発電所を延命、あるいは廃止するかという問題は、延命と新たな発電所の建設という選択
 肢の中から解決策を検討し、決定する必要がある。 5.1.2 送電計画 送電計画は、静的および動的な N-1 基準を用いて策定される。静的な N-1 基準は、障害発
 生時やメンテナンスの最中にひとつの送電回路が切れた場合に、残された送電回路で送電
 をすべてまかない、電力供給の継続が維持できるか、ということを条件とする。動的な N-1
 5 確約済みのプロジェクトとは、すでに資金の割当が明らかになった PLNのプロジェクト、および電力購
 入契約を締結した IPP プロジェクト、さらに予備合意（HOA）が締結されたものを指す。
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 基準は、送電回路の１つがなくなり、三相が短絡した場合も、発電機とその他の発電機の
 間で同期連結を喪失してはならないこと条件とする。 送電能力の増強は、発電容量と需要のバランスを取るために計画され、障害の克服や系統
 の信頼性向上、電流圧の質を維持するためにも重要である。 この RUPTL で採用している基準では、変電所での変圧器容量の増強が必要になるのは、
 変圧器の負荷率が 70～80％以上になった場合である。 変電所に設置される変圧器の台数は、用地の広さや送電容量、変電所からの出力用電線の
 数によって決まる。この基準に基づき、変電所 1 カ所につき変圧器は 3 台あるいはそれ以
 上の設置が可能になる。変電所の新設は、隣接する変電所の増強が上述の制限により困難
 な場合に行われる。 新たな変電所の建設は、中圧送電線の両端部分の電圧を安定させる意味も持つ。 RUPTL2012-2021 ではまた、ミニマム変電所の建設も計画されている。ミニマム変電所と
 は、スペックを最小にし（バスパー1 台あるいはバスパーなし、保安・管理器具と直流・交
 流の供給、容器内のバッテリー設置、オペレーターがいない）、変電所の構成をテーピング
 （single pi あるいは T)とするものだが、開発が進められた結果、変電所としての装備を備
 えるようになった。ミニマム変電所は、既存の 150kV がすでに超過している地域にのみ設
 置される。このミニマム変電所を建設する目的は、これまでディーゼル発電所で運営され
 ていた独立系統の負荷を、変電所需要の通常タイミングより早期に移行させることにある。
 ミニマム変電所はまた、これまで 20kV の非常に長いネットワークで供給され、電圧低下が
 著しかった地域でも導入が可能である。 5.1.3 配電計画 配電系統の計画は、以下の条件を考慮して策定される。 ・SPLN72: 1987 規格に適した供給電圧を維持するため、配電線の最長を制限する（中圧網
 と低圧網）。 ・大都市での中圧網は、紡錘状などのより信頼度の高い形状の配電網を用いる、一方、郊
 外では 2 カ所の電源から供給される放射状の配電網を採用する。 ・配電網での損失を適切なレベルで管理する。 ・村落部の電化プログラムを、電力システム計画の枠組みの中で全面的に実行し、配電網
 の実績と生産基本費用を悪化させない。
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 このほか、配電系統の計画では、利用者に対する供給の継続性を向上させるために（SAIDIおよび SAIFI の抑制）、以下の対策を採用する。 ・2 カ所以上の変電所と 15 以上の給電線を備える州都やその他の都市に、配電用のリモー
 ト監視・制御システム（SCADA）を設置する。 ・変電所のリクローザー・リレーを調整し、中圧送電線に設置されたリクローザーあるい
 は AVS を最大限に活用する。リクローザーあるいは AVS の稼動を監視し、定期メンテナ
 ンスの方法を確立する。 ・需要がひっ迫している地域や販売の潜在性が高い地域に、自動配電系統（DAS）の利用
 を検討する。 配電系統計画の目標は、十分かつ信頼性と質が高い効率的な配電施設を設置し、適切な技
 術を導入することである。 配電の物理な需要計画は、以下の二つの活動に分類される。利用者へのアクセスと、配電
 の強化である。その内容は以下のとおり。 ‐電気エネルギー販売の増加に対応した配電系統の拡張 ‐利用者に対する電力サービスの信頼性と質の維持／向上 ‐配電損失の低減 ‐老朽化した配電網の修繕 ‐サービス設備の発展と改善 エネルギー販売の増加によるピーク需要の伸びに対応して、配電系統の拡張が必要となる
 物理的な需要は、さまざまな機能に及ぶ。とりわけ、以下の分野である。 ‐中電圧側と低電圧側の最大需要 ‐サービスエリアの広さ ‐需要配電（平均的に配電する、集約させるなど） ‐配電網における電圧低下の最大許容度 ‐使用されるコンダクターの規模 ‐設置される配電設備（中電圧配電網、配電所、低電圧配電網、電圧自動調整装置など） エネルギー鉱物資源大臣規定 2009 年第 31 号で規定されたとおり、政府は再生可能エネル
 ギーの開発を推進していることから、10MW までの再生可能エネルギー発電所を配電網に
 直接接続することが可能になった。この発電所からの接続は、配電規定の条件を満たす必
 要がある。
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 5.2 電力需要予測の基礎条件 電力に関する法律 2009 年第 30 号 28 条、29 条により、PLN は電力供給認可事業者に認定
 され、公共の利益のために継続的に質と信頼度の高い十分な量の電力を供給する義務を担
 っている。PLN はこの法律による義務を全うするために、現時点だけでなく将来的にも、
 必要な電力を提供する能力を備えなければならない。そのための第一歩として、PLN は少
 なくとも今後 10 年間の電力需要を予測する必要がある。 特定の地域における電力需要は 3 つの主要因によって予測される。経済成長と電化プログ
 ラム、そして自家発電から PLN ネットワークへの移行である。 経済成長を簡潔に説明すると、商品とサービスに関する生産活動の増加の過程である。こ
 の過程で電力は、その他の商品とサービスの投入・生産とともに活動を支える資材として
 必要とされる。また、経済成長の成果は住民の所得向上をもたらし、ラジオやテレビ、エ
 アコン、冷蔵庫などの電化製品の需要を高める。その結果、電力需要も増加することにな
 る。 ２つめの要因は電化プログラムである。政府の電化率向上のプログラムを支援するための
 方法として PLN は、事業地域に対する質と信頼度の高い電力を継続的に提供する義務を負
 っている。そのため、PLN は事業地域内すべての社会を電化する必要がある。このことは
 同時に、PLN は事業地域の生活を守ると同時に、インドネシア、特に PLN の事業対象地
 域での電化率向上につながる。 PLN は RUPTL のなかで、新規利用者の大幅な増加を計画している。年間平均 250 万件の
 利用者を増やし、2021 年に電化率を 92.3％に引き上げる計画である。この新規利用者の増
 加には、現在の PLN 事業地域だけでなく、事業地域外のエリアも含まれる。 PLN の電力需要を押し上げる第 3 の要因は、自家発電から PLN の顧客に移行させること
 である。この自家発電は、特定の地域で PLN が利用者の需要に対応する能力がなかったた
 めに出現した。特に工業や商業部門の利用者が多い。これらの地域で PLN の能力が向上す
 れば、さまざまな検討を重ねた上でこの自家発電は PLN の利用者へと移行するであろう。
 工業／事業者が所有する発電機の燃料である石油燃料の高騰は、PLN への移行につながる。
 一方、PLN の電力料金は比較的安価である。この第３の要因は、域内における PLN の供
 給能力と発電事業者との電力売買事業計画に大きく左右され、一般的には有効ではない。
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 電力需要の増加に影響を与えるその他の要因は、企業の財政力である。十分かつ信頼性の
 高い電力供給で利用者と社会の需要に対応するためには、投資が必要である。新規利用者
 の増加は、資金が準備できるかどうかにかかっている。 電力需要予測の作成には、「Simple E」と呼ばれる需要予測モデルを用いた。このモデルは、
 電力販売や接続力、利用者数、経済成長、人口の履歴データを用いて適切な類似性を導く
 回帰モデルのひとつである。その後、将来的な需要を予測するために、電力需要に対して
 大きな影響力を持つ自由変項が選ばれた。これは経済成長と人口である。待機者リストが
 かなり多いことから、アクセス力も変化項目として利用した。この方法は、相互関係指標
 と統計検査などのモデルによる精度を検証する。 5.2.1 経済成長 過去 11 年間のインドネシアの経済成長を、2000 年を基準年とした国内総生産からみると、
 年平均 5.3％の伸びを示している。表 5.1 で明らかなように、年間 4.5％～6.5％に達した過
 去 4 年間の成長率に比べて低い数値となっている。
 表 5.1 インドネシアの経済成長 国内総生産 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011
 国内総生産(兆 RP)
 1,39 1,44 1,50 1,57 1,66 1,75 1,85 1,96 2,08 2,17 2,22 2,46
 国内総生産成長率 (%) 4,90 3,83 4,31 4,78 5,05 5,67 5,50 6,32 6,06 4,50 6,08 6,50
 出所：インドネシア統計、BPS 2009 年の経済成長は、表 5.1 からも明らかなように比較的低かった（4.5％）。これは 2008年に起きた世界的な金融危機の影響が 2009 年まで続いたためである。インドネシアの経済
 は 2010 年には成長率 6.1％と回復基調に戻り、2011 年にはさらに 6.5％に上昇した。国家
 中期開発計画（RPJMN, 大統領令 2010年第 5号）2011－2014にも記載されているように、
 政府は経済成長はさらに好調が続くとみている。 今回の RUPTL では上記の経済成長率を考慮し、2011-2014 年の期間については、
 PRJMN2010-2014 による国家経済成長率の数値、すなわち 6.3-7％の間の数値を採用した。 2015-2021 年の経済成長率については、国家電力統合計画（RUKN）2010-2029 草案に記
 載されている数値、つまり年平均 6.9％を採用する。ただし、RUKN2012-2031 草案では経
 済成長はさらに高率になると予測されている。このように経済成長率の推定について違い
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 があることで、RUPTLの電力需要予測はRUKN2012-2031 草案に比べて、特に 2016 年以
 降は低いものとなっている。このことは、経済成長の支援計画の中では、電力供給はPLNだけでなく、他の事業体によってもまかなわれることからも当然のことである 6
 。以上のこ
 とから、このRUPTLで用いている経済成長予測を、以下の表 5.2 に示す。
 表 5.2 インドネシアの経済成長仮定 地域 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021
 インドネシア 6,5 6,5 7,0 7,0 6,9 6,9 6,9 6,9 6,9 6,9 6,9
 ジャワ‐バリ 6,1 6,3 7,0 7,2 6,7 6,7 6,7 6,7 6,7 6,7, 6,7
 ジャワ‐バリ以外 6,8 6,9 7,4 7,7 7,3 7,3 7,3 7,3 7,3 7,3 7,3
 5.2.2 人口増加 2010 年人口センサスによると、インドネシアの 2010 年の人口は 2 億 3760 万人で、世帯数
 は 6120 万世帯である。一方、2021 年までの人口増加率については、中央統計局が 2012年 8 月に発行したインドネシア統計の数値を用いる。 表 5.3 は、今後 10 年間の人口増加率をジャワ・バリとその他の地域に分けて示したもので
 ある。
 表 5.3 人口増加率（％） 年 インドネシア ジャワ‐バリ ジャワ‐バリ以外
 2011 1,6 1,3 2,0
 2012 1,6 1,3 2,0
 2013 1,6 1,3 2,0
 2014 1,6 1,3 2,0
 2015 1,6 1,3 2,0
 2016 1,6 1,3 2,1
 2017 1,6 1,3 2,1
 2018 1,6 1,3 2,1
 2019 1,6 1,3 2,1
 2020 1,6 1,3 2,1
 2021 1,7 1,3 2,1
 出所：BPS インドネシア統計、2012 年 8 月 5.3 2012-2021 年の電力需要予測 5.2 では前提条件を述べたが、続いて電力需要の予測結果を下記の表 5.4 に示す。この表に
 6 その他の事業体とは例えば、自家発電を所有している工業部門や、特定の工業地域に独占的に電力を供
 給する民間の発電所である。

Page 75
                        

9
 よると、2021 年の電力エネルギー需要は 358TWh で、年平均 8.65％の増加率となってい
 る。一方、2020 年の合計最大需要は 61,750MW となり、年平均の増加率は 8.5％となる。
 表 5.4 2012-2021 年の経済成長率、電力需要予測、最大需要
 年 経済成長率
 %
 販売
 TWh
 合計最大需要
 （ i id t）
 2012 6,5 172,3 30.237
 2013 7,2 187,8 32.770
 2014 7,4 205,8 35.872
 2015 6,9 225,1 39.209
 2016 6,9 246,2 42.796
 2017 6,9 266,8 46.291
 2018 6,9 287,3 49.891
 2019 6,9 309,4 53.611
 2020 6,9 333,0 57.606
 2021 6,9 358,3 61.752
 2012 年の利用者数は 4820 万件であった。今後は年平均 250 万件の増加し、2021 年には
 7060 万件に達すると予想されている。この利用者増加で、電化率は 2012 年の 74.4％から
 2021 年には 92.3％に上昇する。人口、利用者数の増加、電化率を表 5.5 に示す。
 表 5.5 2012-2021 年の人口、経済成長、電化率の予測
 年 人口 百万 利用者 百万 電化率%) RUKN08-27
 電化率
 RUKN 12-31 草案
 電化率
 2011 241,4 45,6 71,8 73,0
 2012 245,1 48,2 74,4 75,3
 2013 249,0 51,3 77,7 77,7
 2014 253,0 54,3 80,7 80,0
 2015 257,0 57,1 83,3 79,2 83,2
 2016 261,1 59,6 85,3 86,4 2017 265,4 62,0 87,1 89,6
 2018 269,7 64,3 88,6 92,8
 2019 274,1 66,5 90,0 96,0
 2020 278,6 68,7 91,2 90,4 99,2
 2021 283,2 70,6 92,3 99,3
 RUKN2008-2027 による政府目標と比較すると、RUPTL における 2015 年の電化率は
 RUKN よりわずかに高く（0.3％）見積もられている。表 5.6 を参照のこと。
 表 5.6 電力需要と増加率、電化率の予測 内容 単位 2011* 2012** 2014** 2016 2018 2020 2021
 1. エネルギー需要 Twh
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 - インドネシア 156,3 172,3 205,8 246,2 287,3 333,0 358,3
 - ジャワ‐バリ 120,8 132,4 156,4 185,8 212,6 242,9 259,4
 - インドネシア東部 12,5 14,2 18,1 22,4 28,4 33,7 36,7
 - インドネシア西部 22,9 25,7 31,3 38,1 46,3 56,4 62,2
 2. 成長率 %
 - インドネシア 7,3 10,2 9,6 9,4 7,7 7,6 7,6
 - ジャワ‐バリ 6,5 9,6 9,0 9,0 7,0 6,8 6,8
 - インドネシア東部 11,0 13,3 12,9 11,3 8,9 8,8 8,9
 - インドネシア西部 9,4 12,0 10,4 10,3 10,3 10,1 10,2
 3. 電化率 %
 - インドネシア 71,8 74,4 85,3 88,6 88,6 91,2 92,3
 - ジャワ‐バリ 74,0 75,9 80,4 86,6 86,6 89,5 90,9
 - インドネシア東部 61,2 65,5 78,1 89,9 89,9 92,5 93,6
 - インドネシア西部 73,5 76,6 83,6 93,0 93,0 94,8 95,2
 *実績 **推定 2012-2021 年の電力需要予測を表 5.6 と図 5.1 で示した。ジャワ・バリ系統における
 2012-2021 年の電力需要は、2012 年の 132.4TWh から 2021 年には 259.4TWh に増加し、
 年平均 7.9％増と予測されている。インドネシア東部地域では同期間に、14.2TWh から
 36.7TWh になり、年平均 11.4％増加する。インドネシア西部地域は 2012 年の 25.7TWhから 2021 年には 62.2TWh となり、年平均 10.5％増加する見込み。
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 図 5.1 2012 と 2021 年の PLN の電力販売量予測
 利用者グループごとの電力販売予測は図 5.2 のとおりである。この図によると、ジャワ・バ
 リ系統では工業部門の利用者グループが最も多く、全販売量の 39％を占めている。一方、
 インドネシア東部と西部地域では、工業部門の利用者の割合がかなり少なく、それぞれ 15％、
 17％である。2021 年までは一般家庭がまだ多勢を占め、インドネシア東部地域では 55％、
 西部地域では 56％である。
 図 5.2 2012-2021 年の PLN の電力販売予測
 インドネシア
 工業
 公共 商業
 一般家庭
 ジャワ・バリ
 工業
 公共 商業
 一般家庭
 インドネシア西部
 工業
 公共 商業
 一般家庭
 インドネシア東部
 工業
 公共 商業
 一般家庭
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 RUPTL2012-2021 における 2017 年までの販売予測は、RUKN2012-2031 草案とほぼ同水
 準だが、2018 年から 2021 年は図 5．3 で示したように、RUKN2012-2021 草案や
 RUKN2008-2027 に比べて低く設定されている。
 図 5.3 RUPTL と RUKN の電力販売予測の比較
 5.4 発電所の開発計画 5.4.1 候補となる発電所のカテゴリー インドネシア西部・東部地域 インドネシア西部・東部地域で発電所増設のシュミレーションに盛り込まれた発電所の候
 補は、発電システムの種類によってさまざまである。例えばスマトラ系統での石炭火力発
 電所の候補には、100MW、200MW、300MW、400MW があり、最大需要に対応するガス
 発電所は 100MW である。カリマンタンとスマトラの両系統では、石炭火力発電所の候補
 は 25MW、50MW、100MW で、最大需要に対応するガス発電所が 25～30MW と 50MWとなっている。その他の系統ではより小規模な発電所が候補に挙がっている。 ジャワ・バリ系統 ジャワ・バリ系統の開発計画で検討されている発電所候補は、1,000MW級のウルトラ超臨
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 界石炭火力発電所と超臨界石炭火力発電所 600MW、天然ガス火力発電所 750MW、最大需
 要に対応する石油燃料ガス発電所 200MW、揚水式発電所 250MWである 7
 。その他に地熱
 発電所は 55MWと 110MW、および水力発電所も挙がっている。加圧水型の原子力発電所
 1,000MWも発電所開発の最適化モデルのなかで候補とされている。
 ジャワ・バリにおける石炭火力発電所の規模を 1 ユニット当たり 1,000MWとすることにつ
 いては、効率性の検討 8
 燃料の仮定価格を表 5.7 に示す。
 とピーク需要がすでに 2 万 5,000MWを超えていることに基づき、
 決定した。
 表 5.7 燃料の仮定価格
 一次エネルギー種類 価格 カロリー値
 石炭 - 亜歴青炭 USD 80/Ton 5.100 kcal/kg
 石炭 –亜炭 USD 50/Ton 4.200 kcal/kg
 石炭 - 炭鉱口の亜炭 USD 35/Ton 4.200 kcal/kg
 天然ガス USD 6/MMBTU 252.000 kcal/Mscf
 LNG USD 16/MMBTU 252.000 kcal/Mscf
 HSD*) USD 0,78/Liter 9.070 kcal/l
 MFO*) USD 0,62/Liter 9.370 kcal/l
 地熱蒸気 (固定プラントとして実施されるため、計画のシュミレーション結果には影響しない)
 核原料 USD 1400/kg
 *）上記の価格は原油 US$/バレルの価格である。 5.4.2 石炭燃料による発電所の迅速化プログラム（大統領令 2006 年第 71 号、改正 2009年第 59 号） 大統領令 2006 年第 71 号とその改正である同令 2009 年第 59 号により、政府は電源構成の
 改善とインドネシア全体の電力需要を同時に満たすために、PLN に対して石炭燃料による
 10,000MW 分の発電所を建設するよう指示した。このプログラムは、「10,000MW 発電所加
 速化プロジェクト」といわれている。この指示により、PLN は現在、表 5.8 に示した容量、
 および稼動年の発電所の開発を進めている。
 7 チソカン上流揚水式発電の設計を提案している。 8 経済規模の利点を採用し、未臨界発電に比べて効率が非常に高い超臨界ボイラー技術を利用する。
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 表 5.8 10,000MW 発電所加速化プロジェクト （大統領令 2006 年第 71 号、改正 2009 年第 59 号）の 2012 年 9 月時点の状況リスト
 発電所名 容量(MW) 稼動年
 バンテンの火力発電所(ラブアン) 2x300 2009-2010
 西ジャワ北部の火力発電所(インドラマユ) 3x330 2011
 バンテンの火力発電所 1 (スララヤ・ユニット 8) 1x625 2011
 バンテンの火力発電所 3 (ロンタル) 3x315 2011-2012
 西ジャワ南部の火力発電所(プラブハンラトゥ) 3x350 2013
 中部ジャワの火力発電所 1 (レンバン) 2x315 2011
 中部ジャワの火力発電所 2 (アディパラ火力発電所) 1x660 2014
 東ジャワの火力発電所 1 (パチタン) 2x315 2012-2013
 東ジャワの火力発電所 2 (パイトン・ユニット 9) 1x660 2012
 東ジャワの火力発電所 3 (タンジュンアワルアワル) 2x350 2013
 アチェの火力発電所(メウラボ/ナガンラヤ) 2x110 2013
 北スマトラ火力発電所 2 (パンカランスス) 2x220 2014
 リアウの火力発電所 1 (ベンカリス) 2x10 中止
 リアウの火力発電所 （テナヤン） 2x110 2014
 リアウ諸島部の火力発電所 (タンジュンバライ) 2x7 2012-2013
 バンカ・ベリトゥンの火力発電所 4 (ベリトゥン) 2x16,5 2013
 バンカ・ベリトゥンの火力発電所 3 (アイルアニャル) 2x30 2013
 リアウの火力発電所 2 (セラットパンジャン) 2x7 中止
 西カリマンタンの火力発電所 2 (パンタイクラクラ) 2x27,5 2014
 西スマトラの火力発電所 (テルックシリ) 2x112 2013
 ランプンの火力発電所 (タラハンバル) 2x100 2012
 西カリマンタンの火力発電所 1 (パリットバル) 2x50 2014
 東カリマンタンの火力発電所 (カリアンガウ) 2x110 2014
 中部カリマンタンの火力発電所 1 (ピサウ島) 2x60 2014
 南カリマンタンの火力発電所 (アサムアサム) 2x65 2013
 北スラウェシの火力発電所 2 (アムラン) 2x25 2012
 ゴロンタロの火力発電所 2x25 2014
 北マルクの火力発電所(ティドレ) 2x7 2013
 パプアの火力発電所 2 (ジャヤプラ) 2x10 2013
 パプアの火力発電所 1 (ティミカ) 2x7 中止
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 マルクの火力発電所 (アンボン) 2x15 2013-2014
 東南スラウェシの火力発電所 (ケンダリ) 2x10 2012
 南スラウェシの火力発電所(バル) 2x50 2012-2013
 西ヌサトゥンガラの火力発電所 2 (ロンボク) 2x25 2013
 東ヌサトゥンガラの火力発電所 1 (エンデ) 2x7 2013
 東ヌサトゥンガラの火力発電所 2 (クパン) 2x16,5 2013
 西ヌサトゥンガラの火力発電所 1 (ビマ) 2x10 2014
 北スラウェシの火力発電所 1 2x25 2014
 中部カリマンタンの火力発電所 2 2x7 中止
 大統領令 71号プロジェクトのうち 2012年 9月までに完工し、商業稼動を開始したものは、
 ラブアン火力発電所（2×300MW）、スララヤ・ユニット 8（625MW）、インドラマユ（3×330MW）、ロンタル（3×315MW）、レンバン（2×315MW）、パイトン・ユニット 9（660MW）である。インドネシア西部・東部地域では、2012 年 9 月時点で商業生産を開
 始した石炭火力発電所プロジェクトはまだない。 5.4.3 第 2 次発電所加速化プログラム 第 2 次発電所加速化プログラムは、大統領令 2010 年第 4 号と同改正令 2011 年第 48 号、
 およびエネルギー鉱業資源大臣規定 2010 年第 2 号と同改正 2010 年第 15 号、同改正 2012年第 1 号、により制定されたもので、総発電容量は 10,047MW となる。内訳は、石炭火力
 発電所 3,025MW、地熱発電所 4,925MW、ガス化発電所 64MW、ガス発電所 280MW、水
 力発電所 1,735MW である。詳細は表 5.9 のとおり。
 表 5.9 第 2 次発電所加速化プログラムの要約リスト 所有者 単位 水力発電所 ガス発電所 ガス化発電所 地熱発電所 火力発電所 合計
 PLN MW 1.269 280 64 340 1.804 3.757
 IPP MW 484 0 0 4.585 1.221 6.290
 合計 MW 1.753 280 64 4.925 3.025 10.047
 以下の第 2 次発電所加速化プログラムのプロジェクトは中止となった。ムアラタワル・ガ
 ス火力発電所の増設ブロック 3-4、東バリ火力発電所、ダラジャット地熱発電所、サラック
 地熱発電所、セノロ・ガス火力発電所、マソヒ火力発電所、ワインガプ火力発電所、モウ
 トン火力発電所である。このほか、国家予算から資金が拠出されたために、第 2 次発電所
 加速化プログラムから外れたプロジェクトもある。これらはサンピット火力発電所、コタ
 バル火力発電所、ティドレ火力発電所、東カリマンタン・ガス発電所（ピーキング）であ
 る。
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 また、地位を変更したプロジェクトも数件ある。これらは、バンカナイ・ガス火力発電所
 （IPP）からバンカナイ・ガス／ミニガス発電所（PLN）への変更と、小規模な火力発電所
 数カ所のガス化発電への変更である。 再生可能エネルギー発電所、特に水力発電所と地熱発電所のプロジェクトが、第 2 次発電
 所加速化プログラムに加わった。これらは、水力発電所ではラジャマンダラや、ボントバ
 トゥ、マレア、ワンプ、セマンカ、ハサン、ペウサンカン 4、である、一方、追加された地
 熱発電所プロジェクトは、グヌン・エンドゥット、グヌン・チレマイ、スオセキンチャウ、
 ワイラタイ、ダナウラナウ、シンボロンサモシル、シポホロンリアリア、ボンジョル、マ
 タロカの各プロジェクトである。 第 2 次発電所加速化プログラムにおける再生可能エネルギー発電所（地熱発電所と水力発
 電所）の割合は、表 5.9 で示したとおり、66％となった。この伸張は、RUPTL で 2020 年
 までに 12,126MW を達成するというより大きな計画の一環である。第 2 次発電所加速化プ
 ログラムの 10,047MW は、PLN のプロジェクト 3,747MW、IPP プロジェクト 6,290MWから成る。 5.4.4. 大統領令 2005 年第 67 号、同改正令 2010 年第 13 号に基づく政府と民間の提携
 （KPS） 現時点で、国家開発企画庁が発行した KPS2012 の冊子には、7 件の電力プロジェクが盛り
 込まれている。以下の表 5.10 のとおりである。
 表 5.10 国家開発企画庁の KPS2012 に盛り込まれたプロジェクト No プロジェクト名 容量 州 状態 備考
 1 中部ジャワ火力発電所 2x1000 MW 中部ジャワ 電力売買契約済 決算処理プロセス
 ジャンビ火力発電所 2x400 MW ジャンビ 優先 実際はすでに RUPTL 2010-2019 で計画されているた
 3 南スマトラ-9 火力発電所 2x600 MW 南スマトラ 優先 要請済み
 4 南スマトラ-10 火力発電所 1x600 MW 南スマトラ 優先 要請済み
 5 カラマ水力発電所 450 MW 西スラウェシ 優先 未要請
 6 バタントル
 510 MW 北スマトラ 可能性あり 未要請
 7 メランギン 水力発電所 350 MW ジャンビ 可能性あり 要請済み
 特に南タパヌリのバタントルのプロジェクトについて、PLN は 2012 年 10 月末、国家開発
 企画庁に対して KPS2013 から除外するように提案した。
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 5.4.5 炭鉱口石炭火力発電所の開発計画 このRUPTLには、スマトラの石炭鉱山の近くに位置する石炭火力発電所、総容量 7,482 MW 盛り込まれている。炭鉱口石炭火力発電所は、同発電所で利用される低熱量石炭の価格と
 「海岸火力発電所」で利用する石炭との間で価格差があることで、経済性が得られること
 が期待されている。この価格差は、炭鉱口火力発電所のプロジェクト費用が、「海岸火力発
 電所」のそれと比べて高いことと 9
 、炭鉱口火力発電所から需要地に電力を提供するための
 送電投資が必要なことを考慮すると、非常に重要である
 炭鉱口火力発電所の経済的な持続性を保障するために、同発電所用に供給される石炭の価
 格を国際市場価格に連動させないようにする政府の政策が必要である。 PLN は、同発電所に供給される石炭の価格を、コストに手数料を上乗せした「コストプラ
 ス」に基づいて設定するように提案している。
 9 炭鉱口火力発電所はボイラーのサイズがより大きく、冷却システムには「冷却塔」が必要となる。
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 5.4.6 発電容量の増強計画（インドネシア全体） インドネシア全体の発電容量の増強計画を表 5.11 に示した。この容量には大規模系統（相
 互接続）で計画された発電所だけでなく、第 1 次と 2 次発電所開発加速化プログラムも含
 まれている。
 表 5.11 インドネシア全体で増強が必要な発電所の容量（MW） 年 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 合計
 PLN 火力発電所 2.617 3.050 2.262 1.425 1.004 1.227 3.303 1.130 1.110 2.000 19.128
 地熱発電所 110 5 7 57 75 110 5 40 300 0 710
 ガス火力発電所 740 70 40 500 250 0 0 0 0 750 2.350
 ガス・ミニガス
 244 330 652 1.963 138 125 181 180 30 85 3.928
 ディーゼル発電
 4 4 3 8 3 1 9 9 5 3 49
 マイクロ水力発
 4 17 35 7 8 4.5 5.4 2 2 0 86
 水力発電所 0 20 0 10 443 454 77 126 482 183 1.795
 太陽光発電所 0 0 0 0 0 1040 0 0 450 450 1.940
 その他の発電所 0 20 55 17 7 13 15 6 0 0 132
 合計 3.719 3.516 3.055 3.988 1.929 2.974 3.595 1.494 2.379 3.471 30.119
 IPP 0
 火力発電所 1.687 48 443 774 3.703 4.425 3.910 1.500 1.840 240 18.569
 地熱発電所 0 0 55 130 585 1.265 1.255 1.548 745 55 5.638
 ガス火力発電所 0 90 50 50 0 0 0 0 0 0 190
 ガス・ミニガス
 60 82 0 0 0 6 0 0 0 0 148
 ディーゼル発電
 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
 マイクロ水力発
 14 141 114 194 23 1 1 0 0 0 489
 水力発電所 130 65 0 68 103 240 583 810 0 0 1.999
 太陽光発電所 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
 その他の発電所 0 5 90 0 0 3 0 0 0 0 98 合計 1.891 431 7.521 1.216 4.414 5.940 5.749 3.858 2.585 295 27.131
 PLN+IPP 0
 火力発電所 4.304 3.098 2.705 2.199 4.706 5.652 7.213 2.630 2.950 2.240 37.697
 地熱発電所 110 5 63 188 660 1.375 1.260 1.588 1.045 55 6.348
 ガス火力発電所 740 160 90 550 250 0 0 0 0 750 2.540
 ガス・ミニガス
 304 412 652 1.963 138 131 181 180 30 85 4076
 ディーゼル発電
 4 4 4 8 3 1 9 10 5 3 49
 マイクロ水力発
 18 158 150 201 32 6 6 2 2 0 575
 水力発電所 130 85 0 78 546 694 660 936 482 183 3.795
 太陽光発電所 0 0 0 0 0 1.040 0 0 450 450 1.940
 その他の発電所 0 25 145 17 7 15 15 6 0 0 230
 合計 5.610 3.947 3.807 5.203 6.342 8.914 9.344 5.352 4.964 3.766 57.250
 表 5.11 から、以下の点が指摘できる。 －今後 10 年間（2012-2021 年）の発電容量の増強分は、インドネシア全体で 57.3GW、年
 平均の追加分は 5.7GW に上る。
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 －上記の容量のうち、PLN は 29.5GW、あるいは全体の追加分の 51.5％の建設を担う。民
 間の参加分は 27.8GW、48.4％と計画されている。 －種類別では、石炭火力発電所が今後建設される発電所の大多数となり、容量は合わせて
 37.7GW、全体の 65.9％を占める。一方、ガス火力発電所は容量 2.5GW、4.4％である、
 再生エネルギーについては、地熱が最大の 6.3GWで全体の 11.1％、続いて水力が 5.7GW、
 10.0％である。 5.4.7 インドネシア西部・東部運営地域における発電容量の増強 PLN のインドネシア西部・東部運営地域は、５つの相互接続系統に分かれている。これら
 は、（１）スマトラ系統、（２）西カリマンタン系統、（３）南・中部・東カリマンタン系統、
 （４）北スラウェシ系統、（５）南スラウェシ系統、である。 これらの相互接続系統のほかに、比較的大規模で最大需要が 50MW 以上の独立系統が現時
 点で４つある。これらは、バンカ、ロンボク、タンジュンピナン、パルである。最大需要
 が 10MW 以上の独立系統は、ジャヤプラ、ソロン、アンボン、テルナテ、クパン、スンバ
 ワ、ビマ、ルウック、ゴロンタロ、ケンダリ、コラカ、バウバウ、ボンタン、サンピット、
 パンカランブン、シンタン、クタパン、ブリトゥン、レンガット、タンジュンバライカリ
 ムン、スンガイペヌ、タケンゴン、メウラボ、である。 インドネシア西部・東部運営地域における発電力増強の概要 2021 年までの電力需要を賄うために、インドネシア西部地域では 15,299MW、東部地域で
 は 9,364MW の発電力増強が必要である。これは表 5.12 および 5.13 に示したとおり、確約
 済みのプロジェクトや、進行中のものも含まれる。 表 5.12 によると、インドネシア西部地域における 2021 年までの発電所開発では、PLN は
 7.4GW（48.1％）を担う。残りは IPP によるプロジェクトで、7.9GW（51.8％）である。
 一方、表 5.13 のインドネシア東部地域における 2021 年までの発電所開発では、PLN が
 5.3GW（57.0％）を手がける。残りは IPP のプロジェクトで、4.0GW（42.0％）と、PLNに比べて小さい。 地熱発電所は西部・東部地域で合計 3,523MW と、かなりの規模が計画されている。水力発
 電所も同様に 3,845MW と大きな割合を占めている。これは、再生可能エネルギーを推進す
 る政府の政策に即したものである。
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 RUPTL2012-2021 で計画されているその他の再生可能エネルギーは、規模が比較的小さい
 風力発電所と太陽光発電所である。 総容量 510MW のバタントル水力発電所は、民間投資家に提案された未要請（unsolicited）プロジェクトであり、すでにスマトラ系統の設備予備力に組み入れられている。まだ完備
 が必要であるものの、投資家がすでに事業化調査報告を提出しているためである。バタン
 トル水力発電所は、スマトラの需要ピークに対応するピーキング発電所として設計されて
 いる。
 表 5.12 インドネシア西部地域の発電所需要（MW） 年 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 合計
 PLN
 火力発電所 207 581 889 1.079 415 917 917 50 60 0 5.115
 地熱発電所 110 0 0 55 55 110 0 0 220 0 550
 ガス火力発電
 0 70 40 0 0 0 0 0 0 0 110
 ガス・ミニガ
 244 204 470 520 0 0 10 120 10 0 1.578
 ディーゼル発
 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
 マイクロ水力
 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
 水力発電所 0 0.2 0 0 262 141 0 61 98 0 562
 その他の発電
 0 20 25 6 0 6 4 6 0 0 67
 合計 56 875 1.424 1.660 732 1.174 931 237 388 0 7.982
 続き
 年 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 合計
 IPP 0
 火力発電所 12 28 44 527 562 0 1.200 400 465 65 3.304
 地熱発電所 0 0 0 110 275 825 570 415 330 0 2.525
 ガス火力発電
 0 30 50 50 0 0 0 0 0 0 130
 ガス・ミニガ
 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
 ディーゼル発
 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
 マイクロ水力
 4.2 45 54 91 0 0 0 0 0 0 195
 水力発電所 0 0 0 68 56 40 433 510 0 0 1.107
 その他の発電
 0 5 0 0 0 0 0 0 0 0 5 合計 16 108 148 847 893 865 220 132 795 65 7266
 PLN+IPP 0
 火力発電所 219 609 933 1.606 977 917 2.117 450 525 65 8.419
 地熱発電所 110 0 0 165 330 935 570 415 550 0 3.075
 ガス火力発電
 0 100 90 50 0 0 0 0 0 0 240
 ガス・ミニガ
 244 204 470 520 0 0 10 120 10 0 1.578
 ディーゼル発
 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
 マイクロ水力
 4 45 55 91 0 0 0 0 0 0 195
 水力発電所 0 0.2 0 68 318 181 433 571 98 0 1.670
 その他の発電
 0 25 25 6 0 6 4 6 0 0 72
 合計 577 983 1.572 2.507 1.625 2.039 3.134 1.562 1.183 65 15.248
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 表 5.13 インドネシア東部地域の発電所需要（MW） 年 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 合計
 PLN
 火力発電所 145 404 713 346 274 310 386 80 50 0 2.708
 地熱発電所 0 5 7 3 20 0 5 40 80 0 160
 ガス火力発電
 0
 ガス・ミニガス
 0 126 182 443 138 125 171 60 20 85 1.350
 ディーゼル発
 4 4 3 8 3 1 9 10 5 3 49
 マイクロ水力
 4 17 35 7 9 4 5 2 2 0 86
 水力発電所 0 20 0 10 71 114 77 65 384 183 924
 その他の発電
 0 0 27 8 7 7 11 0 0 0 59
 合計 152 576 968 825 522 561 664 257 541 271 5.337
 IPP 0
 火力発電所 200 20 19 246 915 265 250 100 375 175 2.565
 地熱発電所 0 0 0 20 15 50 60 78 30 0 253
 ガス火力発電
 0 60 0 0 0 0 0 0 0 0 60
 ガス・ミニガス
 60 82 0 0 0 6 0 0 0 0 148
 ディーゼル発
 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
 マイクロ水力
 10 38 29 23 11 1 1 0 0 0 113
 水力発電所 130 65 0 0 0 200 150 300 0 0 845
 その他の発電
 0 0 40 0 0 3 0 0 0 0 43
 合計 400 266 88 289 941 525 461 478 405 175 4.027
 PLN+IPP 0
 火力発電所 345 424 732 592 1.189 575 636 180 425 175 5.273
 地熱発電所 0 5 8 23 35 50 65 118 110 0 413
 ガス火力発電
 0 60 0 0 0 0 0 0 0 0 60
 ガス・ミニガス
 60 208 182 443 138 131 171 60 20 85 1.498
 続き
 年 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 合計
 ディーゼル発
 4 4 4 8 3 1 9 10 5 3 49
 マイクロ水力
 14 56 65 30 20 6 6 2 2 0 200
 水力発電所 130 85 0 10 71 314 227 365 384 183 1.769
 その他の発電
 0 0 67 8 7 10 11 0 0 0 102
 合計 553 842 1.056 1.113 1.463 1.086 1.125 735 946 446 9.364
 設備予備力 相互接続の 5 系統と独立系統の設備予備力は、添付資料 A と B に示されている。 戦略的プロジェクト インドネシア東部・西部地域における戦略的電力プロジェクトは以下のとおり。 ‐電力供給が不足している地域が多いことと、石油燃料の使用量削減という点を考慮した
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 大統領令 71 号による発電所プロジェクト。 ‐電力売買契約（PPA）および建設の許可を取得した IPP によるプロジェクト。 ‐スマトラとスラウェシ、マルク、パプアで、該当地域における電力供給の柱となる地熱
 発電と水力発電のプロジェクト。 ‐CNG 貯蔵設備を備えたバンカナイ・ガス発電所 280MW。この発電所はピーキング発電
 所として運営される。東カリマンタンと南スラウェシのピーキング・ガス発電所。 ‐ワメナのバリエム水力発電所 50MW。この発電所は、これまで PLN が電力を提供してい
 なかったワメナ県とパプア山岳地帯の新たな 7 県の電化のために建設される。 ‐最大需要時の電力供給のためのミニ LNG／CNG、およびインドネシア東部地域各地での
 小規模発電所。 ‐アサハン水力発電所Ⅲ、174MW は 2016 年の稼動が計画されているが、北スマトラの電
 源構成を改善するために非常に戦略的である。 ‐ジャンビ州のメランギン水力発電所。この発電所はスマトラ系統の需要を満たすことと
 合わせて、基本生産コストの削減に貢献する。 ‐南スマトラの炭鉱口石炭火力発電所は規模が大きく、スマトラでの相互接続のほかに、
 500kV の高圧直流でジャワに送電する。 ‐スマトラのピーカー発電所。これは既存のガス燃料の有効活用につながる。 5.4.8 ジャワ･バリでの発電力増強 発電所増強の概要 表 5.14 は、ジャワ・バリ系統で 2012-2021 年に必要とされる発電所の能力と種類を示して
 いる。 表 5.14 のポイントは以下のとおり。 ‐2012-2021 年にジャワ・バリで増強される発電容量は 32.6GW で、年平均では 3.3GW の
 増加に達する。これには、各地に広がる小規模なマイクロ水力発電所 180MW と風力発
 電所 50MW が含まれる ‐このうち、PLN は 16.8GW、増強分の総容量の 51％を担う。民間の参加は 15.8GW で、
 49％を占める。 ‐石炭火力発電所が種類別では最も大きな割合を占め、24.0GW、73.6％に達する。ガス火
 力発電所がこれに続き、発電容量は 2.2GW で 6.9％、ガス発電所が同 1GW で 3.1％を占
 める。一方、再生可能エネルギーについては、特に地熱発電所が 2.9GW で 8.8％、次い
 で水力発電所／マイクロ水力発電所／揚水式発電所が 2.5GW で 7.6％、その他の発電所
 が 0.05GW で 0.2％となっている。
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 表 5.14 ジャワ・バリ系統の発電増強計画（MW）
 年 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 合計
 PLN
 火力発電所 2.265 2.065 660 315 2.000 1.000 1.000 2.000 11.305
 地熱発電所 0
 ガス火力発電
 740 500 250 750 2.240
 ガス・ミニガ
 1.000 1.000
 マイクロ水力
 0
 水力発電所 110 199 309
 太陽光発電所 1.040 450 450 1.940
 その他の発電
 3 3 6
 合計 3.005 2.065 663 1.503 675 1.239 2.000 1.000 1.450 3.200 16.800
 IPP 0
 火力発電所 1.475 380 2.225 4.160 2.460 1.000 1.000 12.700
 地熱発電所 55 295 390 625 1.055 385 55 2.860
 ガス火力発電
 0
 ガス・ミニガ
 0
 マイクロ水力
 57 31 80 12 180.354
 水力発電所 47 47
 太陽光発電所 0
 その他の発電
 50 50
 合計 1.475 57 516 80.034 2.579 4.550 3.085 2.055 1.385 55 15.837.354
 PLN+IPP 0
 火力発電所 3.740 2.065 1.040 0 2.540 4.160 4.460 2.000 2.000 2.000 24.005
 地熱発電所 0 0 55 0 295 390 625 1.055 385 55 2.860
 ガス火力発電
 740 0 0 500 250 0 0 0 0 750 2.240
 ガス・ミニガ
 0 0 0 1.000 0 0 0 0 0 0 1.000
 マイクロ水力
 0 57 31 80.034 12 0 0 0 0 0 180
 水力発電所 0 0 0 0 157 199 0 0 0 0 356
 太陽光発電所 0 0 0 0 0 1.040 0 0 450 450 1.940
 その他の発電
 0 0 53 3 0 0 0 0 0 0 56
 合計 4.480 2.122 1.179 1.583.034 3.254 5.789 5.085 3055 2.835 3.255 32.637
 設備予備力 ジャワ・バリ系統の設備予備力を添付資料 C に示す。 2015 年には予備率は 20％に低下する。RUPTL の中で 2015 年の稼動が計画されている大
 規模発電プロジェクトのいくつかが遅れる見通しとなっているためである。これらは、PLNのプロジェクトではチソカン川上流の揚水式発電所 1,000MW と、ロンタル火力発電所ユニ
 ット 4、660MW である。また IPP の火力発電所プロジェクトでは、チレボン・ユニット 2、660MW、チラチャップ・ユニット 3、600MW、マドゥラ 2×200MW、および地熱発電所
 がカモジャン、ワヤンウィンドゥ、カラハ、ディエン、タンクバンプラフでの計 350 MW である。
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 予備率を 2015 年に最低でも 25％に引き上げるために、PLNは約 1,500MWの発電容量を早
 急に増強するよう努めている。早期に実行可能な発電所の種類は、ガス発電所やガス火力
 発電所などのガスを燃料とする発電所であることを考慮し、RUPTL2011- 2020 で計画さ
 れたガス発電所 800MW、ガス火力発電所 750MWの建設を早める 10
 。ガス発電所ではムア
 ラカランに建設される 400MWと、LNGで運営するペサンガランの 150MW、CNGで運営
 するグラティの 300MWである。PLNには、グラティ・ガス発電所からガス供給がより安定
 している他の場所のガス発電所に変更するという選択肢もある。PLNはまた、ムアラタワ
 ル・ブロック 3-4 に排熱回収ボイラ（HRSD）と蒸気タービン（ST）2×250MWを増設す
 るプロジェクトを見直している最中である。ムアラタワルにガスを供給するために、ジャ
 カルタの浮体式生産貯蔵設備（FSRU）へのパイプラインとSSWJ （サウススマトラ・ウ
 エストジャワ）Ⅱパイプラインを接続する建設計画があるためである。
 一方、グレシクではすでにあるガス田からの供給を受けてガス火力発電所ブロック１、
 750MW が建設されるが、設備利用率が低いために新たにガス供給を増やす必要がある。
 PLN はチェプ・ブロックからガスの割り当てを得られることを期待している。 この RUPTL では、いくつかのプロジェクトでユニットサイズに変更が生じている。これ
 らのプロジェクトは以下のとおり。 －ジャワ 1 火力発電所は当初は 1×660MW だったが、1×1,000MW に変更する。この火力
 発電所は IPP または PLN のプロジェクトとして実施されうる。IPP プロジェクトとして
 実施される場合、このプロジェクトはすでに稼動している IPP の火力発電所の拡張とな
 る。これは、電力総局長規定 2012 年第 50 号が発令されたことで可能となった。同規定
 では、採用する技術がより効率的で、環境にもやさしく、現地の電力供給システムの必
 要性にマッチしている場合、発電所の拡張はすでに稼動している発電所の容量を上回る
 ことを認めている。このユニット・サイズの変更により、商業稼動は 2017 年にずれ込む
 見込みである。 －中部ジャワ火力発電所は当初は 2×1,000MW だったが、電力売買契約に合わせて 2×
 950MW に変更する。決算処理は当初の計画よりも 12 カ月遅れる見込みで、商業稼動は
 そのために 2017-2018 年に遅延するとみられている。 －バンテン火力発電所は当初は 1×660MW だったが、電力売買契約に合わせて 1×625MWに変更する。
 －ロンタル火力発電所ユニット 4 は、当初は 1×660MWだったが、1×315MWに変更する。
 この変更は、プロジェクトをより早期に実行するためである。PLNのEPCプロジェクト
 10 ただし、2017-2019 年の予定である。

Page 91
                        

25
 は、発電力が 660MWの場合は技術的な問題や 11
 －ジャワ 5 ガス火力発電所は、当初は各 750MW が 2 ブロックだったが、ガス供給に制限
 があるために 1 ブロックに変更する。ここのガス火力発電所は 2015/2016 年の稼動初期
 はグレシクにある既存のガスを利用する。PLN は 2017 年以降は同発電所にチェプ・ブ
 ロックからガスの割り当てが得られることを期待している。PLN が得た情報によると、
 チェプ・ブロックのガス生産量は 19mmscfd に上るが、すべてのガスが電力部門に割り
 当てられるわけではない。場所は当初はトゥバン／チェプ地域の計画だったが、グレシ
 ク／スラバヤ地域のその他のガス需要者に供給するというプルタミナ／エクソンモービ
 ルの計画に合わせて、グレシク発電所コンプレックスに移す。
 、より広い用地（38 ヘクタール）や石
 炭ヤードや防波堤、取水路、排水路などの新たな設備が必要となる、などの障害が生じ
 る。315MWクラスの発電力に変更すれば、すでにある用地や設備を利用することが可能
 で、プロジェクトも早期に完工する。ただし完工は 2016 年で変更はない。
 －パトゥハ地熱発電所は当初の 3×60MW から、電力売買契約に合わせて 3×55MW に変
 更する。 ユニットサイズを変更したプロジェクトのほかに、今回の RUPTL では以前の RUPTL に
 は盛り込まれていなかった新規のプロジェクトもある。これらは、 －ジャワ 4 火力発電所、発電容量 2×1,000MW は、2019-2020 年の電力需要を満たすため
 に、PLN または IPP のプロジェクトとして実施される、IPP プロジェクトとして実施さ
 れる場合、同発電所はすでに稼動している IPP の拡張となるか、BLT（Build Lease Transfer）方式、または官民パートナーシップ（PPP）方式となるであろう。
 －ジャワ 6 火力発電所、2021 年に発電容量 2×1,000MW。 －ジャワ 7 ガス火力発電所、発電容量 1×750MW。ガス田（LNG ではない）からの供給が
 得られれば、2021 年には中位の電力需要を担う。 －サマス風力発電所（50MW）。場所はジョグジャカルタに位置し、ある民間企業からの未
 要請（unsolicited）提案である。 RUPTL2011-2020 で計画されていたもうひとつの火力発電所計画は、ジャワ 3 火力発電所
 である。同発電所は、PT TJPC が開発するタンジュンジャティ A の IPP 火力発電所に割り
 当てられるか、または IPP か PLN の新規の火力発電所として建設されることになる。 RUPTL から除外された発電所は、グリンドゥル水力発電所（揚水式）ユニット 1-2、500MWで、理由はプロジェクトの完工が 2021 年以降となるためである。
 11 600MW クラスの火力発電所の場合、高い排煙筒が必要となるが、同地はスカルノハッ
 タ空港の航路上に位置しているために設置は不可能である。
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 戦略的プロジェクト ジャワ・バリ系統における戦略的プロジェクトは以下のとおり。 ‐IPP の中部ジャワ・火力発電所（2×950MW）。このプロジェクトは 2017 年と 2018 年
 に必要なもので、大統領令 2005 年第 67 号、その後改正された同 2010 年第 13 号による
 政府と民間の提携スキーム（KPS）を利用した初の電力プロジェクトであり、非常に戦
 略性が高い。 ‐インドラマユ火力発電所（2×1,000MW）。同プロジェクトは 2018/2020年に必要となり、
 ジャボデタベックの需要中心地に比較的近いことから、非常に戦略的である。同プロジ
 ェクトは地方政府からの認可が不透明という問題に直面していることから、PLN にはボ
 ジョネガラに位置するジャワ 6 火力発電所の計画を 2021 年から 2018 年に前倒しすると
 いう選択肢もある。地方政府の認可が確定した後に、PLN はこの選択肢の決定を行なう。 ‐チソカン上流揚水式発電所（1,040MW）。運営コストを最小限に抑えて電力システムに多
 くの利点をもたらすプロジェクトとして、非常に戦略的である。最大需要のための発電
 所としての機能や、周波数の調整、運転予備率、基本需要用の発電設備の改善、系統内
 の負荷率の改善などの機能を備える。 ‐南スマトラの炭鉱口火力発電所とスマトラ～ジャワ間の 500kV 高圧送電で、容量は
 3,000MW。同プロジェクトはジャワの電力需要に対応し、南スマトラの低品質石炭を利
 用することで、経済的に非常に戦略的である。このプロジェクトは、スマトラの需要が
 全面的に満たされ、予備率が十分な場合のみ実行される。また、ジャワ島ではすでに大
 規模な石炭火力発電所の用地確保が困難なことから、選択された側面もある。 ‐ブカシ火力発電所 2×1,000MW（2018／2019）。場所がジャカルタに近く、短距離の高
 圧送電線でジャカルタの需要中心地に供給できることから、非常に戦略的である。500kVの電圧を維持することが可能であり、ムアラカランやプリオク、ムアラタワルでの石油
 燃料と LNG の使用削減にもつながる。 ジャワ・バリ系統の地域バランス 地域ごとの設備予備率は現在、表 5.15 で示したとおり、ジャワの西部と中部、東部・バリ
 の地域間で大きな差がある。そのため、地域間のバランスを取るために PLN がジャワ西部
 を新規の発電所プロジェクトの地域として計画することは、十分に理解が得られるであろ
 う。
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 表 5.15 2011 年のジャワ・バリ系統の地域バランス
 地域バランス ジャワ西部 ジャワ中部 ジャワ東部とバリ
 設備容量 (MW) 14.661 4.810 6.901
 最大需要 (MW) 12.638 3.021 4.758
 予備率 (%) 16,0 59,2 45,0
 新規の発電所の候補地としては、ブカシ、インドラマユ、チレボン、バンテン、ロンタル、
 ムアラカランである。 ジャワ・バリ系統の設備予備力と発電所計画については、添付資料 C1.2 に詳細を記載して
 いる。 5.4.9 民間電力の参加 表 5.16 と 5.17、および 5.18 で示した発電所プロジェクトは、民間が実施する、または民
 間の実施を想定している発電プロジェクトである、この状況と想定から、インドネシアで
 は、電力供給分野における民間の参加が今後 10 年間で非常に大きくなり、設備容量全体の
 約 37％に達する。 表 5.16 と 5.17、5.18 の中で、「進行中」と記されているのは、すでに資金を獲得し、建設
 段階に入った IPP プロジェクトのことで、一方「確約済み」のカテゴリーにある IPP プロ
 ジェクトは、すでに電力売買契約（PPA）を締結しているか、PLN と基本合意書（LOI）を交わしているプロジェクトである。このほかにも第 2 次発電所加速化プログラムや官民
 提携プログラムにおける IPPプロジェクトとして政府から認定されているプロジェクトも、
 「確約済み」の IPP プロジェクトに分類されている。 表 5.16、5.17、5.18 以外の発電所プロジェクトについては、PLN のプロジェクト、あるい
 は PLN の実施が想定されているプロジェクトである。
 表 5.16 インドネシア東部地域の IPP プロジェクト・リストと IPP による実施が想定されているプロジェクト
 （訳注：*FTP2=第 2 次発電所加速化プログラム）
 発電所名 容量 (MW) 稼動年
 IPP プロジェクト (進行中＆確約済み)
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 ジェネポントボソワ火力発電所 2x100 2012 センカン・ ガス発電所 Op. Cycle –ユニット 2 1x60 2012 ポソ・エナジー 水力発電所 3x65 2012-2013 セニパ・ガス発電所 2x41 2013 ココック・プティ・マイクロ水力発電所 1x4 2013 ワウォパダ・マイクロ水力発電所 1x4 2013 タルダア 2 マイクロ水力発電所 1x2 2013 モロタブ火力発電所 2x10 2013 タナグロゴット火力発電所 2x7 2014 タルダア 1 マイクロ水力発電所 1x3 2014 スンバワ火力発電所(FTP 2) 2x10 2014-2015 ルウック火力発電所 (FTP 2) 2x10 2015-2016 ナビレ火力発電所(FTP 2) 2x7 2016 ビアク火力発電所(FTP 2) 2x7 2016 アンダイ/モノクワリ火力発電所(FTP 2) 2x7 2016 メラウケ火力発電所(FTP 2) 2x7 2016 ゴロンタロ・エナジー火力発電所 2x6 2015 東カリマンタン火力発電所(MT) 2x2,75 2015 セニパ火力発電所(ST) 1x35 2015 エンバルット火力発電所(拡張) 1x50 2015 バウバウ火力発電所 2x7 2015 北スラウェシ I –ケマ火力発電所 2x25 2015 タワエリ火力発電所(拡張) 2x15 2015 ラヘンドン 5 ＆6 地熱発電所 (FTP 2) 2x20 2015-2017 南カリマンタン 1 火力発電所(FTP 2) 2x100 2016-2017 東カリマンタン 2 火力発電所(FTP 2) 2x100 2016 ジャヤプラ火力発電所 (FTP 2) 2x15 2016 ケンダリ火力発電所(FTP 2) 2x25 2016 コラカ火力発電所 2x10 2016
 続き
 発電所名 容量 (MW) 稼動年
 マムジュ火力発電所 2x25 2016 クラリン/ソロン火力発電所 (FTP 2) 2x15 2016 ジェネポント 2 火力発電所 2x100 2016 ジャイロロ地熱発電所 (FTP 2) 2x5 2016 アタデイ地熱発電所 (FTP 2) 1x5 2016 マタロコ地熱発電所 (FTP 2) 1x5 2018 クパン火力発電所 2x15 2016-2017 マレア水力発電所 (FTP 2) 2x45 2017 ボントバトゥ水力発電所 (FTP 2) 110 2017 ソコリア 地熱発電所 (FTP 2) 3x5 2017-2019 フウ地熱発電所 (FTP 2) 1x20 2017 ソンガワヤウア地熱発電所 (FTP 2) 1x5 2017 マラナマサインギ地熱発電所 (FTP 2) 1x20 2018 ボラ 地熱発電所 (FTP 2) 1x5 2018
 IPP が想定されているプロジェクト 東ヌサトゥンガラ 各地のマイクロ水力発電所 14 2012-2016
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 南スラウェシ各地のマイクロ水力発電所 13 2012-2013 中部スラウェシ各地の マイクロ水力発電所 25 2013-2014 西ヌサトゥンガラ各地のマイクロ水力発電所 28 2013-2015 マルク各地の マイクロ水力発電所 19 2014-2017 北マルク各地の マイクロ水力発電所 5 2014-2015 パプア各地のマイクロ水力発電所 6 2014 ラティ 2 火力発電所 1x5 2014 メラウケ 2 火力発電所 2x7 2016 東ロンボク火力発電所 2x25 2016 南中部カリマンタン 3 火力発電所 2x50 2016 南中部カリマンタン 1 火力発電所 2x100 2017-2018 北スラウェシ 3 火力発電所 2x55 2017-2018 カラマ 水力発電所 (未要請) 3x150 2018-2019 フウ 2 地熱発電所 2x20 2018-2019 マタロカ 3 地熱発電所 1x5 2018 東カリマンタン 3 火力発電所 2x100 2018-2019 ボラプル 地熱発電所 2x20 2019-2020 マタロカ 4 地熱発電所 1x5 2019 ライネア地熱発電所 2x10 2019 ウルンブ 3 地熱発電所 1x5 2019 オカララントゥカ地熱発電所 1x3 2019 ロンボク 3 火力発電所 2x25 2020-2021 南スラウェシ 3/タカラル火力発電所 2x100 2020 ソコリア 4 地熱発電所 1x5 2020 ジャイロロ 2 地熱発電所 1x5 2020 東カリマンタン 4 火力発電所 2x150 2020-2021
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 表 5.17 インドネシア西部地域の IPP プロジェクト・リストと IPP による実施が想定されているプロジェクト 発電所名 容量 (MW) 稼動年
 IPP プロジェクト (進行中＆確約済み) サロラングン 火力発電所 2x6 2012 北スマトラ各地のマイクロ水力発電所 195 2012-2015 グヌン・メガン ST ガス火力発電所 1x30 2013 バトゥラジャ 火力発電所 2x10 2013 ケタパン火力発電所 (IPP) 2x7 2016 ムコムコ 火力発電所 2x4 2013 ニアス火力発電所 (FTP 2) 3x7 2014-2015 ワンプ水力発電所(FTP 2) 45 2015 シンパンアウル水力発電所(FTP 2) 23 2015 セマンカ水力発電所(FTP 2) 56 2016 バンジャルサリ発電所 2x115 2015 ルムットバライ地熱発電所 (fTP 2) 4x55 2015-2016 南スマトラ 5 火力発電所 2x150 2015-2016 ケバンアグン 火力発電所 2x113 2015-2016 南スマトラ 7 火力発電所 2x150 2016 サルラ I 地熱発電所 (FTP 2) 3x110 2106-2017 ウルベル 3 ＆4 地熱発電所(FTP 2) 2x55 2016-2017 ムアララボ地熱発電所 (FTP 2) 2x110 2016-2017 ラジャバサ 地熱発電所 (FTP 2) 2x110 2017 サルラ II 地熱発電所 (FTP 2) 1x110 2017 ハサン 水力発電所 (FTP 2) 40 2017 ペウサンガン 4 水力発電所 (FTP 2) 83 2018 リアウ・クミトラアン 火力発電所 1200 2018 セウラワアガム 地熱発電所(FTP 2) 2x55 2018 ソリックメラピ 地熱発電所(FTP 2) 240 2018 スオセキンチャウ地熱発電所 (FTP 2) 2x110 2018-2019 ランタウダダップ 地熱発電所 (FTP 2) 2x110 2018-2019 バタントゥル水力発電所 (南タパヌリ) 510 2019 グヌンタラン地熱発電所 (FTP 2) 1x20 2019 ジャボイ 地熱発電所 (FTP 2) 7 2019 ワイラタイ 地熱発電所 (FTP 2) 1x55 2019 シプフォロンリアリア 地熱発電所 (FTP 2) 1x55 2019 シンボロンサモシル地熱発電所 (FTP 2) 2x55 2019-2020 ジャンビ火力発電所 (KPS) 2x400 2019-2020 ボンジョル 地熱発電所 (FTP 2) 165 2020 ダナウラナウ地熱発電所 (FTP 2) 1x110 2020 バンカ 1 火力発電所 (FTP 2) 2x65 2020-2021
 IPP が想定されているプロジェクト ベリトゥン 2/タンジュンパンダンガス化発電所 5 2014 タンジュンピナン 1 火力発電所 (ビンタン電力会社) 2x15 2014 ドゥリガス火力発電所 100 2014-2015 レンガット火力発電所 (IPP) 2x7 2015 メランギン水力発電所 350 2018
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 発電所名 容量 (MW) 稼動年
 IPP プロジェクト (進行中＆確約済み) パイトン 3 火力発電所 1x815 2012 チレボン 火力発電所 1x660 2012 チェルカンバワン火力発電所 1x130 + 2x125 2014 バンテン 火力発電所 1x625 2016 チラチャップ 火力発電所 拡張 1x600 2016 マドゥラ火力発電所 (FTP 2) 2x200 2016 南スマトラ 8 炭鉱口 火力発電所 2x600 2016-2017 中部ジャワ火力発電所 2x950 2017-2018 南スマトラ 9 炭鉱口火力発電所 2x600 2018 南スマトラ 10 炭鉱口火力発電所 1x600 2018 パトゥハ 1-2 地熱発電所 (FTP 2) 2x55 2014-2017 カモジャン 5-6 地熱発電所 (FTP 2) 1x30 + 1x60 2016-2019 カラハボダス地熱発電所 (FTP 2) 1x30 + 2x55 2016-2017 ラジャマンダラ水力発電所 (FTP 2) 1x47 2016 チブニ 地熱発電所 (FTP 2) 10 2016 ディエン 地熱発電所 (FTP 2) 1x55 + 1x60 2016 ウンガラン 地熱発電所 (FTP 2) 1x55 2018 ラワダノ地熱発電所 (FTP 2) 1x110 2018 タンクバンプラフ 1 地熱発電所 (FTP 2) 2x55 2018 タンクバンプラフ 2 地熱発電所 (FTP 2) 2x30 2018-2019 ウンブルテルモヨ 地熱発電所 (FTP 2) 1x55 2019 ワヤンウィンドゥ 3-4 地熱発電所 (FTP 2) 2x110 2016-2017 グチ 地熱発電所 (FTP 2) 1x55 2019 イジェン 地熱発電所 (FTP 2) 2x55 2019 ウィリス/ゲベル 地熱発電所 (FTP 2) 3x55 2018-2019 グヌン・チレマイ 地熱発電所 (FTP 2) 2x55 2019 グヌン・エンドゥット地熱発電所 (FTP 2) 1x55 2019 バトゥラデン地熱発電所 (FTP 2) 2x110 2018-2019 イヤンアルゴポロ地熱発電所 (FTP 2) 1x55 2019 タンポマス 地熱発電所 (FTP 2) 1x45 2018 チソロック-チスカラメ 地熱発電所 (FTP 2) 1x50 2017
 IPP が想定されているプロジェクト ジャワ 1 火力発電所 1x1000 2017 ジャワ 3 火力発電所 2x660 2017-2018 ジャワ 4 火力発電所 2x100 2019-2020 ディエン 地熱発電所 2x55 2018-2019 ウンガラン 地熱発電所 1x30 + 1x55 2019 ウンガラン 地熱発電所 1x55 2021 サマス風力発電所 50 2014 パトゥハ地熱発電所 1x55 2018 ベドゥグル地熱発電所 1x10 2017 グヌン・ラウ地熱発電所 3x55 2019-2021 アルジョノウェリラン 地熱発電所 2x55 2019-2020 イヤンアルゴプロ地熱発電所 2x110 2020 チソロック-チスカラメ 地熱発電所 2x55 2018-2019
 表 5.18 ジャワ・バリ地域の IPP プロジェクト・リス
 トと IPP による実施が想定されているプロジェクト
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 5.5 エネルギー・バランスと燃料需要 5.5.1 電源構成の目標 2012-2021 の電源構成 インドネシア全体の一次エネルギー種類別の電力生産構成を示すと、2021 年には石炭が
 60.7％、天然ガス（LNG 含む）が 19.7％、地熱が 11.8％、水力が 6.8％、石油およびその
 他の燃料が 1％となるであろう。表 5.19 および図 5.4 に示したとおりである。
 表 5.19 インドネシア全体の燃料種類に基づく電力生産構成（GWh） No. 燃料タイプ 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021
 1 HSD 22.040 17.126 7.035 3.295 3.455 2.184 2.431 2.819 3.141 3.419 2 MFO 7.082 6.347 5.340 1.226 16 26 40 61 42 42 3 ガス 43.359 46.540 60.558 59.767 54.648 39.113 38.328 37.367 36.891 41.491
 4 LNG 5.636 7.065 16.956 19.914 23.079 32.241 31.233 31.691 35.368 35.604 5 石炭 101.414 118.595 125.394 150.927 170.923 190.494 205.247 218.890 236.196 258.022 6 水力 10.586 10.865 11.133 11.733 13.930 16.818 19.671 22.706 24.988 26.689
 7 太陽光/ハイブ
 4 4 93 93 93 94 94 94 94 94 8 バイオマス 63 63 63 63 63 63 63 63 63 63 9 輸入 - - - 733 727 737 738 227 142 317
 10 地熱 8.946 9.357 9.920 10.940 16.015 24.473 32.252 41.521 45.402 45.421 合計 199.130 215.962 236.492 258.693 282.950 306.244 330.097 355.439 382.345 411.162
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 図 5.4 インドネシア全体の燃料種類に基づく電力生産構成（GWh）
 2012 年から 2012 年までのインドネシア全体の燃料需要を表 5.20 に示す。
 表 5.20 インドネシア全体の燃料需要 No. 燃料タイプ 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021
 1 HSD ( x 10^3 kl) 6.268,9 4.784,5 1.986,9 957,7 1.041,0 625,2 703,5 817,4 898,3 973,3
 2 MFO (x 10^3 kl) 2.787,8 2.826,4 2.347,7 376,9 12,9 22,0 36,1 56,7 37,3 37,3
 3 ガス (bcf) 388,0 406,7 533,6 515,5 465,0 321,1 311,8 303,7 299,1 333,6
 4 LNG (bcf) 46,0 52,9 92,8 121,4 146,1 236,5 229,5 232,2 263,5 265,1
 5 石炭 (10^3 ton) 51.226,3 60.832,4 65.667,2 79.451,9 90.981,1 100.925,9 107.781,1 114.358,1 123.251,2 134.400,4
 6 バ イ オ マ ス (10^3
 49,0 49,0 49,0 49,0 49,0 49,0 49,0 49,0 49,0 49.,0
 5.5.2 ジャワ・バリ系統における電源構成の目標 2012-2021年の燃料種類別の電力供給と燃料需要の計画を、以下の表 5.21と図 5.5に示す。 2012-2021 年の間に石炭の需要は 2 倍以上、天然ガスは約 1.5 倍となるが、一方で石油燃料
 の需要は LNG／CNG が代替するために急減する。 このことは、RUPTL がエネルギーの多様化を進める政府の方針を反映している。つまり、
 輸入 バイオマス 太陽光/ハイブリッド ガス 石炭 地熱 水力
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 石油燃料の使用を減らし、石炭とガスの利用を最大限にすることである。
 表 5.21 ジャワ・バリ系統における燃料別の電力エネルギー生産の構成（GWh） No. 燃料タイプ 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021
 1 HSD 7.655 5.590 1.828 1.004 1.813 419 428 539 650 650
 2 MFO 1.864 1.482 1.482 - - - - - - -
 3 ガス 33.537 35.422 48.227 49.109 43.843 28.829 28.947 28.116 27.638 31.901
 4 LNG 5.636 7.065 12.929 15.041 17.982 27.088 26.435 27.002 30.442 30,.442
 5 石炭 89.601 100.868 100.425 115.322 130.919 148.060 157.044 167.204 179.779 193.795
 6 水力 5.273 5.273 5.273 5.273 5.807 7.000 7.891 7.734 8.425 9.162
 太陽光/風力/水力
 8 地熱 7.953 7.950 8.401 8.886 11.651 15,.172 21.948 29.027 30.371 30.371
 合計 151,.519 163.649 178.652 194.723 212.102 226.655 242.781 259.710 277.393 296.408
 図 5.5 ジャワ・バリ系統における燃料別の電力エネルギー生産の構成（GWh） 表 5.21 によると、2021 年には石炭が他の一次エネルギーを凌駕し、全生産量 296TWh の
 うちの 194TWh（66％）を占める。地熱も 2012 年の 7.9TWh から 2021 年には 30.4TWhと大きく伸び、約 4 倍となる。一方、水力は大きな変化がない。ジャワ・バリ系統では水
 力を開発する潜在性はすでに限界に達しているためである。天然ガス（LNG を含む）によ
 る電力生産は増加し、2021 年には 2012 年の約 1.5 倍となる。
 ガス 石炭 地熱 水力
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 図 5.5 のエネルギー・バランスは、ガスを利用するムアラカラン、プリオク、ムアラタワル
 の各発電を含めた発電所のエネルギー生産量を反映している。この図 5.5 の状況は、4.2 お
 よび添付 C1.4 で説明したように、高い出力で稼動（マストラン）する上記の 3 つのガス燃
 料発電がある電力システムの運営上、必然的である。 これら３つの発電所の高い生産力の影響として、大量のガス供給が必要となるが、現時点
 ではまだこの需要は満たされていない。そのため、表 C1.4.2 で示したように、ガス供給が
 不足すると予測されている。ガス需要が十分満たされない場合、この需要は他の燃料、つ
 まり石油燃料で代替しなければならない。 PLN と IPP が所有する発電所のための燃料の需要予測は、表 5.22 に示したとおりである。
 石炭の需要量は 2021 年まで増加し続ける。これは石炭火力発電所がベース需要を担う発電
 所として計画されているためである。
 表 5.22 ジャワ･バリ系統における燃料需要 No. 燃料タイプ 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021
 1 HSD ( x 10^3 kl) 2.184,4 1.600,5 535,4 281,3 575,7 117,5 126,7 159,9 192,7 192,7
 2 MFO (x 10^3 kl) 462,4 367,6 367,5 - - - - - - -
 3 ガス (bcf) 295,1 308,4 424,3 429,9 378,2 239,2 240,2 234,0 229,7 261,7
 4 LNG (bcf) 46,0 52,9 60,9 82,9 105,9 195,9 191,5 195,6 225,6 225,6
 5 石炭 (10^3 ton) 43.857,5 49.797,1 49.888,3 56.919,7 65.630,7 73.345,3 77.755,7 82.160,7 88.088,6 94.677,1
 6 バイオマス (10^3
 - - - - - - - - - -
 5.5.3 インドネシア西部運営地域における電源構成の目標 インドネシア西部地域における 2021 年の一次エネルギー別の電力生産構成は、表 5.23 と
 図 5.6 で示したとおり、石炭が 58％、天然ガスが 12％、水力が 12％、石油が 4％、地熱が
 16％である。 表 5.23 インドネシア西部運営地域における燃料別の電力エネルギー生産構成（GWh）
 No. 燃料タイプ 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021
 1 HSD 8.242 6.837 1.109 795 715 760 881 967 1.015 1.108
 2 MFO 2.699 2.868 1.732 43 12 21 35 55 35 35
 3 ガス 7.966 8.322 8.786 6.646 6.781 6.376 5.458 5.290 5.258 5.434
 4 LNG - - 4.027 3.946 4.116 4.203 3.709 3.565 3.720 3.857
 5 石炭 8.363 11.351 16.798 23.158 24.051 23.867 28.841 31.728 36.004 42.131
 6 水力 3.436 3.576 3.743 4.261 5.348 5.928 6.949 8.503 8.503 8.503
 7 バイオマス 63 63 63 63 63 63 63 63 63 63
 8 輸入 - - - 733 727 737 738 227 142 317
 9 地熱 547 801 815 1.206 3.178 7.685 8.072 9.960 11.806 11.806
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 合計 31.317 33.818 37.073 40.851 44.991 49.640 54.745 60.358 66.548 73.255
 図 5.6 インドネシア西部運営地域における燃料別の電力エネルギー生産構成（GWh）
 2012 年から 2021 年までのインドネシア西部地域の燃料需要を表 5.24 に示す。
 表 5.24 インドネシア西部運営地域の燃料需要 No. 燃料タイプ 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021
 1 HSD ( x 10^3 kl) 2.424,8 1.914,1 344,2 269,0 214,9 236,1 273,5 303,0 307,0 331,8
 2 MFO (x 10^3 kl) 1.614,5 1.895,1 1.380,3 43,1 11,5 20,6 34,6 55,0 35,5 35,5
 3 ガス (bcf) 86,6 88,8 97,3 72,0 73,2 68,6 58,3 56,3 55,9 57,9
 4 LNG (bcf) - - 31,9 31,3 32,6 33,2 29,5 27,9 28,4 29,4
 5 石炭 (10^3 ton) 5.142,2 6.920,5 10.506,5 14.500,1 15.055,6 15.598,6 17.531,1 19.319,0 21.989,9 25.464,0
 6 バイオマス (10^3
 49,1 49,1 49,1 49,1 49,1 49,1 49,1 49,1 49,1 49,1
 5.5.4 インドネシア東部運営地域における電源構成の目標 インドネシア東部地域における 2021 年の一次エネルギー別の電力生産構成は、表 5.25 と
 図 5.7 で示したとおり、石炭が 53％、水力が 22％、天然ガスが 13％、地熱が 8％、石油が
 4％である。 表 5.25 インドネシア東部運営地域における燃料別の電力エネルギー生産構成（GWh）
 No. 燃料タイプ 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021
 1 HSD 6.142 4.700 4.098 1.496 927 1.005 1.122 1.312 1.475 1.661
 2 MFO 2.519 1.998 2.126 1.183 5 5 5 6 7 7
 3 ガス 1.857 2.795 3.545 4.012 4.023 3.908 3.923 3.962 3.994 4.156
 4 LNG - - - 927 982 950 1.089 1.124 1.224 1.305
 輸入 バイオマ
 ガス 石炭 地熱 水力
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 5 石炭 3.450 6.376 8.170 12.447 15.953 18.568 19.362 19.957 20.413 22.097
 6 水力 1.876 2.016 2.118 2.200 2.775 3.890 4.830 6.469 8.060 9.024
 7 太陽光 /ハイブリ
 4 4 5 6 6 6 6 7 7 7
 8 地熱 445 606 704 848 1.186 1.617 2.232 2.534 3.224 3.244
 合計 16.293 18.495 20.766 23.119 25.857 29.949 32.571 35.371 38.404 41.499
 図 5.7 インドネシア東部運営地域における燃料別の電力エネルギー生産構成（GWh）
 2012 年から 2021 年までのインドネシア東部地域の燃料需要を表 5.26 に示す。
 表 5.26 インドネシア東部運営地域の燃料需要 No. 燃料タイプ 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021
 1 HSD ( x 10^3 kl) 1.659,7 1.269,9 1.107,4 404,4 250,5 271,5 303,3 354,6 398,7 448,8
 2 MFO (x 10^3 kl) 710,9 563,6 599,8 333,8 1,3 1,4 1,5 1,7 1,9 1,9
 3 ガス (bcf) 6,3 9,4 12,0 13,6 13,6 13,2 13,3 13,4 13,5 14,0
 4 LNG (bcf) - - - 7,2 7,6 7,4 8,5 8,7 9,5 10,1
 5 石炭 (10^3 ton) 2.226.,6 4.114,7 5,.272,4 8.032,2 10.294,8 11.982,0 12.494,3 12.878,3 13.172,8 14.259,3
 6 バ イ オ マ ス (10^3
 - - - - - - - - - -
 5.6 CO2 の排出予測 RUPTL2012-2021 の計画策定プロセスでは、CO2排出の費用をその他費用としてまだ算出
 していない。しかしながら、RUPTL では CO2 削減の努力を無視することはできない。こ
 のことは、地熱発電所や水力発電所が低コストの解決ではないにもかかわらず、電力系統
 に組み込まれたことからも明らかである。ジャワ島に超臨界ボイラーやウルトラ超臨界の
 太陽光／ハイブリッド ガス 石炭 地熱 水力
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 技術を導入することもまた、PLN が発電所からの CO2の排出抑制に高い関心を払っている
 ことの証である。 CO2 の排出量は燃料の使用量から算出され、IPCC12
 政府はすでに、第 2 次発電所加速化プログラムに関して、第 2 次大統領令 2010 年第 4 号、
 およびエネルギー鉱業資源大臣規定 2010 年第 15 号を発令した。このプログラムでは、再
 生可能エネルギーを利用した発電所、特に地熱発電所が多数を占めている。地熱発電所と、
 その他の再生可能エネルギーの開発に関して政策的な干渉があることで、ベースラインと
 は多少異なる発電所の開発計画が策定され、CO2の排出量が削減されることになる。
 が規定する排出係数を用いたCO2 の排
 出量（トン単位）に換算される。
 図 5.8 燃料別の CO2排出（インドネシア全体）
 図 5.8 は、インドネシアで図 5.4 のような電源構成によって電力生産が行なわれた場合の
 CO2 排出量を示している。図 5.8 から、インドネシア全体では 2012 年の 1 億 1500 万トン
 から、2021 年には 2 億 8300 万トンに増加することがわかる。この 2 億 8400 万トンの排
 出量のうち、2 億 4700 万トン（87％）は石炭の燃焼によるものである。 2012 年のインドネシアの平均グリッド排出係数 13
 12 IPCC（気候変動に関する政府間パネル）、2006 年温室効果ガス目録のための IPCC ガイドライン
 は 0.762Kg CO2/kWhであり、2015 年ま
 では低下するが、2016 年には 0.763Kg CO2/kWhに上昇し、以降は地熱発電所や水力発電
 所の稼動により低下し、2021 年には 0.724Kg CO2/kWhとなる。
 13 グリッド排出係数は、電力生産（kWh）に対する CO2排出量（Kg）と定義される。
 バイオマス ガス 石炭
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 ジャワ・バリ系統の CO2 排出 ジャワ・バリ系統の CO2 の排出量予測を図 5.9 に示した。排出量は 2012 年の 1 億 1300 万
 トンから 2021 年には 2 億 1400 万トンと、約 2 倍に増加する。グリッド排出係数は 2012年の 0.746Kg CO2/kW から、2013 年には 0.758Kg CO2/kW となる。これは第 1 次、およ
 び第 2 次発電所加速プログラムによる火力発電所が数多く稼動するためである。しかし、
 以降は改善し、2021 年には 0.723Kg CO2/kW までになる。この排出量係数の改善は、天然
 ガスや地熱の使用が増加すること、および超臨界ボイラー技術の導入により達成される。
 図 5.9 ジャワ・バリ系統での燃料別の CO2排出量 インドネシア西部運営地域の CO2 排出 インドネシア西部地域の発電所からの CO2の排出量予測を図 5.10 に示した。排出量は 2700万トンから 4900 万トンと、約 2 倍に増加する。グリッド排出係数は 2012 年の 0.857Kg CO2/kW から 2019 年には 0.725KgCO2/kW となるが、再び上昇して 2021 年には 0.845Kg CO2/kW になる。地熱発電所の建設の遅れにより地熱による電力生産に障害が生じることが
 想定されるためである。
 バイオマス ガス 石炭
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 図 5.10 インドネシア西部運営地域の燃料別の CO2排出量
 インドネシア東部運営地域の CO2 排出 インドネシア東部地域の発電所からの CO2の排出量予測を図 5.11 に示した。排出量は 2012年の 1200 万トンから 2021 年には 2800 万トンと、約 2 倍に増加する。グリッド排出係数
 は 2012 年の 0.698Kg CO2/kW から、小規模の火力発電所が導入されるために 2016 年には
 0.852Kg CO2/kW となり、その後次第に低下して 2021 年には 0.733Kg CO2/kW になる。
 この排出係数の改善は、地熱と水力の利用がプラスに作用していることによる。
 バイオマス ガス 石炭
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 図 5.11 インドネシア東部運営地域の燃料別の CO2排出量
 バイオマス ガス 石炭
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 5.7 カーボン資金調達プロジェクト PLN は気候変動枠組条約（UNFCCC）のスキームの内外で、カーボン資金調達の機会を利
 用する予定である。カーボン資金調達プロジェクトの実行は、同資金獲得の可能性がある
 PLN の環境内のすべての活動に適用する。 PLN は 2002 年以降、クリーン開発メカニズム(CDM)を通じたカーボン資金調達の可能性
 を意識しており、CDM プロジェクトの可能性を検討してきた。その結果、PLN は現時点
 ですでに、いくつかの排出削減量購入協定（ERPA）に署名している。このほかにも PLNは、自主的カーボン・メカニズム（VCM）を通じたプロジェクトも進めている。 京都議定書の第一次合意が 2012 年末に終了することから、カーボン資金調達の利用は
 UNFCCC のスキームの内外での新しいメカニズムに合わせることとなる。
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                                SWB／ C／ FシリーズSWC シリーズ 単位: mm 1 1 3 6 31 57 27 61 Bracket 112 L /min (ANR) 供給ガス温度: 20 C 供給ガス露点: 供給ガス露20 C パージガス流量比:

                            

                                                    
                                供給企画œˆ24...Created Date 10/1/2015 4:23:06 PM

                            

                                                    
                                平成30年度ガス供給計画（平成30年度～平成34年度 ...平成30年度ガス供給計画（平成30年度～平成34年度） （導管）第2表 普 及 計 画 平

                            

                                                    
                                供給計画届出書 - Minister of Economy, Trade and Industry...第8表 電気の取引に関する計画書 P13 （添付書類） 様式第33 供給区域需要電力且想定苔

                            

                                                    
                                託送供給約款...1 託送供給約款 ＜需要場所で払い出す託送供給＞ Ⅰ．基本事項 1．約款の適用 （1）当社が以下の要件をともに満たす託送供給を行う場合、料金その他の供給条件はこの託送供給約款（以

                            

                                                    
                                Chapter 11 貨幣供給額的決定

                            

                                                    
                                Freescale PowerPoint Template - NXP …...TM 9 パッケージ 3 x 5 x 1.1 mm LGA 供給状況 サンプル: 供給中 量産出荷: 量産中 開発ツール: 供給中 • 特徴
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